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第一 監査の概要 

 

１．外部監査の種類 

 

地方自治法第 252 条の 37 第１項の規定に基づく包括外部監査 

 

２．選定した特定の事件 

 

市有財産の有効活用について 

～土地・建物を中心として～ 

 

３．事件を選定した理由 

 

平成 18 年に「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律

（平成 18年法律第 47号）」が制定され、その中で、地方公共団体においても、資産及

び債務に関する実態把握や改革に取り組むべき旨が規定された。これを受けて総務省

からも、平成 18 年８月 31 日に各地方公共団体に対して「地方公共団体における行政

改革の更なる推進のための指針」が通知されている。当該通知の柱のひとつに地方公

会計改革（地方の資産・債務管理改革）がうたわれており、「各地方公共団体において

は、財務書類の作成・活用等を通じて資産・債務に関する情報開示と適正な管理を一

層進めるとともに、国の資産・債務改革も参考にしつつ、未利用財産の売却促進や資

産の有効活用等を内容とする資産・債務改革の方向性と具体的な施策を３年以内に策

定すること」と明記されている。 

こうした流れの中で、静岡市は、低・未利用財産の売却促進や資産の有効活用等を

内容とする資産・債務改革の方向性と具体的な施策への取り組みとして、平成 22 年２

月に「静岡市資産の活用に関する推進方針」を策定し公表している。また、平成 22

年３月に「静岡市行財政改革推進大綱」を新たに策定し、その基本方針のひとつに「経

営資源の有効利用」を掲げ、無駄のない行政経営を目指しているところである。 

平成 15 年４月１日に静岡市と清水市との合併によって新たな静岡市として誕生し、

平成 18 年３月 31 日の蒲原町、平成 20 年 11 月１日の由比町と合併を重ね、全国で 14

番目の政令指定都市として市域を拡大してきている。このため、市有財産として多く

の土地、建物（平成 22年３月 31 日現在、土地の地積は 29,447,359.40 ㎡、建物の延

床面積は 2,264,934.47 ㎡）を保有するに至っている。 

近年、尐子・高齢化社会の到来や長引く低迷する経済環境の中、静岡市の財政状況

も厳しい状況が続いている。こうした厳しい環境下、行政経営の重要な資源として市

が保有する土地及び建物の有効活用に対する取り組み状況を監査することは、今後の
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静岡市の財政状態の健全化と地域経済の活性化に有用であると判断し、特定の事件（テ

ーマ）として選定した。 

なお、静岡市土地開発公社が保有する土地も、実質的に市有財産として位置づけら

れることから、監査の対象に含めた。 

 

４．外部監査の方法 

 

（１）監査の対象 

 

ア．監査の対象とする資産 

 

市有財産として、監査の対象とした財産は次のとおりである。 

○静岡市が保有する土地及び建物 

○静岡市土地開発公社が保有する土地 

 

イ．監査の対象とする部局 

監査の対象とした部局は、市有財産の管理を行っている財政局財政部管財課と、その

他財産を所管する部局である。監査の対象とした部局は次のとおりである。 

局等 部等 課等 

経営管理局 経営企画部 経営企画課 

財政局 財政部 管財課 

生活文化局 市民生活部 市民生活課 

文化スポーツ部 文化振興課、文化財課、スポーツ振興課 

保健福祉子ども局 保健衛生部 保健衛生総務課、健康づくり推進課 

経済局 商工部 産業政策課、商業労政課、地域産業課、観光・シ
ティプロモーション課 

農林水産部 中山間地振興課 

都市局 都市計画部 交通政策課、市街地整備課、街路課、東静岡駅周

辺整備課、清水駅周辺整備課、大谷区画整理推進

課、公園整備課 

建築部 住宅政策課 

建設局 土木部 土木事務所 

教育委員会事務局 教育部 教育総務課、教職員課、教育施設課、学校教育課、

学事課 
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（２）主要な監査手続 

 

ア．監査の視点 

 

静岡市が保有する土地及び建物が、有効活用されているかどうかの視点を中心に監

査を実施した。 

 

イ．監査手続 

 

関連法令・条例・規則、予算書、決算書、事業に関する各種管理資料・意思決定資

料その他必要書類の閲覧・分析、証憑との突合、関係者に対する質問、その他必要と

認めた監査手続を実施した。 

 

５．監査対象期間 

 

原則として平成 21 年度 

ただし、必要に応じて他の年度についても監査の対象とした。 

 

６．監査の実施期間 

 

平成 22 年６月 24 日から平成 23 年３月 17 日まで 

 

７．包括外部監査人及び補助者 

 

（１）包括外部監査人 

 

公認会計士 柴田 剛 

 

（２）補助者 

 

公認会計士 内山 昌美    

公認会計士 大川原 正記    

公認会計士 山本 博生    

日本公認会計士協会準会員 篠原 可奈    

日本公認会計士協会準会員 村本 大輔    
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第二 利害関係 

 

監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252 条の 29 の規定により記載すべき利

害関係はない。 

 

 

 

第三 監査の結果 

 

 監査の結果の内容については、次の２つに分類される。 

「指摘事項」・・・市有財産の有効活用のために、措置を講ずる必要がある事項 

「意見」（包括外部監査の結果に添えて提出する意見） 

    ・・・市有財産の有効活用のために、参考にして頂きたい事項 

 なお、「指摘事項」と「意見」は密接不可分の関係にあり、両者を並行して理解する

ことが有用であると考えられるため、この報告書では結果の中で両者を記載することと

している。 

 

 

 

 

（注意事項） 

１ 報告書の表中の金額は税抜金額で、単位未満を四捨五入して表示している。したが

って、合計値と内訳の集計値とが一致しない場合がある。 

２ 報告書の表中の百分率は、原則として尐数点以下第２位を切り捨て、第１位まで表

示している。 

 

 

（参考文献） 

・「自治体不動産の有効活用－PRE 戦略の基本と実践」 

（株式会社日本総合研究所 地域経営戦略グループ編著 学陽書房） 

・「公有資産改革」（佐野修久編著 株式会社ぎょうせい） 

・「PRE 戦略を実践するための手引書」 

（公的不動産の合理的な所有・利用に関する研究会 国土交通省 土地・水資源局 

土地市場課） 

・「自治体公共施設の有効活用～コスト情報から始めるハコモノのバリューアップ～」 

（PHP 総合研究所「自治体公共施設の有効活用」研究会）  
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Ⅰ 監査の結果の概要 

 

今回の監査報告書の内容は、「Ⅲ【全般事項】全庁的な取り組み」と「Ⅳ【個別事項】

個別市有財産の状況」の２部構成となっている。 

「Ⅲ【全般事項】全庁的な取り組み」では、市有財産の有効活用について、静岡市の

全庁的な取り組みについて検討を行った。「Ⅳ【個別事項】個別市有財産の状況」では、

個別に選定した市有財産の有効活用の状況について検討を行った。 

 

１．【全般事項】全庁的な取り組み 

 

「Ⅲ【全般事項】全庁的な取り組み」の監査では、今後、資産の有効活用を戦略的に

取り組んでいくための仕組みづくりとして、次の３つの視点から検討を行った。 

①組織は整備されているか 

②情報は整備されているか 

③資産の活用に関する推進方針は整備されているか 

「Ⅲ【全般事項】全庁的な取り組み」の指摘事項を上述の３つの視点から要約・整理

すると以下のとおりである。 

 

①組織は整備されているか 

指摘事項の概要 該当ページ 

【組織の整備（推進体制の構築）について】【指摘事項】 

現在、静岡市には横断的な組織である資産活用推進委員会が、管財課

を事務局として設置されている。しかし、現状の資産活用推進委員会は、

市有財産の有効活用について、部門間の情報交換、調整を行うための組

織であって、全庁的な取り組みについて意思決定を行い、実務を推進し

ていく組織とはなっていない。 

「静岡市資産の活用に関する推進方針」を実現するためには、全庁的

な視点から意思決定を行い、施策の取り組みを進める権限と責任をもっ

た実働的な組織が必要である。 

役割と権限の与えられた組織がない状態では、「静岡市資産の活用に

関する推進方針」の達成は困難である。推進体制の構築については、早

期に対応する必要があると考える。 

Ｐ24 

（指摘事項の詳細については、該当ページを参照） 
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②情報は整備されているか 

指摘事項の概要 該当ページ 

【大規模改修・更新コストの把握】【指摘事項】 

静岡市では、市有財産全体として、将来的に予想される施設の大規模

改修等によるコストがどの程度必要となるのか、見積総額の算定は行わ

れていない。 

現在、静岡市では、市有財産に関する情報について、全庁レベルでの

一元管理を行うため、「市有施設管理情報データベースシステム」の構

築に取り組んでいる。データベースの構築を通し、将来的に施設の大規

模改修・更新コストが、静岡市全体としてどれくらいの額となるのかを

見積もり、大規模改修コストの平準化、財政負担の軽減等について、早

めに対策を検討しておくことが必要である。 

Ｐ27 

【利用状況の把握】【指摘事項】 

「低・未利用財産の売却」という方針を達成するためには、施設の利

用状況についての情報を整備しておく必要がある。 

なお、他の情報についても、推進方針を達成するために必要な情報は

何なのかという視点から、再度、データベース項目の選定をしていただ

きたい。 

データベースについては、推進方針を実現するために必要な情報を網

羅的に選定し、推進方針と連動した戦略的なツールとして構築すること

が必要と考える。 

Ｐ28 

【データの入力状況】【指摘事項】 

現在、構築中のデータベースには、施設によっては、情報が記載され

ていないものがあったり、情報が古く、最新の情報となっていないもの

があったりし、データが不完全なものとなっている。 

データベース上の不備については、各所管課への指示を徹底し、早急

に入力、訂正を行うべきである。 

Ｐ28 

（指摘事項の詳細については、該当ページを参照） 
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③資産の活用に関する推進方針は整備されているか 

指摘事項の概要 該当ページ 

【業務プロセスの明確化】【指摘事項】 

「静岡市資産の活用に関する推進方針 実施方針６」では、データベ

ースの構築後、その情報を使って、どのようにして資産の有効活用につ

なげていくのか、ということについては示されていない。 

アセットマネジメント構築の最終目的は、データベースを構築するこ

とではなく、資産を有効に活用することにある。データベースを利用し

て、各施設をどのような観点から評価し、評価の結果、どのような利活

用方法を選択するのか、を意思決定できる仕組みをつくることが必要で

ある。 

データベースの構築後の業務プロセスについて、静岡市の実情にあっ

た基本的な考え方と具体的なルールを明確にしておくことが必要と考

える。 

P33 

（指摘事項の詳細については、該当ページを参照） 
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２．【個別事項】個別市有財産の状況 

 

「Ⅳ【個別事項】個別市有財産の状況」における個別に選定した市有財産の指摘事

項及び意見の概要は以下のとおりである。 

 

①市営住宅 

指摘事項及び意見の概要 該当ページ 

【住宅ストック数からみた市営住宅の必要性について】【指摘事項】 

市営住宅のような、固定資産を保有することは多額の設備投資資金を

必要とし、かつ、その管理・経済負担が長期に及ぶという資産保有リス

クが存在することから、長期的な展望と明確な行政の方針がなければな

らない。そのために、縦割り行政の垣根を越えた部課横断的なプロジェ

クトチーム等を設置し、現在様々な課が行っている市営住宅と同じよう

に住宅セーフティネットに寄与するであろう事業を複合的・包括的に検

討することが必要である。 

P47 

【改修に関する工事の意思決定について】【指摘事項】 

どの団地のどのような改修工事を優先したかという意思決定プロセ

ス及び結果については、十分な説明がなされない場合には、住民に不公

平感を抱かせるおそれがあると考える。したがって、説明責任の観点及

び住民への配慮という観点からは、意思決定プロセス及び結果について

明文化するような仕組みにする必要がある。 

P48 

【入居率等の調査結果に関する記録とその活用方法について】【指摘事

項】 

入居率に関するデータは、既存の市営住宅が有効に活用されているか

どうかを推し量る尺度として利用できる。したがって、特に人気がなく、

実空家の状況が長期化しているような市営住宅については用途廃止を

含めて資産の活用方法を再検討する必要がある。 

現行制度上、入居率は、用途廃止をはじめとする資産の活用方法を検

討する判断基準になっていない。入居率を市営住宅が有効かつ効率的に

活用されているかどうかを推し量る指標として、尐なくとも用途廃止の

要否を検討する土台にあげるという対応は必要ではないかと考える。 

P49 

【アセット別行政コスト計算書について】【指摘事項】 

資産が有効に活用されているかどうかを検討するに当たっては、市営

住宅の維持・管理にどれだけのコストを要しているのかというコスト情

報を把握することが必要不可欠である。現状、市営住宅事業においてコ

スト効率という観点から、各々の市営住宅についてどれだけコストがか

P50～P51 
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かっているのかを把握していない。 

各々の市営住宅の維持・管理にどれだけのコストを要しているのか把

握するために、アセット別行政コスト計算書を作成する必要がある。 

【アセット別行政コスト計算書について】【意見】 

監査人が推計作成したアセット別行政コスト計算書を、今後の作成実

務にあたって参考にされたい。 

P51 

【PRE 戦略導入について】【意見】 

市有地の有効活用を活性化していくためには PRE（Public Real 

Estate）戦略の導入を検討する必要がある。この PRE 戦略とは、公的不

動産の合理的な所有・利用に関する研究会が公表している「PRE 戦略を

実践するための手引書」によると、統一された定義はないが、「公的不

動産について、公共・公益的な目的を踏まえつつ、経済の活性化及び財

政健全化を念頭に、適切で効率的な管理、運用を推進していこうとする

考え方」とまとめられている。すなわち、公的不動産を保有する目的を

公共性という観点から明確化するということと、当該目的を最尐の経費

で達成するという経済効率性を同時達成する管理・運用手法であるとと

らえることができる。 

PRE 戦略の導入にあたっては、「PRE 戦略を実践するための手引書（公

的不動産の合理的な所有・利用に関する研究会）」を利用することが有

用と考えられる。 

P52～P53 

【その他】【意見】 

住宅セーフティネットは、公営住宅供給、民間賃貸住宅への円滑な入

居の促進、福祉施策との連携による３本柱で達成できる構造になってい

ると考える。公営住宅の供給によるセーフティネットの維持は財政面か

らも著しく困難になりつつある。まずは、公営住宅制度の限界をオープ

ンにし、施策のミックスをしながら民間の力も借りてセーフティネット

を維持、住民の生活水準を向上させる必要があると考える。 

P55 

（指摘事項及び意見の詳細については、該当ページを参照） 
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②学校 

指摘事項及び意見の概要 該当ページ 

【学校施設に関するコスト情報の把握について】【指摘事項】 

今後の厳しい財政事情等も踏まえれば、公共性の高い学校施設につい

ても、どれだけの維持・運営コストがかかるのかを把握する必要がある。

そのためには、学校施設別に行政コスト計算書を作成するなど、コスト

情報を把握するうえで有用となる資料を作成する必要がある。 

P75 

【学校施設に関するコスト情報の把握について】【意見】 

監査人が推計作成した学校施設別行政コスト計算書を、今後の作成実

務にあたって参考にされたい。 

P75～P77 

【学校施設の跡地利用について】【指摘事項】 

静岡市内中心部に位置しているため商業的利用価値が高く、かつまと

まった広さのある学校施設の跡地利用については、駐車場事業以外の利

用可能性について経済効率的な観点も含めてその利用方法について検

討する必要がある。 

P78 

【学校施設の跡地利用について】【意見】 

市有地の有効活用を活性化していくためには PRE（Public Real 

Estate）戦略の導入を検討する必要がある。PRE 戦略の導入にあたって

は、「PRE 戦略を実践するための手引書（公的不動産の合理的な所有・

利用に関する研究会）」を利用することが有用と考えられる。 

P78 

【既存施設の大規模改修工事に係るコストの把握について】【指摘事項】 

大規模改修工事の優先順位付けについての判断を標準化するという

観点から、一定の優先順位付けのガイドライン（判断基準等）を設ける

必要がある。 

P79 

【既存施設の大規模改修工事に係るコストの把握について】【指摘事項】 

今後、数年間で大規模改修工事に係るコストがどの程度必要か、その

全体像を把握することが重要である。財政が縮小していく中で、学校施

設の老朽化に対する予算をどのように確保するのか、早期に検討してい

くためにも、まずは静岡市全体で老朽化対策のための大規模改修工事に

係るトータルコストを早期に把握する必要がある。 

P79 

【学校施設バリアフリー化推進指針について】【指摘事項】 

すべての児童生徒等が安全、かつ、より円滑に学校施設を利用できる

ようにという社会的な要求に応えるためにも、市としてどのようにバリ

アフリー化を推進していくのかという基本方針を作成する必要がある。 

P80 



 

11 

【尐年自然の家の耐震対策について】【指摘事項】 

尐年自然の家の施設が耐震強度を満たしていないことに関しては、運

用面でできる限り補完を行っているものの、主な利用者は小中学生であ

ることから、安全性の確保は重要であると考える。 

尐年自然の家の耐震工事に関しては、早急に対応する必要がある。 

P81 

（指摘事項及び意見の詳細については、該当ページを参照） 

 

③普通財産（土地及び建物） 

指摘事項及び意見の概要 該当ページ 

【閉鎖した施設について】【指摘事項】 

葵区落合の元玉川小中学校児童生徒寄宿舎については、昭和 62 年に

閉鎖し、文化財の倉庫として利用されていた。その後、老朽化したこと

から平成 19 年に倉庫としての利用も止め、閉鎖した状態のままになっ

ている。今後、解体する方針であるが予算が確保されていない。 

安全面等からも同施設については解体を速やかに行う必要がある。 

P90 

【入札に付す物件の増加の促進】【指摘事項】 

現状の管財課の業務は、不動産だけでなく、ほぼ全ての市有財産の管

理を行っているため、有効活用の促進に関しての業務を並行して行うこ

とは簡単ではない。 

市有財産の有効活用を促進するために、縦割り行政の垣根を越えた部

課横断的なプロジェクトチーム等の設置を検討する必要がある。そのよ

うな推進組織を設置すれば、普通財産の枠を超え、行政財産も含めた全

ての市有財産についてより有効的な活用が期待できる。 

P93 

（指摘事項及び意見の詳細については、該当ページを参照） 

 

④東静岡駅周辺土地区画整理事業及び東静岡地区市有地 

指摘事項及び意見の概要 該当ページ 

【東静岡地区 16街区市有地の有効活用に向けた提言】【意見】 

東静岡地区の活性化、まちづくりの推進において、経営会議にいう部

分共同化を確定するとしても、その開発をまちづくりの推進という本来

の目的と外れることなく、より市民に有用なものとするためには、行政

の調整力と民間の活力の相乗効果の発揮が必要であると考える。そのた

めには行政は、側面支援という位置付けではなく、一共同化事業主とし

て積極的かつ具体的なコーディネートを進めていくことも検討する必

要があるのではないだろうか。 

P101 
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【東静岡地区 17街区市有地の有効活用に向けた提言】【意見】 

東静岡 17 街区の有効活用の方針等について、幅広い市民の意見を反

映させるため、「Voice of しずおか市民討議会」で議論してみても良い

のではないだろうか。 

P104～P105 

（指摘事項及び意見の詳細については、該当ページを参照） 

 

 

⑤市営駐車場 

指摘事項及び意見の概要 該当ページ 

【草薙駅前駐車場の運営について】【指摘事項】 

草薙駅前駐車場は、利用状況が他の駐車場に比べて非常に低く、平成

16 年度以降の事業収支も毎年１億円超の赤字状態が続いている。こう

した状況下においても、草薙駅前駐車場は、市が運営を続ける必要があ

るのか、また、他の事業より優先的に行わなければならない事業なのだ

ろうか、という疑問も生じる。 

草薙駅前駐車場の運営については、廃止、売却などの選択肢も視野に

入れ、市が事業を継続する目的と必要性を検討する必要がある。 

P114 

（指摘事項及び意見の詳細については、該当ページを参照） 

 

 

⑥リバウェル井川 

指摘事項及び意見の概要 該当ページ 

【リバウェル井川の運営について】【指摘事項】 

リバウェル井川は、スキー場の運営という事実だけでみると、事業継

続が困難な厳しい状況にある。地元住民との協議・検討を今以上に重ね、

井川地域全体を具体的にどのようなまちにしていくのかという方向性

を明確にすることが必要である。また、井川地域の具体的な方向性が決

まった時には、そもそもスキー場で人を呼び込むことが中山間地振興策

として必要なのか、スキー場の必要性についても改めて検討する必要が

ある。 

P119 

（指摘事項及び意見の詳細については、該当ページを参照） 

 

 

 

 

 



 

13 

⑦静岡市土地開発公社及び静岡市土地開発基金が保有する長期保有土地 

指摘事項及び意見の概要 該当ページ 

【長期保有土地対策について】【指摘事項】 

長期保有土地は、実質、静岡市の未利用普通財産と同じであると考え

られ、早期解消に向けた取り組みが必要である。そのためには、計画的

に早期解消を図る必要があり、民間への売却や新たな利活用策を含んだ

長期保有土地対策に関する基本方針の策定について検討する必要があ

る。 

P137 

【静岡市土地開発公社が保有する土地の含み損の発生と同公社の将来

の在り方】【意見】 

静岡市土地開発公社の在り方については、同公社が管理している保有

土地の現状や静岡市が負うであろう財政負担はもちろん、同公社が将来

静岡市において果たす役割や市民のニーズ等を含め、存続の必要性を今

一度整理し、静岡市民にとって充分納得のできる方針を打ち出すことが

極めて重要であると考える。 

P139 

（指摘事項及び意見の詳細については、該当ページを参照） 
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Ⅱ 市有財産の概況 

 

１．公有財産の定義と分類 

 

市の公有財産である土地及び建物は、行政財産と普通財産に分類され、これをさらに

分類すると次のとおりである（地方自治法第 238 条第３項、第４項）。 

 

公有財産 行政財産 公用財産 市がその事務又は事業を遂行するため、自らが

直接使用することをその本来の目的としている

財産をいう。 

（例）庁舎、保健所、消防施設等 

公共用財産 住民の一般的共同使用に供することを本来の所

有の目的とする財産をいい、公の施設を構成す

る物的要素である場合が多い。 

（例）図書館、学校、病院、道路、市営住宅、

体育館等 

普通財産 行政財産以外のすべての公有財産をいう。 

使用目的が行政遂行上直接の物的手段とされないで、主にその

経済的価値を発揮することにより、間接的に市の行政に貢献す

るもの。 

 

行政財産は、法令に定められている場合を除き、これを貸し付け、交換し、売り払い、

譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又はこれに私権を設定することができず、

これに違反する行為は無効となる（地方自治法第 238 条の４）。また、原則として行政

財産は、当該行政財産に係る事務又は事業を所掌する財産管理者がそれぞれ管理してい

る（静岡市財産管理規則第５条第１項）。 

普通財産は、行政財産とは異なり、これを貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、出

資の目的とし、若しくは信託（土地）し、又はこれに私権を設定することができる（地

方自治法第 238 条の５）。また、原則として普通財産は、財政局財政部管財課長が管理

することになっている（静岡市財産管理規則第５条第２項）。 

 

  



 

15 

２．公有財産（土地及び建物）の推移 

 

直近５ヵ年における静岡市の土地保有状況（但し、公営企業保有土地は除く。）は次

のとおりである。 

 

＜土地保有状況の推移＞          （地積：㎡） 

区 分 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

行
政
財
産 

公
用
財
産 

本 庁 舎 27,679.73 27,679.73 27,679.73 31,612.43 31,612.43 

消防施設 32,919.42 33,884.15 33,493.06 37,955.84 38,103.83 

そ の 他 618,625.47 603,727.93 577,460.00 581,442.55 573,750.20 

小 計 679,224.62 665,291.81 638,632.79 651,010.82 643,466.46 

公
共
用
財
産 

学 校 2,189,129.73 2,191,227.34 2,183,190.82 2,225,628.23 2,222,440.36 

公営住宅 607,723.33 607,637.77 604,621.53 608,668.83 605,855.58 

公 園 1,856,243.08 1,868,278.37 1,891,929.75 1,941,105.34 1,992,625.80 

そ の 他 2,263,643.08 2,288,277.50 2,336,565.63 2,426,108.48 2,441,546.14 

小 計 6,916,739.22 6,955,420.98 7,016,307.73 7,201,510.88 7,262,467.88 

合 計 7,595,963.84 7,620,712.79 7,654,940.52 7,852,521.70 7,905,934.34 

普
通
財
産 

競 輪 場 62,613.48 62,613.48 62,613.48 62,613.48 61,292.48 

山 林 19,362,412.82 19,362,412.82 19,439,422.82 20,708,880.14 20,708,880.14 

貸 付 財 産 518,588.51 517,446.59 522,102.91 539,717.73 236,685.67 

そ の 他 266,450.92 269,818.99 194,753.51 241,267.75 534,566.77 

合 計 20,210,065.73 20,212,291.88 20,218,892.72 21,552,479.10 21,541,425.06 

総 括 27,806,029.57 27,833,004.67 27,873,833.24 29,405,000.80 29,447,359.40 

台帳価格

(千円) 

一般土地 879,834,592 684,380,732 677,827,980 686,234,922 601,622,950 

山 林 5,355,884 202,558 3,021,046 3,950,698 1,250,802 

 

（注）１．一般土地とは、山林以外の土地すべての土地のことである。 

２．市の説明によれば、山林の台帳価格の主な変動要因は、価格算定方式の見直

しによるものである。 
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直近５ヵ年における静岡市の建物保有状況（但し、公営企業保有建物は除く。）は次

のとおりである。 

 

＜建物保有状況の推移＞        （延床面積：㎡） 

区 分 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

行
政
財
産 

公
用
財
産 

本 庁 舎 87,661.61 87,661.61 87,661.61 91,496.04 92,485.32 

消防施設 24,199.97 28,496.36 28,505.22 32,431.31 32,783.57 

そ の 他 107,241.78 107,229.06 103,879.73 103,512.81 98,264.27 

小 計 219,103.36 223,387.03 220,046.56 227,440.16 223,533.16 

公
共
用
財
産 

学 校 893,840.45 898,506.45 901,774.81 899,362.79 915,621.50 

公営住宅 436,839.29 443,513.20 443,075.28 458,785.86 458,784.44 

公 園 26,717.66 26,734.80 26,732.06 26,937.50 27,043.58 

そ の 他 533,001.28 537,851.19 546,031.25 565,846.31 578,113.51 

小 計 1,890,398.68 1,906,605.64 1,917,613.40 1,950,932.46 1,979,563.03 

合 計 2,109,502.04 2,129,992.67 2,137,659.96 2,178,372.62 2,203,096.19 

普
通
財
産 

競 輪 場 44,079.08 44,079.08 44,079.08 39,158.71 43,399.42 

山 林 － － － － － 

貸 付 財 産 14,292.05 12,895.89 12,895.89 12,850.30 11,784.18 

そ の 他 11,091.50 13,742.14 12,278.74 11,458.82 6,654.68 

合 計 69,462.63 70,717.11 69,253.71 63,467.83 61,838.28 

総 括 2,178,964.67 2,200,709.78 2,206,913.67 2,241,840.45 2,264,934.47 

台帳価格(千円) 360,999,721 379,161,104 381,823,574 391,924,059 401,376,384 

 

平成 22 年３月末現在の静岡市が保有する土地は、面積規模で総面積 8,738,479.26 ㎡

（山林を除く。）、金額規模で台帳価格 601,622,950 千円（山林を除く。）となっている。

また、建物は、面積規模で総延床面積2,264,934.47㎡、金額規模で台帳価格401,376,384

千円となっている。 

このように、静岡市が保有する土地及び建物は膨大な量であり、これを経営資産とし

てとらえ、経営的視点に基づき戦略的に有効活用していくことは、厳しい財政状況が予

想される中、重要な取り組みであるといえる。 
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３．建物の年度別着工面積の状況 

 

平成 22 年３月末現在における静岡市保有の建物の年度別着工面積の状況は次のとお

りである。 

 

 
（静岡市提供のデータをもとに監査人が作成） 

 

上記グラフから、昭和 53 年をピークに高度経済成長期を中心としたその前後の期間

において、多くの建物が整備されていることがわかる。このうち、昭和 54 年以前に建

築された築年数 30 年を超える建物の延着工面積は全体の着工面積の約４割近くも占め

ている。築年数 30 年を超える建物については、大規模修繕を実施して継続して使用し

続けるのか、取壊して継続利用をしないのか、あるいは建物の建替え更新をするのかと

いった対応を決定する時期に差し掛かっているといえる。 

このことから、人口の増加や経済の成長にあわせて建設を進めてきた建物の多くで老

朽化が進んでおり、今後大規模な改修や更新の必要が迫ってくるものと想定される。こ

れにより、通常の建物の維持管理に加えて大規模修繕等に係るコストが集中的に発生し

静岡市の財政状態を悪化させる懸念があるといえるだろう。 
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このような静岡市の状況は、全国レベルでもほぼ同じような状況にあるといわれてい

る。国土交通省が公表している平成 17 年度の国土交通白書によると、我が国の増大す

る社会資本の維持更新需要予測によれば、以下の状況が予想されるとのことである。 

 

（ケース１） 

今後の投資可能総額の伸びが平成 17 年度（2005 年度）以降対前年比±０％と想定 

 

平成 42 年（2030 年）の状況を平成 16 年（2004 年)と比較すると、維持管理・更新費

の合計額が投資可能総額に占める割合は、約 31％から約 65％に増大する一方、新設（充

当可能）費が投資可能総額に占める割合は、約 65％から約 31％に減尐する。 

 

 

 

（出典：平成 17年度 国土交通白書） 

 

  

新設（充当可能）費 

更新費 

維持管理費 

災害復旧費 
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（ケース２） 

国が管理主体の社会資本については、平成 17 年度（2005 年度）以降対前年比マイナ

ス３％、地方が管理主体の社会資本については、平成 17 年度（2005 年度）以降対前

年比マイナス５％と想定 

 

平成 42 年（2030 年）の状況を平成 16 年（2004 年）と比較すると、投資可能総額が

不足し、社会資本の更新が不可能になる。 

 

 

 

（出典：平成 17年度 国土交通白書） 

 

 

  

新設（充当可能）費 

更新費 

維持管理費 

災害復旧費 
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Ⅲ 【全般事項】全庁的な取り組み 

 

１．組織の整備（推進体制の構築）について 

 

（１）全庁的な視点の必要性 

 

【現状】 

 

清水区役所周辺には、ホール、会議室、研修室などを有する静岡市所有の建物が複数

存在している。それらの一部について、位置関係を示すと、次のとおりである。 

 

（資料）静岡市ホームページ「清水市街地周辺地図」より 

 

（注）清水文化センターが老朽化したことに伴い、現在、清水駅みなと口に清水文化会

館の建設（ＰＦＩ事業）を行っている。 
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清水区役所から 1.5 ㎞以内にホール、会議室、研修室などを備えた建物が立ち並んで

いる。これらの建物の有する施設について、その一部を示すと、次のとおりである。 

 

 

 

区役所から 1.5 ㎞以内の距離にホール、会議室など、類似の施設が提供されているこ

とがわかる。 

 

 

 所管課

 設置年月

 住所

 施設 内容 定員 内容 定員 内容 定員

 ホール  ふれあいホール 236人  多目的ホール 507人 

 会議室  第１会議室 65人  会議室Ａ 50人  会議室１ 15人 

 第２会議室 16人  会議室Ｂ 24人  会議室２ 8人 

 会議室Ｃ 50人 

 会議室１ 24人 

 会議室２ 18人 

 研修室  研修室大 90人  研修室１ 30人 

 研修室小 45人  研修室２ 20人 

 ＩＴ  ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰﾙｰﾑＡ 25人  情報機器室 6人 

 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰﾙｰﾑＢ 25人 

 所管課

 設置年月

 住所

 施設 内容 定員 内容 定員 内容 定員

 ホール  多目的ホール 300人  多目的ホール 960人  大ホール 1,507人 

 中ホール 499人 

 会議室  大会議室 80人  大会議室６Ａ 135人  会議室 110人 

 中会議室 40人  中会議室６Ｂ 36人 

 中会議室５Ａ 20人 

 小会議室６Ｃ 14人 

清水区宮代町1-1 清水区日の出町9-25 清水区桜が丘町7-1

平成18年4月 平成16年4月 平成14年2月

平成11年6月 昭和61年3月
昭和41年4月（大ホール）
昭和53年6月（中ホール）

はーとぴあ清水 清水マリンビル 清水文化センター

福祉総務課 清水港振興課 文化振興課

清水区役所
（清水庁舎議場跡）

清水テルサ 清水産業・情報プラザ

清水区役所総務・防災課

清水区旭町6-8（清水庁舎3階）

商業労政課

清水区島崎町223

産業政策課

清水区相生町6-17
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【基本的な考え方】 

 

ここでは、各所管がそれぞれ別のハコモノを作り、複数の類似施設を市民に提供して

いることがわかる。 

行政の観点からすれば、それぞれ施設の設置目的が異なり、管理する所管も違うので

あろうが、市民の目からすれば、どの建物であれ、会議室は会議室であり、場所が違う

にしても、提供されるサービスは同じである。 

現状からは、各所管が部分最適を追求した結果が表れており、全体最適の視点が欠け

ていることがうかがわれる。 

各所管の立場からすれば、最適な施設提供であったとしても、市全体から見ると、施

設の適正配置であるとは限らないし、最適保有量であるとも限らない。いわゆる「縦割

り」組織による所管個別の取り組みが、市全体として最適な意思決定であり取り組みで

あるとは限らない。 

「縦割り」組織による意思決定では、市全体としての施設の適正配置、所管の垣根を

越えた資産の活用方法といった発想、取り組みは生まれにくい。 

今後、静岡市が資産の適正配置、有効活用等を進めるにあたっては、各所管が個別に

最適な意思決定を追求するのではなく、所管の垣根を越えた全庁的な視点から、市全体

として最適な意思決定を追求し、取り組みを実現していくことが必要である。 
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（２）権限と責任のある組織体制について 

 

【現状】 

 

ア．資産活用推進委員会の設置 

 

静岡市では、「資産の活用に関する推進方針」を着実に進めるため、庁内関係部局に

よる横断的な推進組織として「静岡市資産活用推進委員会」を設置している。 

同方針によれば、委員会の実施方針は次のとおり記載されている。 

 

実施方針８ 資産活用推進委員会の設置 

（１）実施方針の進行管理 

（２）実効性を確保するための要綱等の整備 

 

【現況と課題】 

市有財産は、「静岡市財産管理規則」をはじめ財産の処分や貸付に関する要綱等、

市全体の財産管理のルールを定め、その事業目的や用途によってそれぞれの財産管理

者が適切に管理を進めてきました。 

しかしながら、行政に対する市民ニーズの変化や財政状況の変化、地方自治法の改

正等の中で、従来の「財産管理」の枠を超えた新たな「資産経営」の必要性が高まっ

ています。そのため、この「資産の活用に関する推進方針」を定め、その取組を進め

ていく必要があります。 

「資産の活用に関する推進方針」を着実に進めるためには、それぞれの財産管理者

が方針に沿った取組を進めるともに、その進行管理を行う横断的な推進組織の設置が

課題となってきます。 

また、同時に、従来の要綱等財産管理に関するルールについても、新たな「資産経

営」に対応する見直しが必要となってきています。 

 

【実施方針】 

（１）実施方針の進行管理 

庁内関係部局による組織横断的な「静岡市資産活用推進委員会」を設置し、実施方

針の進行管理を行うとともに、進捗状況をホームページ等で公表します。 

（２）実効性を確保するための要綱等の整備 

本方針を推進するため要綱等、財産管理に関するルールの整備をするとともに、そ

れを効率的に実施するためのマニュアル等の整備に取り組みます。 

また、資産管理や有効活用を担う組織の在り方(例:専任部署の設置等)についても
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検討を行っていきます。  

 

【平成 26年度までの取組】 

（１）実施方針の進行管理 

【平成 22～26 年度】 「静岡市資産活用推進委員会」の設置、毎年度開催 

（２）実効性を確保するための要綱等の整備 

【平成 22～26 年度】 要綱、マニュアル等の整備 

 

イ．活動実績 

 

監査時点では、資産活用推進委員会の活動実績はない。 

資産活用推進委員会は、年度末に一度開催する委員会であり、平成 22 年度は、進捗

状況の報告を行う予定とのことである。 

 

 

【指摘事項】 

 

繰り返しになるが、今後、静岡市が資産の有効活用等を進めるにあたっては、所管の

垣根を越え、全庁的な視点にたった取り組みを行うことが必要である。 

現在、静岡市には横断的な組織である資産活用推進委員会が、管財課を事務局として

設置されている。しかし、資産活用推進委員会の活動実績はまだなく、平成 22 年度の

活動は、年度末に一度開催し、進捗状況の報告を行うだけである。現状の資産活用推進

委員会は、市有財産の有効活用について、部門間の情報交換、調整を行うための組織で

あって、全庁的な取り組みについて意思決定を行い、実務を推進していく組織とはなっ

ていない。 

「静岡市資産の活用に関する推進方針」を実現するためには、全庁的な視点から意思

決定を行い、施策の取り組みを進める権限と責任をもった実働的な組織が必要である。 

まずは、現行の推進体制の見直しを行い、全庁的な取り組みを進めていく組織体制を

明確にする必要がある。既存の組織の中に専任部署を設けるのか、あるいは、新たな部

署を設置するのか、さらに、必要な人員確保についても十分に検討すべきである。そし

て、その組織に対し、全庁的な取り組みを実施できるだけの役割と権限を与え、その責

任について明確にしておくことが必要である。 

役割と権限の与えられた組織がない状態では、「静岡市資産の活用に関する推進方針」

の達成は困難である。推進体制の構築については、早期に対応する必要があると考える。 
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２．情報の整備について 

 

（１）大規模改修・更新コストの把握 

 

【現状】 

 

「Ⅱ 市有財産の概況 ３．建物の年度別着工面積の状況」（P.17）で述べたとおり、

高度経済成長期に建設した建物が老朽化してきている。着工面積割合でみた場合、築年

数 30 年を超える建物は、平成 22 年度において、全体の約４割を占めている。これらの

建物は、平成 25 年度には 50％超、平成 35年度には 70％超が、築 30 年以上のものとな

る。 

 

 

 

今後、建物の老朽化がさらに進むと、大規模改修・更新が必要となり、大規模改修等

に多額のコストを要し、財政に与える影響も大きいことが予想される。 

しかし、静岡市では、市有財産全体として、将来的にどの程度のコストが必要となる

のか、見積総額の算定は行われていない。 

 

 

【秦野市の例】 

 

秦野市では、「秦野市公共施設白書」（平成 21年 10 月）を作成しており、今後の建替

え費用について、次のとおり記載している。 
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２ 施設の老朽化（維持管理の増加と改修・建替時期の集中） 

現在の公共施設の総量を維持し耐用年数に応じて建替えを行うと、次図に表すとお

り、新総合計画が始まる平成 23 年度以降 50 年の間、５年ごとに約 10億円から約 300

億円の建設事業費が必要となり、特に建替えのピークを迎える平成 48 年(2036 年)か

らの 10 年間は、年間約 60 億円の事業費が必要になると試算されます。 

また、改修は、中学校の新築ラッシュから 30 年を経過する平成 23 年からの５年間

がピークになり、年間 10 億円以上の改修費が必要になると試算されます。 

ところが、現状では本市の財政状況が好転する材料は乏しく、高齢者や子どもたち

に必要な支出は増加が見込まれる中では、建設事業に充当可能な一般財源は減尐傾向

にあり、これを道路や橋りょうの維持補修費用と分け合わなければならないことか

ら、現在の公共施設の総量維持は、ほぼ不可能であると考えられます。 

 

（資料：「秦野市公共施設白書 平成 21年 10 月」秦野市ホームページより） 

 

秦野市は人口約 17 万人、一般会計歳入総額 445 億円（平成 21 年度）の市であり、静

岡市（人口約 72 万人、一般会計歳入総額 3,026 億円）に比べると、規模は随分小さい。

にもかかわらず、今後 50年の建替え費用については、合わせて 1,360億円（建築費 1,244

億円、改修費 116 億円）と莫大な額が見込まれている。 
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【指摘事項】 

 

秦野市の例を見てもわかるとおり、今後、建物の老朽化が進むと、施設の大規模改修

等によるコストが、市の財政に与える影響は極めて大きいことが予想される。 

しかし、静岡市では、市有財産全体として、将来的にどの程度のコストが必要となる

のか、見積総額の算定は行われていない。 

現在、静岡市では、市有財産に関する情報について、全庁レベルでの一元管理を行う

ため、「市有施設管理情報データベースシステム」の構築に取り組んでいる。データベ

ースの構築を通し、将来的に施設の大規模改修・更新コストが、静岡市全体としてどれ

くらいの額となるのかを見積もり、大規模改修コストの平準化、財政負担の軽減等につ

いて、早めに対策を検討しておくことが必要である。 

 

 

 

（２）利用状況の把握 

 

【現状】 

「静岡市資産の活用に関する推進方針」では、「目指すべき資産活用の方向」として、

「低・未利用財産の売却」が掲げられている。 

 

２ 目指すべき資産活用の方向 

 (2) 低・未利用財産の売却と市有財産の有効活用を推進します。 

行政上活用されていない財産については、原則として売却によって整理し、維持管

理に係る経費の削減と財源としての活用等効率的な資産管理を進めます。  

売却等の処分ができない財産についても、維持管理に係る経費の縮減や貸付等によ

る活用を図ります。 

また、行政上活用している財産についても、新たな自主財源の確保を図るため、広

告事業の導入や余剰スペースの貸付等財産の多面的な活用に取り組みます。 

 

しかし、現状では、データベースの項目として、施設の利用状況を把握できるだけの

情報が整備されていない。 
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【指摘事項】 

 

「低・未利用財産の売却」を行うためには、まずは、施設の利用状況を把握し、数あ

る市有財産の中から、低・未利用財産を把握することが必要となる。 

特に低利用の施設については、どのような情報から、どのような基準により「低利用」

と判断するのかについて、十分検討しておく必要がある。「低利用」の判断は、施設の

性格によっては結果が異なるケースもあるため、施設の性格にあった判断基準が求めら

れることになる。 

また、低・未利用財産の「売却」を検討するにあたっては、需要、売却可能性、市場

価値（時価）といった情報の把握も必要となる。 

「低・未利用財産の売却」という方針を達成するためには、施設の利用状況について

の情報を整備しておく必要がある。 

 

なお、ここでは、利用状況の把握を例にとったが、他の情報についても、推進方針を

達成するために必要な情報は何なのかという視点から、再度、データベース項目の選定

をしていただきたい。 

データベースについては、推進方針を実現するために必要な情報を網羅的に選定し、

推進方針と連動した戦略的なツールとして構築することが必要と考える。 

 

 

 

（３）データの入力状況 

 

【指摘事項】 

 

現在、構築中のデータベースには、施設によっては、情報が記載されていないものが

あったり、情報が古く、最新の情報となっていないものがあったりし、データが不完全

なものとなっている。 

データベース上の不備については、各所管課への指示を徹底し、早急に入力、訂正を

行うべきである。 
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３．静岡市資産の活用に関する推進方針について 

 

（１）業務プロセスの明確化 

 

【現状】 

 

「静岡市資産の活用に関する推進方針」では、「実施方針６ 市有施設の総合的な管理

の推進」として、次のとおり記載されている。 

 

【実施方針】 

（１）市有施設に係るアセットマネジメントの構築等 

生涯学習施設やスポーツ施設等個々の市有施設について、公共建築物保全計画（実

施方針７参照）等により技術部門と連携しながら、維持管理経費の縮減・効率化や提

供するサービスの充実等総合的なファシリティマネジメントを引き続き推進します。 

また、個々の施設の管理情報を整理・把握したうえで、市全体や分野全体の観点か

ら統一的な基準に基づいて市有施設を総合的に管理するアセットマネジメントの構

築を進めます。 

 

 

（２）多様な整備・運営手法の活用 

施設の建設、運営やサービス提供にあたっては、市民との協働の中で本市が担うべ

き役割を明らかにするとともに、整備費補助や公設民営、指定管理者制度等多様な整

備・運営手法を活用していきます。 

行政が自ら整備すべき施設についても、本市が自ら整備するばかりでなく、民間施

設の借用による代替、低・未利用財産を活かした民間施設の誘致、又は既存の施設の

活用等の方法が考えられます。また、従来から取り組んできているＰＦＩ事業につい

ても、引き続き推進していきます。 
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【平成 26年度までの取組】 

（１） 市有施設に係るアセットマネジメントの構築等 

【平成 22年度】 

運営経費等を抽出調査し総合的管理の部分的試行 

市有施設管理情報データベースシステムの概要検討 

【平成 23～24 年度】 

市有施設管理情報データベースシステムの構築 

（２） 多様な整備・運営手法の活用 

【平成 22～26 年度】 

「静岡市ＰＦＩ導入に関する基本方針」の継続実施 

「静岡市における指定管理者制度運用の方針」の継続 実施 

【平成 22年度】 

静岡市美術館外３施設について指定管理者制度導入 

ＰＦＩ事業（南部学校給食センター）竣工、供用開始 

【平成 24年度】 

ＰＦＩ事業（静岡市清水文化会館）竣工 

 

実施方針では、取組内容として、「市有施設管理情報データベースシステムの構築」

が掲げられているが、データベース構築後の方針については特に示されていない。 

 

 

【浜松市の例】 

 

「浜松市資産経営推進方針（平成 21 年４月）」では、「行政財産におけるファシリテ

ィマネジメントの推進手法」として、データベース構築後の業務フローと方針等が、次

のように明確に示されている。 
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①データ一元化によるデータベースの構築 

施設における土地・建物の基本情報（面積・構造など）に、品質、行政コスト、利

用率の面から供給情報などを収集し、データベース化を実施しました。データについ

ては、毎年、更新することにより最新状況の把握をします。 

 

②一次評価（個別施設の評価による現状把握） 

・ 一元化されたデータをもとに、資産の一次評価を行います。評価は、品質（施設が

目的を満たすための性能を発揮できているか）、供給（施設が行政サービスを適切に

無駄なく提供しているか）、財務（適切な収益・コストで運用が行われているか）の

３つの側面から評価を行います。「品質」は施設の劣化状況や安全性などのデータを

評価指標として評価します。「供給」は、利用状況や土地・建物の余剰の状況などを、

「財務」はサービス提供にかかるコストや収益などを用いて評価を行います。 

・ 全体の評価値から項目ごとに平均値（ベンチマーク）を設定し、個々の施設結果と

平均値を比べることにより現状と課題を把握します。更に、利用用途別に施設を分類

し、施設分類(規模等)ごとに、目標値（ベストプラクティス）を設定します。 

・ 評価をする際に、公平性・透明性・わかりやすさを重視します。 

評価方法や評価プロセスは、誰もがわかりやすいように５段階評価、数値化、レーダ

ーチャート化など、説明の方法を工夫します。 

・ 評価の結果は、二次評価に活用するとともに、各施設に自らの現状を客観的に把握

する情報として、今後の改善に役立てます。 

 

 

③二次評価（施設のあり方の明確化） 

・一次評価における各施設の評価値をもとに、全体の施設を利用用途による分類別にポ

ートフォリオ分析することにより、「継続」、「改善」、「見直し（転用・統廃合）」、「廃

止」に振り分け、データ上での施設のあり方を明確にします。 
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・一次評価で用いられた評価指標を組み合わせ、施設運営に大きく関係する施設の利用

ニーズ(ソフト面の評価)、建物性能（ハード面の評価）の２つの軸で、各施設がどの

ような位置づけであるか相対的な評価を行います。 

 

 

以下、浜松市の「行政財産におけるファシリティマネジメント」の全体像を示してお

く。 

 

（以上、資料：「浜松市資産経営推進方針（平成 21 年４月）」浜松市ホームページより） 
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【指摘事項】 

 

「静岡市資産の活用に関する推進方針 実施方針６」では、「市有施設に係るアセッ

トマネジメントの構築等」の取り組み内容として、データベースの構築までは触れてい

る。しかし、データベースの構築後、その情報を使って、どのようにして資産の有効活

用につなげていくのか、ということについては示されていない。 

アセットマネジメント構築の最終目的は、言うまでもなく、データベースを構築する

ことではなく、資産を有効に活用することにある。 

静岡市においても、浜松市のプロセスでいう、一次評価（「評価検証イメージ（レー

ダーチャート）」図参照）と二次評価（「施設ポートフォリオ分析（イメージ）」図参照）

のように、データベースを利用して、各施設をどのような観点から評価し、評価の結果、

どのような利活用方法を選択するのか、を意思決定できる仕組みをつくることが必要で

ある。 

浜松市の手法がすべてではないが、静岡市のアセットマネジメントにおいても、デー

タベースの構築後の業務プロセスについて、静岡市の実情にあった基本的な考え方と具

体的なルールを明確にしておくことが必要と考える。 
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Ⅳ 【個別事項】個別市有財産の状況 

 

１．監査の対象とした個別市有財産 

 

今回の監査の対象とした個別の市有財産とその選定理由は次のとおりである。 

 

＜監査の対象とした市有財産とその選定理由＞ 

 監査対象 選定理由 

１ 市営住宅 行政財産の建物の中で、その占める割合が大

きいため、その有効活用の状況を監査すること

は有用と考え選定した。 

行政財産の建物延床面積計：2,203,096.19 ㎡ 

市営住宅の延床面積計：   458,784.44 ㎡ 

行政財産の建物全体に占める割合：20.8% 

２ 学校 行政財産の建物の中で、その占める割合が市

営住宅と同様大きいため、その有効活用の状況

を監査することは有用と考え選定した。 

行政財産の建物延床面積計：2,203,096.19 ㎡ 

学校の延床面積計：     915,621.50 ㎡ 

行政財産の建物全体に占める割合：41.5% 

３ 普通財産（土地及び建物） 静岡市の方針として、原則売却処分を掲げて

いるため、その処分状況を中心に監査すること

は有用と考え選定した。 

４ 東静岡駅周辺土地区画整理事業

及び東静岡地区市有地 

平成22年７月24日から静岡市主催で開催さ

れている「模型の世界首都 静岡ホビーフェ

ア」開催地である東静岡広場を中心とした周辺

の市有地については、市民の関心も高く今後の

有効活用の状況を監査することは有用と考え

選定した。 

５ 市営駐車場 駐車場の運営は民間でも行われており、必ず

しも行政が実施すべき事業とはいえない。ま

た、立体式、機械式の駐車場を設置するには、

多額のコストも必要となる。静岡市では、市債

の発行により、設備投資コストを調達し、駐車

場事業を行っている。事業の必要性、費用対効

果等の観点から、市営駐車場の有効活用につい

て監査することは有用であると考え選定した。 
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６ リバウェル井川 静岡市では、リバウェル井川スキー場の運営

を平成元年より継続して実施している。リゾー

ト事業についても、駐車場と同様、必ずしも行

政が実施すべき事業とはいえない。スキー人口

が減尐傾向にある中、事業の必要性、利用状況

などの観点から、リバウェル井川の有効活用に

ついて監査することは有用であると考え選定

した。 

７ 静岡市土地開発公社及び静岡市

土地開発基金が保有する長期保

有土地 

保有期間が長期化している先行取得土地を

未だ多く保有している静岡市土地開発公社及

び静岡市土地開発基金については、市の財政に

重要な影響を及ぼすと思われることから、平成

13 年度包括外部監査の対象として取り上げら

れている。よって、特に長期保有土地について

は、その後の処分状況及び現在の状況を監査す

ることは、市有財産の有効活用の観点から有用

であると考え選定した。 
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２．市営住宅 

 

（１）概要 

 

ア．静岡市における住宅環境の現状 

（ア）人口と世帯数の動向 

静岡市の人口はやや減尐傾向にあり、平成 17 年国勢調査の約 72 万３千人から、

平成 22 年には約 71 万６千人に、平成 27 年には約 70 万２千人に減尐することが見

込まれている。 

世帯数については、核家族化の進行等により今後も増加傾向が続き、平成 27 年

には約 27万７千世帯と増加する一方、世帯人員数は 2.53 人に減尐し、世帯の規模

は小さくなると見られている。 

 

 

（静岡市住生活基本計画より抜粋）     

※ 昭和 50 年から平成 17 年までは国勢調査、平成 22 年以降は静岡市推計で

ある。 
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（イ）年齢別人口割合の推移 

年齢別人口割合をみると、15 歳未満の年尐人口は減尐傾向にあり、65 歳以上の

老年人口が増加傾向にある等、尐子・高齢化が顕著に現れている。 

 

 

（静岡市住生活基本計画より抜粋）   

※ 昭和 50 年から平成 17 年までは国勢調査、平成 22 年以降は静岡市推計で

ある。 
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（ウ）市内各区・静岡県・全国との比較 

静岡市は、高齢化の進展に伴い、高齢者世帯が増加しており、高齢単身世帯率は

7.0％、高齢夫婦世帯率は 8.8％となっている。 

静岡県、全国と比較して人口増加率が減尐していることを除き、ほぼ静岡県、全

国に準じた世帯構成であるといえる。 

 

市内各区・静岡県・全国との比較 
 

静岡市 
 

静岡県 全国 
葵区 駿河区 清水区 

人口 (人) 723,323 262,764 208,055 252,504 3,792 千 127,768 千 

一般世帯数 (世帯) 270,615 98,443 81,481 90,691 1,347 千 49,062 千 

人口増加率 (%)※1 ▲0.9 0.2 0.3 ▲3.0 0.7 0.7 

世帯人員 (人/世帯) 2.67 2.67 2.55 2.78 2.82 2.60 

単身世帯率 (%) 27.2 27.3 30.8 23.7 24.6 30.9 

高齢化率 (%) 21.1 22.1 18.8 22.1 20.5 21.0 

高齢単身世帯率 (%)※2 7.0 8.2 5.7 6.8 6.1 9.0 

高齢夫婦世帯率 (%)※2 8.8 9.2 7.9 9.3 8.4 10.4 

(静岡市住生活基本計画より抜粋)  

※１ 人口増加率は、平成 12年調査から平成 17 年調査の増減率である。 

※２ 高齢単身世帯とは 65 歳以上の単身世帯、高齢夫婦世帯とは夫が 65 歳以

上で、妻が 60 歳以上の世帯をいう。 

  

（エ）住宅数 

住宅総数は平成 15 年現在約 28 万戸であり、そのうち、居住世帯のある住宅が約

25 万戸（88.7％）、居住世帯のない住宅が約３万戸（11.3％）となっている。 

 

                住宅数             （単位：戸） 

 住宅総数 居住世帯あり 居住世帯なし    

    一時現在者のみ 空家 建築中 

静岡市 
283,810  251,830  

88.7%  

31,980  

11.3%  

1,330  

0.5%  

30,320  

10.7%  

330  

0.1%  

静岡県 1,487,290  85.6%  14.4%  0.6%  13.5%  0.3%  

（静岡市住生活基本計画より抜粋）  

※ 平成 15 年住宅・土地統計調査から作成している。 
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イ．市営住宅の必要性 

 

市営住宅を保有する必要性については、時代の変化に伴い大きく変化してきている。

高度成長期においては、社会経済情勢の変化に伴い、住宅ストックが不足したことに

より、多様な住宅困窮者が発生したため、住宅ストック不足を解消することを目的と

して、公営住宅が必要とされてきた。 

「ア．静岡市における住宅環境の現状（エ）住宅数」にも記載のとおり、平成 15

年現在、住宅ストック数は民間住宅ストックも合わせ、静岡市内では約 28万戸あり、

そのうち約３万戸が空き家となっている。また、「ア．静岡市における住宅環境の現

状（ア）人口と世帯数の動向」に記載のとおり、静岡市の推計では、今後、人口も減

尐することが見込まれている。 

このように、全体として住宅ストックが過剰であり、人口が減尐していく時代の中、

静岡市では、「静岡市住生活基本計画（平成 21 年３月）」第５章の中で、市営住宅の

必要性について「市場において自力では適切な水準の住宅を適正な負担で確保するこ

とが困難と見込まれ、公的な支援により居住の安定を図るべき世帯に対し、住宅セー

フティネットの確保を図る」こととしている。 
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ウ．市営住宅の整備計画 

 

「地域住宅計画（静岡市地域）平成 22 年３月」によると、平成 17 年度から平成 22

年度において、主として以下のような事業が計画されている。 

 公営住宅等整備事業による建替え、借上げにより、多様なニーズに対応した住居を

確保し、団地コミュニティの活性化を図り、快適で安定した居住空間を実現する。 

 公営住宅ストック総合改善事業及び住宅地区改良事業等により、ストックの有効活

用を図り、居住性の向上、高齢者対応を推進する。 

 既存公営住宅改善事業により、公営住宅の断熱化等の機能向上を図り、住環境の改

善を目指す。 

また、「静岡市住生活基本計画（平成 21 年３月）」によると、公営住宅の供給につい

ては、「住生活基本計画（全国計画）」に示された「公営住宅の供給の目標量の設定の考

え方」に基づき、静岡県が定めた「静岡県住生活基本計画」に準拠するとしている。こ

れによると、公的な支援により住居の安定の確保を図るべき世帯（住宅確保要配慮世帯）

は、平成 20 年度から平成 29 年度までの計画期間において 6,339 世帯とし、「公営住宅

の供給については、本市が管理する公営住宅の供給だけでなく、それらを補完する住宅

として、市内にある県営住宅及び公営住宅以外の公的賃貸住宅ストックの状況を勘案し、

活用を図ることとし、今後の多様化する住宅困窮者への対応や、医療・福祉サービス、

防犯・防災対策との調整を図りながら、変化に柔軟な対応ができるような整備を行うよ

う努め、計画期間における公営住宅の供給を行っていく」としている。 

本報告書では、静岡市住生活基本計画に記載のある住宅ストック数と住宅確保要配慮

世帯との関係について考察を実施した。当該結果については、「（２）結果 ア.住宅ス

トック数からみた市営住宅の必要性について」に記述している。 
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エ．市営住宅の入居率の状況 

 

 静岡市による市営住宅空家状況調べによると、入居率は以下の表のとおりである。 

 

団      地      名
管理

戸数

入居

戸数
入居率

空家

戸数

待機者

数

募集

状況

建設

年度

政策空家

戸数

実空家

戸数

羽衣団地 48 46 95.8% 2 0 定期募集 Ｓ２３ 1 1

駒形団地 24 24 100.0% 0 0 定期募集 Ｓ２４ 0 0

新通団地 24 24 100.0% 0 0 定期募集 Ｓ２４ 0 0

住吉団地 24 24 100.0% 0 0 定期募集 Ｓ２５ 0 0

三番町団地 48 48 100.0% 0 0 定期募集 Ｓ２５～ 0 0

四番町団地 24 23 95.8% 1 0 定期募集 Ｓ２６ 0 1

浅間団地 48 29 60.4% 19 0 募集停止 Ｓ３２～ 19 0

浅間団地店舗 24 15 62.5% 9 0 募集停止 Ｓ３２～ 9 0

若松町団地 48 47 97.9% 1 0 定期募集 Ｓ５８ 0 1

北番町団地 48 47 97.9% 1 0 定期募集 Ｓ５９ 0 1

向ヶ岡団地 14 9 64.3% 5 0 募集停止 Ｓ３０ 5 0

牧ヶ谷団地 41 40 97.6% 1 0 定期募集 Ｓ４９ 0 1

牧ヶ谷団地改良住宅 50 47 94.0% 3 0 定期募集 Ｓ４６ 0 3

牧ヶ谷団地改良作業所 7 4 57.1% 3 0 募集停止 Ｓ４６ 3 0

桃園団地 52 49 94.2% 3 0 定期募集 Ｓ５０ 1 2

東新田高層団地 428 414 96.7% 14 0 定期募集 Ｓ５２～ 4 10

用宗団地 40 37 92.5% 3 0 定期募集 Ｓ６０ 0 3

東新田西団地 40 40 100.0% 0 0 定期募集 Ｈ２ 0 0

八幡団地 10 8 80.0% 2 0 募集停止 Ｓ２６ 2 0

小鹿高層団地 154 149 96.8% 5 1 定期募集 Ｈ９ 0 5

小鹿高層団地身障者住宅 4 4 100.0% 0 0 随時募集 Ｈ９ 0 0

小鹿南団地 2 2 100.0% 0 0 募集停止 Ｓ３３ 0 0

曲金団地 24 24 100.0% 0 0 定期募集 Ｓ２９ 0 0

富士見団地 231 203 87.9% 28 1 定期募集 Ｓ３０～ 28 0

富士見団地身障者住宅 6 5 83.3% 1 0 随時募集 Ｈ１１ 0 1

有東団地 104 101 97.1% 3 1 定期募集 Ｓ４８～ 1 2

有東団地身障者住宅 4 4 100.0% 0 0 随時募集 Ｓ５３ 0 0

有東団地改良住宅 440 412 93.6% 28 0 定期募集 Ｓ３６～ 28 0

有東団地改良店舗 26 16 61.5% 10 0 募集停止 Ｓ４１～ 10 0

有東団地改良作業所 9 2 22.2% 7 0 募集停止 Ｓ４４ 7 0

有東高層団地 62 62 100.0% 0 2 定期募集 Ｈ３ 0 0

中島団地 55 54 98.2% 1 1 定期募集 Ｓ５７ 0 1

上土団地 542 487 89.9% 55 0 定期募集 Ｓ３６～ 42 13

上土団地身障者住宅 2 2 100.0% 0 0 随時募集 Ｈ１～ 0 0

瀬名団地 74 65 87.8% 9 0 定期募集 Ｓ５０ 4 5

瀬名南団地 264 258 97.7% 6 1 定期募集 Ｓ５１～ 1 5

北第１団地身障者住宅 2 2 100.0% 0 0 随時募集 Ｓ６３ 0 0

堤町団地 13 8 61.5% 5 0 募集停止 Ｓ２８ 5 0

秋山町団地 6 2 33.3% 4 0 募集停止 Ｓ３１ 4 0

桜町高層団地 97 94 96.9% 3 0 定期募集 Ｈ６～ 1 2

桜町高層団地身障者住宅 2 2 100.0% 0 0 随時募集 Ｈ６ 0 0

伝馬町新田団地改良住宅 262 152 58.0% 110 0 募集停止 Ｓ４４～ 105 5

伝馬町新田団地改良店舗 28 18 64.3% 10 0 随時募集 Ｓ４４～ 10 0

伝馬町新田団地改良作業所 28 24 85.7% 4 0 随時募集 Ｓ４５～ 0 4

辰起町団地改良住宅 90 89 98.9% 1 1 定期募集 Ｓ４６ 0 1

辰起町団地改良店舗 1 1 100.0% 0 0 募集停止 Ｓ４６ 0 0

辰起町団地改良作業所 1 0 0.0% 1 0 募集停止 Ｓ４６ 1 0

安倍口団地 1,556 937 60.2% 619 0 募集停止 Ｓ４２～ 618 1

安倍口団地店舗 1 0 0.0% 1 0 募集停止 Ｓ４８ 1 0

久保山団地 5 1 20.0% 4 0 募集停止 Ｓ３２～ 4 0

油山団地（旧福祉住宅） 2 1 50.0% 1 0 募集停止 Ｓ４０～ 1 0

静岡地区　計 5,139 4,156 80.9% 983 8 915 68

静 岡 市 営 住 宅 空 家 状 況 調 べ

平成２２年３月３１日現在
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団      地      名
管理
戸数

入居
戸数

入居率
空家
戸数

待機者
数

募集
状況

建設
年度

政策空家
戸数

実空家
戸数

清水三保団地 10 9 90.0% 1 0 募集停止 Ｓ２６～ 1 0
清水緑が丘団地 28 26 92.9% 2 2 定期募集 Ｓ２６～ 2 0
清水草薙団地 18 12 66.7% 6 0 募集停止 Ｓ３１ 6 0
清水中矢部団地 30 5 16.7% 25 0 募集停止 Ｓ３３ 25 0
清水宮加三団地 34 11 32.4% 23 0 募集停止 Ｓ３４～ 23 0
清水日立団地 24 24 100.0% 0 0 定期募集 Ｓ４２ 0 0
清水吉川団地 32 32 100.0% 0 0 定期募集 Ｓ４２ 0 0
清水能島団地 150 137 91.3% 13 0 定期募集 Ｓ４８ 6 7
清水能島西団地 90 89 98.9% 1 2 定期募集 Ｓ４９ 0 1
清水折戸北団地 60 56 93.3% 4 0 定期募集 Ｓ５０ 1 3
清水折戸西団地 70 57 81.4% 13 0 定期募集 Ｓ５３ 9 4
清水羽衣団地 192 173 90.1% 19 0 定期募集 Ｓ５４～ 12 7
清水折戸団地 304 266 87.5% 38 1 定期募集 Ｓ４０～ 36 2
清水三光町団地 36 33 91.7% 3 1 定期募集 Ｈ７ 0 3
清水船越団地 24 24 100.0% 0 2 定期募集 Ｈ７ 0 0
清水北矢部団地 12 12 100.0% 0 0 定期募集 Ｈ８ 0 0
清水常磐町団地 5 4 80.0% 1 0 募集停止 Ｓ２４ 1 0
清水辻団地 24 4 16.7% 20 0 募集停止 Ｓ２８ 20 0
清水興津東町団地 6 0 0.0% 6 0 募集停止 Ｓ２９ 5 1
清水下野東団地 113 107 94.7% 6 0 定期募集 Ｓ３０～ 1 5
清水高橋団地 16 16 100.0% 0 0 定期募集 Ｓ４２ 0 0
清水興津中町団地 32 30 93.8% 2 0 定期募集 Ｓ４２～ 1 1
清水高部団地 184 163 88.6% 21 1 定期募集 Ｓ４３～ 7 14
清水押切団地 200 151 75.5% 49 1 定期募集 Ｓ４５～ 10 39
清水蜂ヶ谷団地 120 72 60.0% 48 0 募集停止 Ｓ４７～ 43 5
清水下野南団地 88 83 94.3% 5 1 定期募集 Ｓ５０～ 1 4
清水押切東団地 60 60 100.0% 0 1 定期募集 Ｓ５１～ 0 0
清水横砂団地 30 28 93.3% 2 1 定期募集 Ｓ５２～ 1 1
清水興津東町西団地 60 57 95.0% 3 0 定期募集 Ｓ５３～ 0 3
清水旭ヶ丘団地 144 132 91.7% 12 0 定期募集 Ｓ５７～ 4 8
清水西久保団地 41 39 95.1% 2 1 定期募集 Ｈ１２ 0 2
清水追分団地 93 92 98.9% 1 3 定期募集 H１６ 0 1
日の出荘団地 16 15 93.8% 1 0 定期募集 Ｓ４３ 0 1
新栄荘団地 32 31 96.9% 1 0 定期募集 Ｓ４５～ 1 0
みはま荘団地 12 11 91.7% 1 0 定期募集 Ｓ４１ 0 1
中浜荘団地 16 15 93.8% 1 1 定期募集 Ｓ４４ 1 0
大沢荘団地 32 28 87.5% 4 0 定期募集 Ｓ５３～ 0 4
由比南団地 24 23 95.8% 1 0 募集停止 Ｓ４９ 0 1
町屋原団地 24 24 100.0% 0 0 募集停止 Ｓ５０ 0 0
室野団地 16 14 87.5% 2 0 募集停止 Ｓ５４ 0 2
阿僧団地 16 16 100.0% 0 0 募集停止 Ｓ６２ 0 0
町屋原南団地 21 19 90.5% 2 0 募集停止 Ｈ９ 0 2

清水地区　計 2,539 2,200 86.6% 339 18 217 117
計 7,678 6,356 82.8% 1,322 26 1,132 190

※１ 政策空家とは用途廃止の意思決定をすでに行っており、現入居者の退去待ちの状 

況にある市営住宅のことである。 

※２ 実空家とは、実際に空いている状況にある市営住宅のことである。 

 

上記の表によると、静岡市全体の市営住宅における入居率は 82.8％となっている。

個々の団地の入居率をみると、50％を下回る市営住宅も散見されるが、これらは政策空

家になっている市営住宅であった。また、実空家となっているものに関しては、地理的

な不便さから人気がなく空家になっているものであった。 
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オ．市営住宅の安全性対策 

 

（ア）耐震対策 

 

市営住宅の耐震対策の状況については、「公共建築物の耐震対策の現状（平成 22 年６

月）」として静岡市のホームページ上に掲載されている。 

市営住宅をはじめ市が所有する公共建築物については、昭和 56 年５月 31日以前に旧

耐震基準で建築された建築物については、「静岡県の耐震判断判定基準（1998 年版）」

による静岡県の耐震判定指標値を用いて評価しており、昭和 56 年６月１日以降に新耐

震基準で建築された建築物については「静岡県建築構造設計指針・同解説（1998 年版

又は 2002 年版）」により評価されている。 

 これによると、Ⅱ分類（耐震性能がやや劣る建物：倒壊する危険性は低いが、かなり

の被害を受けることも想定される。）、Ⅲ分類（耐震性能が劣る建物：倒壊する危険性が

あり、大きな被害を受けることが想定される。）及び未診断の市営住宅は以下のとおり

である。 

耐震対策を要する市営住宅 

施設名称 棟名称 建設年度 分類 備考 

浅間団地 第１号棟 昭和 32 年 Ⅲ ※１ 

浅間団地 第２号棟 昭和 33 年 Ⅲ ※１ 

伝馬町新田団地改良住宅 第７号棟 昭和 44 年 Ⅲ ※３ 

伝馬町新田団地改良住宅 第８号棟 昭和 44 年 Ⅲ ※２ 

伝馬町新田団地改良住宅 第９号棟 昭和 46 年 Ⅲ ※１ 

伝馬町新田団地改良住宅 第 10 号棟 昭和 46 年 Ⅲ ※１ 

上土団地 第５簡易耐火住宅 昭和 40 年 未診断 ※１ 

上土団地 第５簡易耐火住宅 昭和 40 年 未診断 ※１ 

瀬名南団地 旧集会場 昭和 51 年 Ⅲ ※３ 

安倍口団地 第 28 号棟 昭和 48 年 Ⅲ ※１ 

有東団地改良住宅 第 11 号棟 昭和 42 年 Ⅲ ※２ 

有東団地改良住宅 第 12 号棟 昭和 42 年 Ⅲ ※２ 

有東団地改良住宅 作業所 昭和 44 年 未診断 ※１ 

清水宮加三団地 ５号棟 昭和 36 年 未診断 ※１ 

清水宮加三団地 ６号棟 昭和 36 年 未診断 ※１ 

清水中矢部団地 １号棟 昭和 33 年 未診断 ※１ 

清水中矢部団地 ２号棟 昭和 33 年 未診断 ※１ 

清水高部団地 ４号棟 昭和 43 年 Ⅱ ※２ 

清水興津東町団地 ２号棟 昭和 29 年 未診断 ※３ 
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※１ すでに用途廃止の意思決定がなされている物件である。 

※２ 今後、耐震補強が予定されている物件である。 

※３ 平成 22 年度において改築又は耐震工事が施工されている。 

上記物件を除き、市営住宅に関しては、東海地震に対する耐震性能はすべてⅠb分類

（耐震性能が良い建物：倒壊する危険性はないが、ある程度の被害を受けることが想定

される。）に分類されている。 

 

（イ）老朽化対策 

 

 市営住宅の老朽化対策に関して、「公営住宅ストック総合活用計画（平成 14 年３月・

旧静岡市）」及び「清水市公営住宅ストック総合活用計画（平成 15 年１月・旧清水市）」

では、耐用年数の２分の１を経過した団地については、建替え更新するとしていたが、

財政上の問題等から、既存の団地については、改修工事等を行うことによって物件の長

寿命化を図り、耐用年数まで使用するというように方針を転換している。また、平成

22 年度において「静岡市市営住宅整備計画」として新たな整備計画を策定する見込み

である。 

 平成 21年度末現在、市営住宅のうち、浅間団地（第１・２号棟）、富士見団地（第３

号棟、平成 22 年度解体中）、安倍口団地（第１～８号棟、第 28 号棟）、清水興津東町（１

棟、平成 22 年度解体済み）、清水中矢部団地（第１・２号棟）、伝馬町新田団地改良住

宅（第９・10 号棟）等については用途廃止が予定されている。用途廃止予定建物につ

いては、経過年数、耐震性能、建物構造別耐用年数等の客観的指標により論理的に決定

されている。 

 大規模改修工事に関しては、安倍口団地、蜂ヶ谷団地、伝馬町新田団地改良住宅等に

係る住戸改善工事及びエレベータ設置工事については事業化して行っているが、その他

の老朽化のための改修工事に関しては、定期点検結果や指定管理者からの現地調査、３

年毎に行なっている定期建物調査等の結果報告をもとに、経常枠予算、又は公営住宅ス

トック総合改善事業予算の範囲内で対応している。 

 老朽化を判断する基準は、原則、公営住宅法施行令第３条第２項で定める基準（木造：

30 年、準耐火構造：45年、耐火構造：70 年）によっている。 
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（ウ）アスベスト対策 

 

 アスベスト対策の状況については、静岡市のホームページ上で掲載されている「静岡

市公共建築物吹付けアスベスト等対応方針」によると、未処理の施設のほか、封じ込め、

囲い込み等の措置を講じている施設についても、全て計画的に除去するものとしている。 

 静岡市の市営住宅においては、同方針によるアスベスト処理ランク付けにおいて、飛

散の恐れがあるとして、早急に除去しなければならない物件は存在していない。 

ただし、封じ込め、囲い込み等の措置を講じている物件についても今後計画的に除去

を行っていく予定である。 

 なお、除去するまでの間、アスベストの飛散状況等に関する定期点検を毎年実施して

おり、物件の安全管理に努めている。 

 

（エ）省エネ対策、バリアフリー化及びユニバーサルデザインへの対応 

 

 省エネ対策、バリアフリー化及びユニバーサルデザインへの対応に関しては、「公営

住宅法」、「公営住宅等整備基準」、「公営住宅等整備基準第８条第２項から第５項まで、

第９条第４項、第 10 条及び第 11条の規定に基づく国土交通大臣が定める措置（国土交

通省告示）」により、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく住宅性能表示制

度を活用し、その対応にあたっている。 

 特に市営住宅においては、入居者が高齢化していることもあり、バリアフリー化への

対応に関してはその必要性が高いことから、エレベータの設置等について事業化し、他

の施策より優先的に実施している状況である。 
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（２）結果 

 

ア．住宅ストック数からみた市営住宅の必要性について 

 

「静岡市住生活基本計画 ５－１公営住宅の供給の考え方」によると、計画期間（平

成 20 年度～平成 29 年度）において公的な支援により居住の安定の確保を図るべき世帯

（住宅確保要配慮世帯）は、①著しい困窮年収未満の世帯のうち、最低居住面積水準未

満の世帯及び、高家賃負担率の世帯が 4,719 世帯、②公営住宅入居収入基準以下で最低

居住面積水準未満の世帯が 1,620 世帯であり、合計で 6,339 世帯と推計されている。 

これに対し、平成 20 年３月末における静岡市内における公的賃貸住宅は以下のとお

りである。 

公的賃貸住宅 

区分 管理戸数（戸） 

市営住宅 7,515  

県営住宅 4,719  

地域優良賃貸住宅（一般型） 273  

地域優良賃貸住宅（高齢者型） 111  

都市再生機構の賃貸住宅 1,188  

雇用促進住宅 248  

計 14,054  

（静岡市住生活基本計画より抜粋）       

また、静岡市における住宅ストック数は、「（1）概要 ア.静岡市における住宅環境の

状況（エ）住宅数」に記載のとおり、平成 15 年現在において、全体で 283,810 戸であ

り、そのうち、30,320 戸が空家となっている。 

以上の客観的な統計データから、住宅確保要配慮世帯を住宅セーフティネットが必要

な世帯であるとするならば、公的賃貸住宅の管理戸数が住宅確保要配慮世帯を上回って

いるため、尐なくとも現状のストック数は必要ないと考えられる。市においても平成

22 年度において、新たな「静岡市市営住宅整備計画」を策定中であり、策定作業の中

で、従来は耐用年数の２分の１を経過した建物に関しては建替えを実施する計画であっ

たが、耐久性をあげる改修工事等を通じて既存の建物を長寿命化し、耐用年数まで使用

するよう方針を転換したり、用途廃止の検討を行っている。 

公的賃貸住宅が供給過剰の状況にあるということ、及び、静岡市全体として住宅スト

ックは供給過剰の状況にあることから、市として一定数を超える市営住宅を保有する必

要はなく、民間住宅ストックを活用することによって、住宅セーフティネットを確立す

ることが可能ではないかということが推察できる。以下、市営住宅の必要性の観点及び

民間住宅ストックの活用可能性の観点から考察したい。 
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まず、市営住宅の必要性の観点についてであるが、住宅供給をすべて市場原理に委ね

ると住宅供給者は住宅市場の中で、価値が高く、人気のある住宅ストックを増やし、そ

れを信用力の高い借主に貸していくという行動をとるため、住宅セーフティネットの対

象となる世帯に対する住宅は、さらに供給されなくなるという市場のミスマッチが生じ

ると推測される。このミスマッチを解消するために、住宅政策において、市場の失敗部

分に対し限定的に行政が介入する必要性が生じてくると考えられる。 

それでは、市場のミスマッチを解消するために市営住宅の所有が必要か考察すると、

市営住宅という資産を保有するには、多額の建設資金及び長期的な管理が必要になって

くることから、その「資産保有リスク」を考慮すると、経営的視点からは、安易に資産

を保有すべきではないと考えられる。したがって、市が市営住宅というハードウェア事

業を提供することにより、市場のミスマッチを解消するという方法は最も有効かつ効率

的な手段ではないと考える。 

まずは、市場のミスマッチを解消する何らかのソフトウェア事業にて対応することが

望ましい。例えば、現状、民間住宅ストックが余っているのであれば、住宅供給者に対

し住宅困窮者の家賃補助等を行うことによって市場のミスマッチを解消することが最

も効率的であろう。 

ただし、単に家賃補助をすることは生活保護制度をはじめとする保険・医療・福祉サ

ービスと重複するおそれがあるため、総合行政の観点からは、住宅セーフティネットを

確立する上で、どのような民間ストックを活用したソフトウェア事業が最適か十分に検

討する必要があると考える。さらに、例えばマンションの一室を行政が借り上げるにし

ても、現状では制度上クリアしなければならない問題や制限があること、マンションの

既存のコミュニティからの反発も想定されるため、既存のコミュニティへの配慮も必要

となるだろう。家賃補助等によるソフトウェア事業により、市場のミスマッチを解消す

ることは、住宅マーケットの活性化、経済効率性の観点からは有用であるが、新たな配

慮が必要になる点にも留意が必要といえる。 

市場のミスマッチを解消することに対して、都市経営上の観点からは、まずはソフト

ウェア事業により対処することが望ましいと考えるが、市場のミスマッチをソフトウェ

ア事業のみによっては、完全に解消できない可能性があることから、最後の住宅セーフ

ティネットとして市が市営住宅を保有する必要性があると考えられる。 

【指摘事項】 

市営住宅のような固定資産を保有することは、多額の設備投資資金を必要とし、かつ、

その管理・経済負担が長期に及ぶという資産保有リスクが存在することから、長期的な

展望と明確な行政の方針がなければならない。そのために、縦割り行政の垣根を越えた

部課横断的なプロジェクトチーム等を設置し、現在様々な課が行っている市営住宅と同

じように住宅セーフティネットに寄与するであろう事業を複合的・包括的に検討するこ

とが必要である。 
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イ．改修に関する工事の意思決定について 

 

 市営住宅については、「公共建築物の耐震対策の現状（平成 22 年６月）」にあるとお

り、東海地震に対する耐震性能がⅢ（倒壊する危険性があり、大きな被害を受けること

が想定される。）と評価された建物については、浅間団地等のすでに用途廃止の意思決

定がなされるものを除き、平成 27 年度までに耐震工事を行う予定である。耐震工事以

外の改修工事については、安倍口団地、蜂ヶ谷団地、伝馬町新田団地改良住宅等に係る

住戸改善工事及びエレベータ設置工事に関しては、事業化して行っているが、その他の

老朽化に対する改修工事に関しては、指定管理者からの現地調査、各団地棟の改修箇所

の発生連絡等の結果をもとに、経常枠予算、又は公営住宅ストック総合改善事業予算の

範囲内で対応する仕組みになっている。 

 ここで、経常枠予算及び公営住宅ストック総合改善事業の予算内で行われる改修工事

に関しては、限られた予算の範囲内で改修工事を行っていくことになるため、担当者の

判断により優先順位付けが行われていることになる。当該優先順位付けに関しては、定

期点検結果及び指定管理者の現地調査の結果等を参考に合理的に意思決定されている

ものの、当該意思決定のプロセス及び結果について十分な記録が残されていなかった。 

【指摘事項】 

どの団地のどのような改修工事を優先したかという意思決定プロセス及び結果につ

いては、十分な説明がなされない場合には、住民に不公平感を抱かせるおそれがあると

考える。したがって、説明責任の観点及び住民への配慮という観点からは、意思決定プ

ロセス及び結果について明文化するような仕組みにする必要がある。 
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ウ．入居率等の調査結果に関する記録とその活用方法について 

 

 入居率の状況について質問及び関連資料の閲覧という手続きを実施した結果、入居率

の状況に関して調査・把握が行われているということは確認できたが、当該入居率につ

いて市としてどのように検討・判断したか十分な記録がされていなかった。 

入居率の状況に関しては、市営住宅が有効活用されているかどうかを推し量る一つの

尺度となる客観的データであり、市営住宅管理上重要な情報であると考えられる。説明

責任の観点からは入居率調査の結果を、市がどのように検討・判断したかについて明文

化し、十分な記録が残るような仕組みにする必要があると考える。 

【指摘事項】 

上述したように入居率に関するデータは、既存の市営住宅が有効に活用されているか

どうかを推し量る尺度として利用できる。したがって、特に人気がなく、実空家の状況

が長期化しているような市営住宅については用途廃止を含めて資産の活用方法を再検

討する必要がある。 

 現行制度上、入居率は、用途廃止をはじめとする資産の活用方法を検討する判断基準

になっていない。用途廃止の意思決定については、10 年程度の中期計画の中で実施し

ていく見込みであるが、住宅環境の変化を適時に捉え市営住宅政策に反映してくという

観点からは当該 10 年という期間は長く思える。入居率を市営住宅が有効かつ効率的に

活用されているかどうかを推し量る指標として、尐なくとも用途廃止の要否を検討する

土台にあげるという対応は必要ではないかと考える。 
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エ．アセット別行政コスト計算書について 

 

 資産が有効に活用されているかどうかを検討するに当たっては、市営住宅の維持・管

理にどれだけのコストを要しているのかというコスト情報を把握することが必要不可

欠である。現状、市営住宅事業においてコスト効率という観点から、各々の市営住宅に

ついてどれだけコストがかかっているのかを把握していない。 

【指摘事項】 

各々の市営住宅の維持・管理にどれだけのコストを要しているのか把握するために、

アセット別行政コスト計算書を作成する必要がある。 

 アセット別行政コスト計算書のイメージは以下のとおりである。 

 

（単位：円）

Ⅰ．現金収支を伴うもの 全　体 １戸当り １団地当り 備　　考

修繕費 873,286,283 115,620 11,099,520 ※主として耐震補強工事

建物管理委託費 375,560,921 49,722 4,773,312 ※主として指定管理料

保守点検費 3,745,000 495 47,520 ※建築物定期点検（3年ごとに実施のため平準化し1/3を計上）

土地賃借料 15,007,497 1,986 190,656

その他賃借料 38,987,025 5,161 495,456

その他施設に係るコスト 25,296,109 3,347 321,312 ※建物火災保険料、工事に伴う移転補償料等

施設に係るコスト計 1,331,882,835 176,331 16,927,776

人件費 152,812,139 20,231 1,942,176 ※平均給与に人数を乗じて計算した。　正規16人、非常勤11人

その他人件費 8,320,304 1,101 105,696 ※平均給与に人数を乗じて計算した。　臨時職員４人×12ヶ月

負担金及び交付金 1,334,650 176 16,896

その他物件費 7,187,494 950 91,200

事業運営に係るコスト計 169,654,587 22,458 2,155,968

①　現金収支を伴うコスト計 1,501,537,422 198,789 19,083,744

1,488,644,560 197,093 18,920,928 ※6,356戸

市営住宅駐車場使用料 44,830,770 5,935 569,760 ※832戸

その他諸収入 186,497,922 24,688 2,370,048 ※主として公営住宅ストック総合改善事業の修繕費補助に関する交付金等

③　現金収支を伴う収益計 1,719,973,252 227,716 21,860,736

Ⅱ．現金収支を伴わないもの 全　体 １戸当り １団地当り 備　　考

コストの部 ②　減価償却相当額 1,699,005,000 224,944 21,594,624 ※平成21年度の普通会計の財務書類

Ⅲ．合計 全　体 １戸当り １団地当り 備　　考

3,200,542,422 423,733 40,678,368 ①+②

1,480,569,170 196,017 18,817,632 ①+②-③

（月当り） 123,380,764 16,334 1,568,136

※1

※2

※3

※4

※5

アセット別行政コスト計算書（監査人による推計）

1団地当りの数値に関しては、1団地当りの平均個数（96戸）として計算した。

コ
ス
ト
の
部

施
設
に
係
る
コ
ス
ト

事
業
運
営
に

係
る
コ
ス
ト

収
益
の
部

市営住宅使用料

コストの部合計

収支差額

上記計算書はアセット別行政コスト計算書のイメージ図を表すことを意図しており、作成するに当たり、監査人はすべての収支・費用収益が網羅的
かつ正確に集計されていることを検証していない。

人件費等をはじめとする実費を集計することが困難な科目については、一部仮定計算を行って推計している。

本来ならば、各アセット別に直接費を賦課し、間接費に関しては適切な配賦基準を用いて配賦する必要がある。今回は簡便的に、市営住宅全体の直
接費及び間接費を把握し、住宅戸数及び団地数で按分している。

1戸当りの数値に関しては、住宅戸数（7,553戸）＝公営住宅（6,699戸）＋改良住宅（842戸）＋3種住宅（12戸）として計算した。
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上図のようなアセット別行政コスト計算書を導入することにより、市営住宅ごとに維

持・管理に要するコストが把握できるようになることから、①市営住宅ごとに有効活用

できているか比較が可能になり、有効活用の尺度として利用することができる。②市営

住宅ごとにどれだけコストがかかっているのかということを可視化するため、市民に対

する説明責任を果たすことに利用することができる。③同一の計算方法で毎期作成する

ことによって、市営住宅ごとに期間比較が可能になり、有効活用の尺度として利用する

ことができる。すなわち、アセット別行政コスト計算書は、アセットマネジメントを実

施していくに当たり、経済効率性という観点から有用な情報を提供する意思決定ツール

として活用することができると考えられる。 

【意見】 

アセット別行政コスト計算書を厳密に作成しようとすると、その導入にはヒト・モ

ノ・カネといった資源を投入しなければならず、導入コストを要する。他の先行してい

る自治体においても、アセットマネジメントのベースとなる資料やカルテなどの仕組み

づくりに時間とコストをかけすぎた結果、それらツールを運用・利用する側が有効に活

用できず、思うような成果があげられていないというケースもある。 

 しかし、上記のようなアセット別行政コスト計算書であれば、実際に発生したコスト

の記録・集計であり、そのもととなるデータは会計記録として過去から残されているは

ずである。問題は過去にはアセット別にコストを集計しようという概念が存在していな

かったため、アセット別行政コスト計算書を作成するために必要な固定資産台帳や補助

簿を作成するという概念がなかったということである。したがって、アセット別行政コ

スト計算書を作成するための固定資産台帳・補助簿を作成するための内部統制や固定資

産台帳・補助簿のフォーマット等をあらかじめ準備できれば、その運用についてはそれ

ほど手間をかけず対応することは可能であると考えられる。 

 地方自治法において「地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉

の増進に努めるとともに、最尐の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならな

い。」と定められている。この理念からも、最尐の経費で最大の効果を挙げたかどうか、

その経済効率性を推し量る尺度として、アセット別行政コスト計算書が提供するような

コスト情報を把握するということは必要不可欠であると考える。 

 また、アセット別行政コスト計算書は単年ベースのランニングコストを把握すること

に有用であるが、その考え方を応用することにより、ライフサイクルにおけるトータル

コスト推計モデルとしてライフサイクルコストモデルを提供することも可能である。ア

セット別行政コスト計算書は既存の公有財産の有効活用という面に関しては、有用な情

報を提供するが、基本方針等の策定にあたっては、資産のトータルコストが把握できる

簡略化されたライフサイクルコストモデルの方が有用であると考えられる。 
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オ．PRE 戦略導入について 

 

「静岡市住生活基本計画 ５-３市営住宅整備計画の検討（3）市営住宅整備に向けて

の基本的考え方」において、今後の市営住宅整備計画策定にあたっては、以下の視点を

重視していくものとされている。 

① 市営住宅の整備の方向を検討するにあたっては、将来の市営住宅のあるべき姿を想

定することが必要であり、将来の市営住宅の役割を明確にし、今後の市営住宅サービ

スの在り方を検討するものとする。 

② 市営住宅サービスの在り方の検討に際しては、住宅市場の活用、借り上げ制度によ

る間接供給や PFI 等、費用対効果等の視点を重視するものとする。 

③ 管理戸数は、将来の市営住宅の役割を踏まえつつ、将来の人口・世帯数の増減や市

場の活用等を視野に入れ、計画期間終了時、約 7,300 戸程度とすることとし、市営住

宅整備計画策定において調整を図るものとする。 

④ 整備対象の団地、住棟及びその整備手法、整備時期については、別途事業計画で定

め、実施するものとする。 

⑤ 的確な市営住宅の管理・整備にあたっては、事業量の平準化を図るとともに、財源

の確保に向け、県で実施されている特別会計の導入等の検討を行うものとする。 

⑥ 市営住宅の整備にあたっては、防犯に配慮し、安心して暮らすことのできる住環境

の整備を実現するものとする。 

⑦ 市営住宅の整備にあたっては、総合的な行政の視点から他の分野に及ぼす影響効果

等を考慮した検討を行うものとする。 

これらの基本的考え方に関しては、現在策定中の新たな静岡市市営住宅整備計画にお

いて考慮される予定となっている。 

なお、用途廃止予定建物の跡地利用についてヒアリングを実施した結果、原則として

売却する方針であるとの回答を得たが、市有地の有効活用という観点からは、売却以外

の活用の方向性も検討する必要があるのではないかと考える。 

【意見】 

上述のような、考え方を実現させていくためには PRE（Public Real Estate）戦略の

導入を検討する必要がある。この PRE 戦略とは、公的不動産の合理的な所有・利用に関

する研究会が公表している「PRE 戦略を実践するための手引書」によると、統一された

定義はないが、「公的不動産について、公共・公益的な目的を踏まえつつ、経済の活性

化及び財政健全化を念頭に、適切で効率的な管理、運用を推進していこうとする考え方」

とまとめられている。すなわち、公的不動産を保有する目的を公共性という観点から明

確化するということと、当該目的を最尐の経費で達成するという経済効率性を同時達成

する管理・運用手法であるととらえることができる。 

PRE 戦略を導入するにあたっては、まず PRE 戦略を組織的に進めていくためのインフ
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ラの整備を検討する必要がある。PRE 戦略を進めていくために必要なインフラとして、

まずは部課横断的なプロジェクトチームの設置を検討する必要がある。現行では、静岡

市資産活用推進委員会が管財課内に設置されているが、委員会の権限と責任が十分に与

えられておらず、また、他部署への周知徹底が十分に行われていないため、PRE 戦略を

実践していくために必要な権限を有していない。市が保有する不動産を有効かつ効率的

に管理するためには、すべての情報を一元的に管理し、全庁的な視点から活用方法を決

定する組織が必要と考える。当該プロジェクトチームが有効に機能するためには、全庁

的な不動産の管理運営について最終的な意思決定権限が与えられ、かつ、不動産管理に

ついて十分なノウハウを持つ人材が必要である。特に、不動産の管理運営に関しては、

専門的な知識と経験が必要であることから、そのような知識と経験を有する人材が今後

育成されるような、人材育成方針を検討する必要がある。 

PRE 戦略の導入にあたっては、「PRE 戦略を実践するための手引書（公的不動産の合理

的な所有・利用に関する研究会）」を利用することが有用と考えられる。 
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カ．その他 

 

（住宅セーフティネットと市営住宅制度の関係） 

 
※１ 上図は住宅セーフティネットと市営住宅制度の関係を説明するための

概念図であり、実際の所得分布及び人口分布とは異なる。 

※２ 上図は、②と③を明確に区分しているが、実際には③の生活保護対象世

帯は②の市営住宅対象世帯の積集合である。すなわち、生活保護対象世

帯は市営住宅の入居要件を満たすが、民間住宅ストックを利用すること

も可能な状況にあるため、必ずしも市営住宅に入居していないのが現状

である。 

 

静岡市においては、住宅困窮者に対する住宅セーフティネットを確保するために、市

営住宅が必要であるとしているが、この点については、以下に説明するような問題があ

ると考える。 

まず、住宅セーフティネットの対象者は低所得者層をはじめとする住宅困窮者であり、

ある一定年収以下の集団がその対象範囲に該当すると考えられる（上図①）。ここで、

市営住宅制度においては、一定の所得以上の者に関しては、住宅困窮者となる可能性が

低いため、そのような所得層を排除することを目的として、入居条件として所得の上限

が設けられている。しかしながら、一方で入居の要件として、連帯保証人や市税の完納

を求めており、また、家賃の滞納についてもその回収を制度として要求していることか
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ら、一定の安定した収入が事実上の要件となっていると言える。すなわち、市営住宅制

度の対象はあくまで「住宅困窮者であり、かつ、一定以上の安定した収入のある低額所

得者」に限定されていると言える（上図②）。そして、市営住宅に入居できない住宅困

窮者に対しては、市営住宅制度ではなく、生活保護等、他の事業により対応しているの

が現状である（上図③）。 

静岡市では市営住宅の必要性を住宅困窮者に対する住宅セーフティネットの確保の

ためとしているが、実際には市営住宅にて対応できるセーフティネットの範囲は、同居

親族があり、一定以上の収入がある低額所得者で、かつ、住宅困窮者に限られるという

点で、市営住宅制度には制度上の限界があるといえる。したがって、生活保護を受けて

いる者であっても、民間住宅ストックに入居することができ、市営住宅を必ずしも利用

する必要はない点、及び、民間住宅ストックは現状で余っているという点において、市

営住宅が真に住宅セーフティネットとして必要と言い切れるかという点で問題がある

と考える。 

本来ならば、市営住宅は住宅市場における市場の原理に委ねていては住宅を確保でき

ない者に対して住宅を供給するという、最後のセーフティネットとして機能すべきもの

であると考える。そうであるならば、上図③の生活保護対象世帯に該当する住宅困窮者

こそ対象とすべきであると考える。 

「住宅困窮者に対する住宅セーフティネットを確保する」という問題について考察す

るにあたっては、市営住宅を供給するという事業だけを取り上げて議論するのみでは十

分な検討はできないであろう。福祉、若年者就労対策等との政策ミックスが必要と考え

る。すなわち、住宅困窮者になる者は生活保護や就労支援を必要とする者と重複する可

能性が高いのであるから、それら関連する事業と複合的に考察していく必要があるいえ

る。 

複合的に検討することにより、例えば、就労支援が必要なものに関しては一定の職業

訓練を条件に家賃を免除する等の柔軟な対応も可能になるのではないかと考えられる。 

【意見】 

「住宅困窮者に対する住宅セーフティネットを確保する」という目的達成のために、

総合行政の見地から検討し、市営住宅によって果たすことのできる役割及び制度内にお

ける市営住宅の位置づけを明確にする必要があると考える。 

住宅セーフティネットは、公営住宅供給、民間賃貸住宅への円滑な入居の促進、福祉

施策との連携による３本柱で達成できる構造になっていると考える。公営住宅の供給に

よるセーフティネットの維持は財政面からも著しく困難になりつつある。まずは、公営

住宅制度の限界をオープンにし、施策のミックスをしながら民間の力も借りてセーフテ

ィネットを維持、住民の生活水準を向上させる必要があると考える。  
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３．学校 

 

（１）概要 

 

ア．学校数、学級数及び児童・生徒数の推移 

（ア）小学校 

 

 

（平成 22年度 学校基本調査） 

学校数はほぼ横ばいに推移しているのに対し、児童数、学級数は減尐傾向である。 

また、児童数については昭和 55 年度の 74,564 人から、平成 22 年度において 36,677

人と昭和 55 年度の約 49.2％まで減尐している。 
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（イ）中学校 

 

 

（平成 22年度 学校基本調査） 

小学校の推移と同様、学校数はほぼ横ばいに推移しているのに対し、生徒数、学級

数は減尐傾向である。 

また、最も生徒数が多かった昭和 61 年度の 35,530 人と比較して、平成 22 年度は

17,389 人と昭和 61 年度の約 48.9％まで減尐している。 

 

児童数及び生徒数は年々減尐傾向にあるのに対し、学校数は横ばいに推移しており、

このような推移からは学校施設に余剰スペースが発生しているのではないかと読み取

れる。  
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イ．政令指定都市等の学校数、学級数及び児童・生徒数の比較 

 （ア）小学校 

 

（平成 21年度 学校基本調査） 

静岡市は１学級当たりの児童数は 29.4 人であり、政令指定都市等平均 28.6 人とほ

ぼ同様の水準となっている。 

また、１学校当たりの児童数は 428.3 人であり、政令指定都市等平均 454.2 人と比

較し、25.9 人尐ない状況である。 

 

  

3,822 60,766 1,735,950 28.6 454.2

札 幌 市 211 3,257 92,828 28.5 439.9
仙 台 市 131 2,116 56,335 26.6 430.0
さ い た ま 市 106 2,222 70,502 31.7 665.1
千 葉 市 123 1,870 53,745 28.7 437.0
東京(23区) 889 12,218 372,285 30.5 418.8

横 浜 市 357 6,890 198,868 28.9 557.1
川 崎 市 118 2,593 71,576 27.6 606.6
新 潟 市 116 1,652 43,325 26.2 373.5
静 岡 市 91 1,326 38,972 29.4 428.3
浜 松 市 113 1,592 46,449 29.2 411.1

名 古 屋 市 266 4,291 118,470 27.6 445.4
京 都 市 195 2,769 72,539 26.2 372.0
大 阪 市 312 4,781 127,303 26.6 408.0
堺 市 96 1,762 49,339 28.0 513.9
神 戸 市 171 2,922 82,129 28.1 480.3

岡 山 市 96 1,493 41,724 27.9 434.6
広 島 市 146 2,536 69,113 27.3 473.4
北 九 州 市 135 1,859 53,050 28.5 393.0
福 岡 市 150 2,617 77,398 29.6 516.0

１学級当たり
児童数

１学校当たり
児童数

平 成 21 年 度

学校数 学級数 児童数
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（イ）中学校 

 

（平成 21年度 学校基本調査） 

静岡市は１学級当たりの生徒数は 30.7 人であり、政令指定都市等平均 32.1 人とほ

ぼ同様の水準となっている。 

また、１学校当たりの生徒数は 363.6 人であり、政令指定都市等平均 428.2 人と比

較し、64.6 人尐ない状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2,064 27,524 883,802 32.1 428.2

札 幌 市 108 1,556 49,529 31.8 458.6
仙 台 市 71 970 28,272 29.1 398.2
さ い た ま 市 66 1,003 34,982 34.9 530.0
千 葉 市 61 799 25,331 31.7 415.3
東京(23区) 535 5,975 201,532 33.7 376.7

横 浜 市 177 2,831 92,193 32.6 520.9
川 崎 市 57 996 30,815 30.9 540.6
新 潟 市 62 724 22,845 31.6 368.5
静 岡 市 56 664 20,361 30.7 363.6
浜 松 市 58 743 23,342 31.4 402.4

名 古 屋 市 124 1,876 61,225 32.6 493.8
京 都 市 102 1,387 39,769 28.7 389.9
大 阪 市 156 2,149 66,928 31.1 429.0
堺 市 47 704 22,467 31.9 478.0
神 戸 市 104 1,280 42,080 32.9 404.6

岡 山 市 45 689 20,539 29.8 456.4
広 島 市 80 1,133 35,338 31.2 441.7
北 九 州 市 72 855 27,025 31.6 375.3
福 岡 市 83 1,190 39,229 33.0 472.6

１学級当たり
生徒数

１学校当たり
生徒数

平 成 21 年 度

生徒数学校数 学級数



 

60 

ウ．学校施設と児童・生徒数の比較 

 （ア）小学校 

 

普 通 教 室 特 別 教 室

保有 保有

1001 新通小学校 283 13 11,267 6,568 21.8 39.8 23.2 13 11
1002 伝馬町小学校 286 13 8,915 4,385 22.0 31.2 15.3 13 9
1003 安西小学校 369 12 8,608 5,066 30.8 23.3 13.7 12 9
1004 番町小学校 406 13 10,947 6,070 31.2 27.0 15.0 13 8
1005 葵小学校 573 20 27,397 7,010 28.7 47.8 12.2 20 8
1006 横内小学校 579 18 16,491 5,705 32.2 28.5 9.9 18 11
1007 田町小学校 311 12 19,999 4,920 25.9 64.3 15.8 12 10
1008 森下小学校 331 13 14,146 5,076 25.5 42.7 15.3 14 10
1009 北沼上小学校 43 4 6,344 2,083 10.8 147.5 48.4 6 6
1010 駒形小学校 257 10 16,912 3,440 25.7 65.8 13.4 10 9
1011 井宮小学校 535 19 17,701 5,521 28.2 33.1 10.3 19 8
1012 中田小学校 699 22 15,276 5,780 31.8 21.9 8.3 22 13
1013 中島小学校 714 21 18,757 6,577 34.0 26.3 9.2 21 12
1014 東豊田小学校 684 21 13,341 6,716 32.6 19.5 9.8 22 13
1015 西豊田小学校 979 29 19,809 7,785 33.8 20.2 8.0 30 11
1016 安東小学校 894 25 15,649 6,220 35.8 17.5 7.0 25 9
1017 大里東小学校 297 12 13,363 4,347 24.8 45.0 14.6 12 9
1018 大里西小学校 963 27 14,566 5,369 35.7 15.1 5.6 29 9
1019 賤機南小学校 657 22 14,027 5,370 29.9 21.4 8.2 22 8
1020 賤機中小学校 80 6 5,406 2,302 13.3 67.6 28.8 6 7
1021 賤機北小学校 36 4 7,836 2,125 9.0 217.7 59.0 4 7
1022 千代田小学校 844 28 22,813 6,411 30.1 27.0 7.6 28 9
1023 麻機小学校 533 18 25,940 6,513 29.6 48.7 12.2 18 12
1024 大谷小学校 350 13 13,584 4,106 26.9 38.8 11.7 13 9
1025 久能小学校 59 5 6,766 2,264 11.8 114.7 38.4 6 7
1026 長田西小学校 787 24 17,633 6,588 32.8 22.4 8.4 25 11
1027 長田南小学校 659 21 16,029 6,591 31.4 24.3 10.0 21 12
1028 西奈小学校 787 25 18,079 6,543 31.5 23.0 8.3 25 10
1029 富士見小学校 580 18 16,574 6,131 32.2 28.6 10.6 19 11
1031 竜南小学校 712 20 22,064 6,013 35.6 31.0 8.4 20 8
1032 松野小学校 66 6 15,915 2,328 11.0 241.1 35.3 6 8
1033 安倍口小学校 274 12 16,381 6,113 22.8 59.8 22.3 12 14
1034 足久保小学校 257 10 9,172 2,578 25.7 35.7 10.0 10 6
1035 服織小学校 1,048 33 19,155 7,258 31.8 18.3 6.9 33 12
1036 服織西小学校 135 6 10,078 3,483 22.5 74.7 25.8 6 8
1037 中藁科小学校 92 6 12,089 2,319 15.3 131.4 25.2 6 6
1038 水見色小学校 25 3 5,039 1,278 8.3 201.6 51.1 3 5
1039 南藁科小学校 148 7 10,542 3,124 21.1 71.2 21.1 7 6
1040 中藁科小学校小布杉分校 0 0 3,255 456 - - - 1 3
1041 南部小学校 406 12 15,879 5,060 33.8 39.1 12.5 12 10
1042 長田東小学校 1,043 31 17,488 6,544 33.6 16.8 6.3 32 8
1043 井宮北小学校 511 17 18,295 4,634 30.1 35.8 9.1 17 9
1044 千代田東小学校 607 18 18,292 5,995 33.7 30.1 9.9 19 12
1045 長田北小学校 542 19 18,875 5,465 28.5 34.8 10.1 19 8
1046 西奈南小学校 756 22 19,635 7,129 34.4 26.0 9.4 22 11
1047 川原小学校 609 19 19,203 7,224 32.1 31.5 11.9 20 11
1070 清水辻小学校 303 11 12,459 4,346 27.5 41.1 14.3 11 10
1071 清水江尻小学校 405 13 20,196 4,354 31.2 49.9 10.8 13 10
1072 清水入江小学校 688 20 19,194 5,719 34.4 27.9 8.3 21 15
1073 清水岡小学校 709 21 18,643 5,812 33.8 26.3 8.2 21 11
1074 清水小学校 391 14 22,110 4,428 27.9 56.5 11.3 14 8
1075 清水不二見小学校 611 19 16,379 5,610 32.2 26.8 9.2 20 9
1076 清水駒越小学校 379 12 13,651 3,841 31.6 36.0 10.1 12 6
1077 清水三保第一小学校 473 15 19,463 5,092 31.5 41.1 10.8 16 9
1078 清水浜田小学校 250 10 13,363 4,192 25.0 53.5 16.8 10 8
1079 清水飯田小学校 664 22 16,080 6,041 30.2 24.2 9.1 22 12
1080 清水高部小学校 508 16 19,294 6,155 31.8 38.0 12.1 16 11
1081 清水有度第一小学校 843 26 20,515 6,237 32.4 24.3 7.4 27 9

児童数 学級数
調査
番号

学校名

教 室 保 有 数 状 況1児童当たり面積

校地 校舎
校地面積

（㎡）
校舎面積

（㎡）

1学級
当たり
児童数
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（平成 22年度 学校施設統計表） 

学校施設別に１学級当たり児童数を算出すると、各学校施設別にばらつきがあるこ

とがわかる。 

１学級当たり児童数が尐ないところは、１児童当たりの校地・校舎面積が大きく算

出される傾向にある。 

また、地域別には比較的郊外部の地域が、１学級当たり児童数が尐なく計算される

傾向にある。 

 

 （イ）中学校 

 

普 通 教 室 特 別 教 室

保有 保有
1082 清水袖師小学校 611 19 18,709 6,688 32.2 30.6 10.9 19 9
1083 清水庵原小学校 506 16 17,077 5,568 31.6 33.7 11.0 16 9
1084 清水興津小学校 720 22 20,728 6,069 32.7 28.8 8.4 23 11
1085 清水小島小学校 177 7 11,130 2,976 25.3 62.9 16.8 7 9
1086 清水小河内小学校 67 6 10,730 2,449 11.2 160.1 36.6 6 6
1087 清水宍原小学校 24 3 5,383 1,930 8.0 224.3 80.4 3 5
1088 清水和田島小学校 36 3 10,864 1,493 12.0 301.8 41.5 5 5
1089 清水中河内小学校 46 4 7,793 1,373 11.5 169.4 29.8 5 5
1090 清水西河内小学校 58 6 10,230 2,374 9.7 176.4 40.9 6 6
1092 清水有度第二小学校 852 24 19,436 6,242 35.5 22.8 7.3 25 11
1093 清水三保第二小学校 216 9 23,048 4,444 24.0 106.7 20.6 9 9
1094 清水船越小学校 710 21 19,177 5,148 33.8 27.0 7.3 21 10
1095 清水飯田東小学校 507 16 17,713 5,675 31.7 34.9 11.2 16 9
1096 清水高部東小学校 819 26 21,749 6,220 31.5 26.6 7.6 26 10
1310 蒲原西小学校 299 12 17,249 5,042 24.9 57.7 16.9 12 11
1311 蒲原東小学校 325 14 20,491 4,322 23.2 63.0 13.3 14 8
1320 由比小学校 402 13 15,155 4,816 30.9 37.7 12.0 14 12
1321 由比北小学校 49 5 6,399 1,589 9.8 130.6 32.4 6 5
1403 大河内小学校 27 4 9,862 1,793 6.8 365.3 66.4 6 5
1410 梅ケ島小学校 32 5 13,169 1,383 6.4 411.5 43.2 5 3
1420 玉川小学校 40 4 12,520 1,884 10.0 313.0 47.1 4 6
1430 井川小学校 5 2 10,978 1,472 2.5 2,195.6 294.4 2 5
1440 清沢小学校 42 4 7,304 2,148 10.5 173.9 51.1 4 5
1442 峰山小学校 4 2 8,237 559 2.0 2,059.3 139.8 2 3
1450 大川小学校 18 3 6,182 1,766 6.0 343.4 98.1 3 5
1453 美和小学校 98 6 17,269 7,094 16.3 176.2 72.4 6 11
1454 城北小学校 725 22 17,935 8,009 33.0 24.7 11.0 22 8
1455 宮竹小学校 635 18 16,531 5,523 35.3 26.0 8.7 18 5
1456 東源台小学校 594 18 18,779 4,860 33.0 31.6 8.2 18 6

合計 36,674 1,242 1,308,706 403,319 29.5 35.7 11.0 1,269 753

児童数 学級数
1学級
当たり
児童数

校舎面積
（㎡）

1児童当たり面積 教 室 保 有 数 状 況

校地 校舎
調査
番号

学校名
校地面積

（㎡）

普 通 教 室 特 別 教 室

保有 保有

4000 籠上中学校 519 17 22,806 7,026 30.5 43.9 13.5 18 18
4001 末広中学校 449 12 16,536 7,056 37.4 36.8 15.7 15 16
4002 城内中学校 503 19 16,518 9,056 26.5 32.8 18.0 22 14
4003 安東中学校 664 18 20,154 7,237 36.9 30.4 10.9 21 17
4004 大里中学校 743 21 30,717 7,754 35.4 41.3 10.4 24 16
4005 東中学校 832 22 22,267 8,528 37.8 26.8 10.3 25 18
4006 豊田中学校 586 19 27,956 6,394 30.8 47.7 10.9 20 19
4007 東豊田中学校 541 15 22,108 6,074 36.1 40.9 11.2 17 16
4008 賤機中学校 368 12 21,861 4,893 30.7 59.4 13.3 13 13
4009 西奈中学校 359 13 24,496 6,839 27.6 68.2 19.1 13 16
4010 高松中学校 549 15 33,014 6,689 36.6 60.1 12.2 17 17
4011 長田西中学校 625 18 22,954 6,992 34.7 36.7 11.2 21 17

生徒数 学級数
調査
番号

学校名

教 室 保 有 数 状 況
校地面積

（㎡）
校舎面積

（㎡）

1生徒当たり面積

校地 校舎

1学級
当たり
生徒数



 

62 

 
（平成 22年度 学校施設統計表） 

学校施設別に１学級当たり生徒数を算出すると、各学校施設別にばらつきがあること

がわかる。 

１学級当たり生徒数が尐ないところは、１生徒当たりの校地・校舎面積が大きく算出

される傾向にある。 

また、地域別には比較的郊外部の地域が、１学級当たり生徒数が尐なく計算される傾

向にある。 

 

１学級当たりの児童・生徒数が 30人超の学校もあれば、10 人以下の学校もあり、学

校施設によってその稼働率にばらつきがあることが読み取れる。 

  

普 通 教 室 特 別 教 室

保有 保有
4012 長田南中学校 770 23 26,445 7,376 33.5 34.3 9.6 25 20
4013 安倍川中学校 272 8 14,205 4,814 34.0 52.2 17.7 9 12
4015 美和中学校 281 9 29,453 5,271 31.2 104.8 18.8 10 16
4016 服織中学校 696 21 20,394 6,672 33.1 29.3 9.6 23 19
4017 藁科中学校 79 3 19,154 2,532 26.3 242.5 32.1 3 8

4018 観山中学校 687 19 24,519 8,792 36.2 35.7 12.8 21 21
4019 南中学校 583 17 21,856 7,265 34.3 37.5 12.5 18 18
4040 清水第一中学校 345 11 22,740 4,899 31.4 65.9 14.2 12 12
4041 清水第二中学校 762 21 32,132 7,820 36.3 42.2 10.3 23 15
4042 清水第三中学校 183 9 23,742 4,494 20.3 129.7 24.6 9 9
4043 清水第四中学校 498 15 34,164 5,880 33.2 68.6 11.8 15 15
4044 清水第五中学校 325 11 28,286 5,727 29.5 87.0 17.6 12 14
4045 清水第六中学校 635 19 22,526 6,462 33.4 35.5 10.2 20 14
4046 清水第七中学校 752 20 23,506 7,648 37.6 31.3 10.2 22 16
4047 清水第八中学校 374 12 20,651 5,279 31.2 55.2 14.1 14 10
4048 清水袖師中学校 262 9 16,247 5,498 29.1 62.0 21.0 10 12
4049 清水庵原中学校 267 8 15,853 4,014 33.4 59.4 15.0 9 10
4050 清水興津中学校 393 13 22,314 6,096 30.2 56.8 15.5 13 10
4051 清水小島中学校 137 5 13,035 3,411 27.4 95.1 24.9 5 11
4052 清水両河内中学校 86 3 13,033 2,527 28.7 151.5 29.4 3 9
4053 清水飯田中学校 582 17 37,773 6,542 34.2 64.9 11.2 20 11
4210 蒲原中学校 325 11 37,779 5,586 29.5 116.2 17.2 11 16
4220 由比中学校 243 7 23,174 4,378 34.7 95.4 18.0 10 10
4230 大河内中学校 17 3 8,006 2,006 5.7 470.9 118.0 3 10
4240 梅ケ島中学校 14 3 13,867 1,522 4.7 990.5 108.7 4 7
4250 玉川中学校 16 2 10,451 1,722 8.0 653.2 107.6 3 7
4260 井川中学校 9 2 18,594 2,080 4.5 2,066.0 231.1 3 7
4280 大川中学校 8 2 3,975 2,036 4.0 496.9 254.5 3 11
4281 城山中学校 294 9 25,620 6,660 32.7 87.1 22.7 10 15
4282 竜爪中学校 423 12 21,537 6,031 35.3 50.9 14.3 13 19
4283 中島中学校 332 9 22,004 5,686 36.9 66.3 17.1 12 14

合計 17,388 534 948,422 241,264 32.6 54.5 13.9 594 595

生徒数 学級数
1学級
当たり
生徒数

校地面積
（㎡）

調査
番号

学校名
教 室 保 有 数 状 況

校地
校舎面積

（㎡） 校舎

1生徒当たり面積
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エ．学校施設の年次及び構造別施設の状況 

 

小学校と中学校の年次及び構造別の施設合計の状況は以下のとおりである。 

（単位：㎡） 

 

（平成 22年度 学校施設統計表） 

※１ 構造種別における Rは鉄筋コンクリート造、Sは鉄骨造、Wは木造である。 

※２ 昭和 60 年代までに、ほとんどの学校施設が建築されている状況であることが

わかる。 

 

 

  

R 49,647 55,852 76,255 100,940 53,623 7,320 11,407 4,611 3,329 22,196

小学校合計 S 152 267 1,210 5,946 7,979 973 291 120 527 188

W 105 10 41 50 6 72 202

計 49,904 56,119 77,475 106,927 61,652 8,299 11,770 4,731 3,856 22,586

R 35,036 19,551 21,540 52,119 47,538 27,069 7,200 13,512 2,021 7,552

中学校合計 S 342 380 347 1,593 2,131 431 764 932 981 189

W 17 19

計 35,378 19,948 21,887 53,712 49,669 27,500 7,983 14,444 3,002 7,741

～平成

22年

～昭和

55年

～昭和

60年

～平成

2年

～平成

7年

～平成

12年

～平成

17年
区分

構造

種別

昭和40

年以前

～昭和

45年

～昭和

50年
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オ．学校施設の安全対策 

  

学校施設の安全対策のうち、建物に係る主な課題としては、耐震対策、アスベスト対

策、バリアフリー化対策の三つをあげることができる。 

 

（ア）耐震対策 

 静岡市の公立の幼稚園、小学校及び中学校に関しては、平成 21 年度中にすべての耐

震工事が完了し、すべての建物において文部科学省が定める「公立学校施設に係る大規

模地震対策関係法令及び地震防災対策関連法令の運用細目」の構造耐震指標の基準値を

満たしている。学校施設の耐震対策は他の施策に優先して実施されており、適時適切に

耐震化対策が行われている。 

 

（イ）アスベスト対策 

 学校施設における吹付けアスベスト等の調査結果で、アスベスト含有成分が検出され

た建物については、児童・生徒の安全確保のため、法律に基づく対策を行っている。 

 平成 21年度末現在、16 学校施設においてアスベスト含有断熱材が確認されたが、す

べて囲い込みによる措置を講じている。また、12 学校施設でアスベスト含有吹付け材

のバーミキュライトが確認されたが、人為的にバーミキュライトをすり潰さなければ、

ただちにアスベストが飛散することはないので、除去までの間、学校に対し日常的な管

理と点検を周知し、併せて環境空気中のアスベスト分析調査を年１回程度定期的に実施

し安全確認を行っている。 

 今後の方針として、改修時若しくは解体時に併せて除去を行う予定である。 

 

（ウ）バリアフリー化対策 

 「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建物の促進に関する法律」

の一部改正（平成 14 年７月公布、平成 15 年４月施行）において、学校施設が新たにバ

リアフリー化の努力義務の対象として位置づけられた。一方、「障害者基本計画」（平成

14 年 12 月閣議決定）において、学校施設のバリアフリー化が求められるとともに、ユ

ニバーサルデザインの観点から、すべての人にとって生活しやすいまちづくり、ものづ

くりを推進することが求められている。 

 上記に基づき文部科学省では学校施設のバリアフリー化等の推進に関する基本的な

考え方及び学校施設のバリアフリー化等を図る際の計画・設計上の留意点を「学校施設

バリアフリー化推進指針」（平成 16 年３月）として報告している。 

 静岡市では上記指針及び官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準・同解説に基

づき整備を行っている。 
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カ．学校施設の整備計画 

  

（ア）静岡市の教育方針に基づく整備計画 

 静岡市では、国の適正規模の考え方や学級編制基準を斟酌し、学校の適正規模や適正

配置に関する方針を「静岡市立小・中学校の適正規模・適正配置の基本的考え方及び具

体的方策（答申）」（平成 13 年９月６日）としてとりまとめている。 

 上記答申によると、国の適正規模の考え方及び学級編制基準は以下のとおりである。

なお、法令・規則等は上記答申公表時のものを引用している。 

 小学校の学級数は、12 学級以上 18 学級以下を標準とする。ただし、土地の状況そ

の他により特別な事情があるときは、この限りではない。この規定は中学校に準用

する。（学校教育法施行規則第 17条、第 55 条） 

 公立の小学校及び中学校を適正な規模にするため統合しようとする場合の適正な学

校規模の条件 

 学級数が概ね 12 学級から 18 学級までであること。ただし、「５学級以下の学

級数の学校」と「12 学級から 18 学級までの学級数の学校」とを統合する場合

においては、24学級までであること。 

 通学距離が、小学校にあっては概ね４キロメートル以内、中学校にあっては概

ね６キロメートル以内であること。 

（義務教育諸学校施設費国庫負担法施行令第３条） 

 「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」に基づく学

級編制基準は以下のとおりである。 

 小学校 中学校 

同学年の児童生徒編制 40 人 40 人 

２の学年の児童生徒編制 16 人（１年生を含む場合８人） ８人 

学校教育法 75 条の養護学校 ８人 ８人 

 上記国の考え方を斟酌した静岡市における適正規模及び適正配置の基本的考え方は

以下のとおりである。なお、平成 21年度末時点において、平成 13年９月６日にとりま

とめた適正規模・適正配置の基本的考え方が継続して適用されている。 

 小学校における適正規模の考え方は、教育活動や学校運営などの面から総合的に判

断し、各学年に複数の学級を編制できる規模が望ましい。従って、下限は、各学年

２学級、全体で 12 学級となる。また、上限については、学校教育法においては 18

学級までを標準と定めているが、偶数学級の方が、教育活動がしやすいなどの意見

もあるため、静岡市においては１学年４学級、全体で 24 学級までが望ましいと考え

る。また、児童数からみた場合、複数学級を確保するには 41 人が必要であり、その

場合、各クラスの児童数は、21 人と 20 人となる。この場合が、１学級内の児童数

の最小値となり、最大値は当然 40人となる。従って適正規模校１校当たりの最小児
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童数（12 学級）は、246 人（41 人×６学年）となり、最大児童数（24学級）は 960

人（160 人×６学年）となる。 

 中学校における適正規模の考え方は、小学校で指摘した理由に加え、中学校におい

ては個性と社会性の調和のとれた育成が望まれることから、ある程度大きな集団の

中で活動する環境が必要である。また、教員数、教員集団の規模の面からも各学年

に相当数の教員を確保することが必要になってくる。特に中学校は、教科担任制が

とられており、教材研究あるいは選択教科の学習等が、一層重要な意味を持つよう

になる。このような観点から、必要な教員数を確保するための学級数として 12～24

学級を望ましい学校規模と考える。また、生徒数からみた場合、適正規模校１校の

最小生徒数（12 学級）は 363 人（121 人×３学年）となり、最大生徒数（24 学級）

は 960 人（320 人×３学年）となる。 

 義務教育諸学校施設費国庫負担法施行令第３条第１項に「小学校においては、概ね

４キロメートル以内、中学校にあっては、概ね６キロメートル以内であること」が

規定されており、現状で郊外部の学校を除きこの規定を満たしている。従って、静

岡市の小・中学校の適正配置を考えていくうえで、郊外部の学校を除き、この小学

校４キロメートル以内、中学校６キロメートル以内の条件を超えることのないよう

にしている。 

 

（イ）老朽化に対する整備計画 

 静岡市における学校施設は「エ．学校施設の年次及び構造別施設の状況」によると昭

和 60 年までに建築された建物が多く、今後老朽化対策として大規模改修が必要となる

ことが予想される。 

 これに対して、今後老朽化に対する整備計画をどのように実施していくか質問したと

ころ、以下のとおりであった。 

① 「安全・安心な学校づくり交付金交付要綱」（平成 18 年７月 13 日文部科学大臣裁

定）による大規模改造（老朽）では、小学校、中学校及び幼稚園の建物で建築後 20

年以上経過したものについて、建物全体を改修する建物の大規模改造に要する経費

（小・中学校：下限値 7,000 万円、幼稚園：下限値 400 万円）の３分の１の交付金を

受けることができるため、原則として 20 年以上経過した段階で老朽化に伴う改修工

事を計画する。 

② 建物の長寿命化を図るため、建築後２回程度の定期的な改修工事を計画する。 

③ これまで児童・生徒等の安全確保を最優先に耐震対策を実施してきた。今後の学校

施設の整備は、平成 23年度から平成 24年度にかけて、市全体の小・中学校の適正規

模・適正配置について検討を行う予定となっており、この検討結果を踏まえて、老朽

化に対する改修工事も含め学校施設全体の整備計画を策定していく予定である。 

 



 

67 

（ウ）過小規模校の整備計画の在り方 

 静岡市が推計している平成22年度から平成27年度の入学予定児童・生徒数によると、

今後５年間で年間 10 人以上の児童・生徒の入学予定がない小学校は 12校、中学校は９

校存在する。中には今後児童・生徒数が０人となってしまう学校も存在するが、静岡市

では地域のコミュニティのなかで果たす学校の役割を重視し、廃校とはせずに休校扱い

とし現状を維持する方針である。 

 市では山間地域の学校については、通学距離や地域の特殊性を考慮し、地域や保護者

等との話し合いの中で今後の学校施設の在り方を検討していく必要があると考えてい

る。 

このように入学予定児童・生徒数が 10 人以下となることが推計されている学校施設

も存在しており、今後の将来予測からも学校施設に余剰スペースが増加するであろうと

いう兆候が読み取れる。 

 

キ．学校校舎・跡地の活用状況 

 

静岡市では小学校の校舎・跡地を利用したケースとして、旧一番町小学校と旧青葉小

学校の２ケースが存在する。 

 

（ア）旧一番町小学校の校舎・跡地利用について 

旧一番町小学校の校舎・跡地については、静岡市番町市民活動センターと静岡市特別

支援教育センターとして利用されている。 

 

 a.静岡市番町市民活動センター 

 （a）概要 

 静岡市番町市民活動センターとは、市民活動を行う個人や団体をサポートする施設で、

静岡市が設置し、指定管理者（NPO 法人 静岡県ボランティア協会）が運営する施設で

ある。 

旧一番町小の１、２階を利用し、主として①市民活動に役立つ研修会・講座の開催、

②NPO・市民活動に関する相談、③団体の育成・支援、④市民活動情報の発信を実施し

ている。また、災害時にはボランティアセンターの設置が予定されている。 

 

 （b）活動状況 

 平成 21年 10 月１日に開所し、平成 22年３月末において、利用登録団体は 175 団体、

貸事務室４団体、事務ブース５団体、NPO 相談件数 31 件、来館者数は延 7,968 人とな

っている。 

 その他に活動センター主催の NPO 講座を２講座開催し、啓発講座としてランチトーク
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を３回開催している。また、広報として 11 月から「かわら版」を毎月 3,500 部発行、

フルカラーの広報誌「ばんたび」を 12 月・３月に各 2,500 部発行するなど、NPO や地

域の方を含めた幅広い層の市民活動支援を行っている。 

 

 （c）市民活動センターの必要性 

 静岡市では、平成 19 年４月「市民活動の促進に関する条例」を施行している。この

条例では市民と市は、協働事業の創出に努めなければならないとし、市民と市に努力義

務を課すとともに、市には「市民活動団体及び市が協働事業について相互に提案を行う

ための仕組みを整備しなければならない」という制度的な保証を義務付けている。 

 上記条例により、市では「静岡市市民活動促進基本計画」を策定している。その計画

に基づき、活動拠点の整備として、マネジメント等の相談や情報の収集提供、コーディ

ネート機能等の中間支援機能、市民活動団体の打合せが柔軟に行えるオープンスペース、

団体運営の拠点となるミニオフィスを備えた市民活動センターを設置する必要がある。 

 また、活動センターの設置場所として旧一番町小の跡地を選定した理由については、

以下のとおりである。 

 旧一番町小跡地は旧静岡市街地のほぼ中心部に位置し、旧静岡市全域から利用しや

すい地域であること。 

 市民活動を行いたい人には、体が不自由な人や高齢者などもいる。そのため、すべ

ての人にとって利用しやすい、また、通いやすい施設であるために、交通の利便性

（施設に駐車場を用意でき、バス停、駅等が近くにある）が高い場所であること。 

 運動場は、臨時駐車場、イベント広場、屋外展示など様々な活用ができること。 

 市民活動の分野は、地域コミュニティも含め様々な内容の団体による活動が存在し、

活動内容も多岐にわたっている。そのため、学校のような教室形式の施設は、ほぼ

既存のまま利用可能であること。 

  

 b.静岡市特別支援教育センター 

 （a）概要 

 静岡市特別支援教育センターは主として①特別支援教育に係る企画及び調査研究に

関すること、②特別支援教育に係る相談及び指導に関すること、③幼児に対する言語指

導のための教室（幼児言語教室）の実施に関すること、④特別支援教育に係る教育関係

職員の研修に関すること、⑤学校教育法第 72 条に規定する特別支援学校その他関係機

関との連絡調整に関すること等の活動を行っている。 

 ここに、特別支援教育とは、幼児、児童及び生徒のうち、視覚障害者、聴覚障害者、

知的障害者、肢体不自由者、病弱者その他障害のある者であって静岡市教育委員会が必

要があると認めるもの又は教育上特別の支援を必要とする者に対して行う教育であっ

て、障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るための教育をいう。 
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 （b）活動状況 

 静岡市特別支援教育センターは平成 21年 10 月１日に開所しているが、幼児言語教室

などは旧一番町小内でも実施されていたため、以下の実績は旧一番町小内で実施されて

いた実績も含めて示している。 

 

1) ～H19 は、一番町小学校内に設置 

2) H20～H21.８の期間、駒形小学校内に仮設 H21.８～センター内設置 

 平成 21 年度において、発育やことばの発達、行動が気になる幼児の育ちを支えるた

めの幼児言語教室については、86 名の指導を行っている。発達が気になる子供の学び

や生活について相談を行う特別支援相談室については、相談件数 447 件、相談回数 655

回となっている。 

 発音やことばの発達、行動が気になる葵区の小学生の学びを支える番町小通級指導教

室については、言語通級指導教室で 34 名、発達通級指導教室で 48 名の支援を行ってい

る。 

 各幼稚園、各学校が取り組んでいる特別支援教育を支援する活動として、特別支援教

育支援員の派遣を 88 人、専門家チームの巡回相談件数 94 件、訪問校数 66 校となって

いる。 

 

 （c）特別支援教育センターの必要性 

 特別支援教育センターは（a）概要にも記述したとおり、特別支援教育に関する活動

を行う施設としてその必要性は明確である。 

また、特別支援センターの設置場所として旧一番町小の跡地を選定した理由について

は、以下のとおりである。 

一番町小学校内には、幼児言語教室が昭和 50 年にすでに設置されており、ことばや
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幼児数 60 78 78 90 81 86 92
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発達に遅れのある幼児のための教室の機能を果たしてきた。平成６年には、児童を対象

とする言語通級指導教室も設置され、一番町小学校は、幼児期から小学校期まで継続し

た相談、指導が行われている場所として広く市民に認知されてきた。 

一番町小学校と三番町小学校の統合にあたっての新校舎は、両校の在籍児童数を基に

設計されていたため、新校舎内に幼児言語教室や通級指導教室のスペースは設計の段階

から存在していなかった。また、移転可能場所について調査したが、幼児とその保護者

が、自転車やバス等の公共の交通機関を利用しながら通うことができる条件に合うとこ

ろがなかった。 

そこで、一番町小学校の統合の流れを受け、特別支援教育センターについては、構想

当初から幼児言語教室を施設の一部と位置づけており、市民の利便性やこれまでの認知

を考慮し、一番町小学校跡地へ開所することとした。 

 

（イ）旧青葉小学校の校舎・跡地利用について 

旧青葉小学校の校舎・跡地については、駿府城跡観光バス駐車場と静岡市クリエータ

ー支援センターとして利用されている。 

 

 a.駿府城跡観光バス駐車場 

 （a）概要 

 静岡市の中心市街地に観光バス駐車場を整備することにより、利便性の確保と観光資

源を結びつけたルートの創出、中心市街地でのショッピングなど観光交流客数の増大を

図ることを目指し、旧青葉小跡地に観光バス駐車場の整備を行った。 
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（b）活動状況 

 

※１ 平成 20 年度において、目標と実績が大幅に乖離しているが、これは目

標数値に関しては、登呂遺跡の駐車台数から想定したが、登呂遺跡の改

修によって入場者が大幅に減ったこと、周知されていないこと、観光ル

ートが確立されていないこと等に起因している。 

※２ 平成 20 年度と平成 21年度の実績に大幅な乖離があるが、これは、静鉄

ジョイステップバス㈱としずてつジャストライン㈱の定期利用（昼間５

台/日、夜間１台/日）が平成 21 年度から開始されたことにより、利用

が大幅に増加したことに起因している。 

※３ ※２記述の定期利用を除くと、当初想定していた利用台数は 2,000 台前

後であったが、実際の需要は多くとも 700 台前後であると推測される。 

※４ 観光バス専用となっており、乗用車に関しては、近隣の民営駐車場の民

業圧迫になることから受け入れない方針である。 

 

 （c）観光バス駐車場の必要性 

 市街地には観光バス駐車場が尐なく、市街地に乗り入れた観光バスは駐車スペースが

ないため、路上に駐車するか、客待ちの間市内を走行して時間を費やしていた。宿泊の

際の観光バスの駐車場は、登呂遺跡の駐車場まで走行し駐車していた。観光面からみた

観光バス対策は利用者に対し非常にお粗末なものであった。そこで、静岡市の中心市街

地に観光バス駐車場を設け、利便性を確保し、観光交流客数の増大を図ることとした。 

 

 b.静岡市クリエーター支援センター 

 （a）概要 

 静岡市は、映像、音楽、デザイン、コンピュータゲーム等の分野において、創造的な

活動を業として行う者を育成し、及び支援するとともに、当該創造的な活動による新た

な事業の創出及び既存産業の高度化を促進することにより、地域経済の活性化に寄与す

利用台数・貸付料目標実績比較
（単位：台、円）

（利用台数） （貸付料） （利用台数） （貸付料） （利用台数） （貸付料）

（昼間） 1,880 3,760,000 468 936,000 2,500 5,000,000

（夜間） 120 360,000 30 90,000 484 1,452,000

（昼間） 677 1,354,000 2,500 5,000,000 - -

（夜間） 108 324,000 484 1,452,000 - -

実
績

目
標

平成20年度 平成21年度 平成22年度
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ることを目的として、クリエーター支援センターを整備している。 

 主に、①クリエーターの育成のための場の提供及び運営、②クリエーターの技術等の

向上に関する研修、講座及び講演会の開催、③クリエーターの創造的な活動の発表、④

クリエーター相互及びクリエーターと他の事業者の交流、⑤クリエーターの創造的な活

動による新事業の創出及び既存産業の高度化の研究に対する支援、⑥クリエーターの創

造的な活動に関する情報の収集及び提供等の事業を行っている。 

 

 （b）活動状況 

 クリエーター育成室に関しては、平成 21 年度において、年間を通じて９割入居して

いる状況である。本施設の入居者は、クリエーターに限定されており、毎年度更新、最

大３年間の入居が可能である。更新時に各クリエーターと面接を行った結果、全入居者

が更新を望んでいたことから、すべての入居者は施設の対応にほぼ満足している状況で

ある。 

施設利用者数に関しては、平成 21 年度において 9,256 人であり、前年度 9,948 人と

比べ 692 人減となったが、目標数値である 10,000 人にほぼ到達した。 

その他、各種展覧会、講演会、ワークショップ等を 14 回開催しており、入居クリエ

ーターと海外メーカーとのマッチングを２件行っている。海外クリエーターによるコン

テンツ関連セミナー等の事業については、概ね事業計画のとおり実施されたが、参加者

数は一部の講座で定員割れの応募状況となった。 

 

 （c）クリエーター支援センターの必要性 

 クリエーターを育成し、及び支援するとともに、当該創造的な活動による新たな事業

の創出及び既存産業の高度化を促進することにより、地域経済の活性化に寄与するとい

う目的のもと設置された施設である。クリエーター支援センターの設置場所として旧青

葉小跡地を選定した理由については、以下のとおりである。 

 本施設は、クリエイティブな活動拠点という性格を持っており、旧青葉小学校が立

地する文教地区というイメージと合致する。 

 コンテンツ産業は都市型産業であり、市街地での展開が望ましい。すなわち、コン

テンツビジネスの振興を図るため、クリエーターやプロデューサーの育成・創業支

援、コンテンツビジネスの普及、コンテンツ関連事業者に対する支援等を行うイン

キュベーション施設は中心市街地を苗床とする都市型産業である。そのため、中心

市街地に立地する方が望ましい。 

 歴史文化施設（時期は未定）が整備されるまでの暫定施設であるため、大規模な改

修工事をせず、既存の施設を最小限の改装で再利用できる。 
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ク．社会教育施設の状況（尐年自然の家） 

 

（ア）概要 

教育委員会が所管する学校施設以外の公有財産の管理・運営状況について、その活用

状況を調査した。なお、今回はその設立年月日から比較的長期間経過している井川尐年

自然の家及び清水和田島尐年自然の家を対象に調査を行った。 

a.尐年自然の家概要 

 

 

b.利用状況について 

井川尐年自然の家の利用状況を見ると、年々減尐傾向にある。減尐の原因については、

児童・生徒数の減尐に加え、中学校のキャリア教育推進、スキー利用者の減尐等が主な

要因としてあげられる。施設利用率向上の方策として、学校訪問の実施、静岡市尐年自

然の家運営協議会委員（尐年団体代表者等で構成）への広報、ＨＰの充実等を行ってい

る。また、冬季が比較的閑散時期であることから、冬季の活動プログラムの開発及び利

用促進を図っている。 

静岡市の尐年自然の家では、市内の小中学校等に対して使用料を免除しており、使用

料収入は幼稚園、保育園、市外の小中学校、高校、大学、青尐年団体等の利用の際に発

生するものである。 

利用者の施設利用傾向として、利用希望調査（予算作成後）を行っているところであ

るが、毎年利用、隔年利用、他施設とのローテーション、新規利用等あり把握しにくい

状況にある。 

 

井川尐年自然の家 清水和田島尐年自然の家

昭和51年4月1日 昭和50年7月24日

葵区井川3055-1 清水区和田島271-3

92,018 5,265

3,343 1,373

4,448 2,025

320名 214名

宿泊室…16室、リーダー室…6室、
研修室…1室、クラフト室…1室、

多目的室…1室

宿泊室…15室、リーダー室…2室、
集会室…1室

平成17年度 137 102

平成18年度 118 106

平成19年度 100 108

平成20年度 99 104

平成21年度 88 116

野外活動
宿泊指導等経費

5,228 1,660

施設維持管理経費 46,692 18,443

平成22年度
当初予算額

（千円）

利用状況
（申請団体数）

名称

設立年月日

所在地

敷地面積（㎡）

建築面積（㎡）

延床面積（㎡）

施設内容

収容（宿泊）人員



 

74 

c.尐年自然の家の必要性 

尐年自然の家は、青尐年が自然と親しみ、自然の中での集団宿泊体験を通して「自然

とふれ合う」、「自然から学ぶ」、「活動を通して学ぶ」を基本理念として設立された社会

教育施設である。主な利用としては、小学校及び中学校の宿泊訓練であり、市内の約８

割の小学校が学校行事として利用し、特に利用ピーク時である６、７、９月の３ヵ月間

は受入可能の上限まで利用されている。 

 平成 22 年３月に策定した静岡市教育振興基本計画において、本市の教育理念を「た

くましくそしてしなやかに生きていくことのできる力をもった子どもたちを育てる」こ

と、また、めざす子どもたちの姿を「たくましくしなやかな子どもたち」と定めた。そ

れらを具現化するためには、自然体験、集団宿泊体験の場となる尐年自然の家の持つ役

割は極めて大きい。 

 

（イ）耐震対策 

「オ．学校施設の安全対策（ア）耐震対策」によると学校施設の耐震対策は、他の施

設に優先して実施され、平成 21 年度中にすべての学校施設の耐震工事は完了している。 

一方、井川尐年自然の家及び清水和田島尐年自然の家は、現状で静岡市公共建築物耐

震対策推進計画（平成 22 年６月）において、学校施設より優先順位の劣る一般公共施

設（市民等の宿泊、研修に関する施設）に位置付けられている。そのため、平成 21 年

度末時点においては、両施設ともに市の定める耐震基準（静岡市公共建築物耐震対策推

進計画）を満たしていない状況である。 
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（２）結果 

 

ア．学校施設に関するコスト情報の把握について 

  

現行、静岡市では「静岡市立小・中学校の適正規模・適正配置の基本的考え方及び具

体的方策」（平成 13年９月６日）の中で、過小規模校若しくは将来過小規模校となるこ

とが予測される学校について、その課題は認識するものの、地域のコミュニティの中で

果たす学校の役割も極めて大きいとの判断から現状を維持していく方針である。また、

現時点で児童・生徒がいない学校もあるが、将来児童・生徒が入学する可能性があると

して、廃校とはせず休校という措置をとっている。 

 このように小学校の適正配置等の検討において、地域性を重視するという意思決定を

行うことについては何ら問題ないと考えるが、各学校施設を維持・運営するためにはど

のくらいのコストがかかっているのかということを把握することも必要ではないかと

考える。 

 今後の厳しい財政事情等も踏まえれば、公共性の高い学校施設についても、コスト情

報の把握を行う必要があるのではないかと考える。 

【指摘事項】 

まずは学校施設別にどれだけの維持・運営コストがかかるのかを把握する必要がある。

そのためには、学校施設別に行政コスト計算書を作成するなど、コスト情報を把握する

うえで有用となる資料を作成する必要がある。 

【意見】 

学校施設別行政コスト計算書の作成は、必要最低限として過去に発生した費用を施設

別に管理すれば済むことであるため、その作成の方法をあらかじめ定めておけばそれほ

ど高度な技術は必要ない。以下は、監査人が入手できる情報から、参考モデルとして学

校施設別行政コスト計算書を作成した表である。 
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(単位：円）

Ⅰ．現金収支を伴うもの 全体
A小学校
（※3）

B小学校
（※4）

100人以上合計
（※5）

100人未満合計
（※6）

備考

修繕費 161,744,273 2,116,875 752,549 136,898,118 24,846,155 ※7

光熱水費 522,264,105 6,952,073 2,642,641 494,310,176 27,953,929 ※7

保守点検費 142,192,200 1,364,974 1,435,594 116,344,768 25,847,432 ※7

その他施設に係るコスト 1,722,368,209 19,888,520 4,020,020 1,639,707,387 82,660,822 ※8

施設に係るコスト計 2,548,568,787 30,322,442 8,850,804 2,387,260,449 161,308,338

人件費 13,976,454,000 150,655,000 91,886,000 12,701,258,000 1,275,196,000 ※9

その他物件費 164,352,903 1,670,992 1,209,000 142,609,303 21,743,600 ※7

事業運営に係るコスト計 14,140,806,903 152,325,992 93,095,000 12,843,867,303 1,296,939,600

① 現金収支を伴うコスト計 16,689,375,690 182,648,434 101,945,804 15,231,127,752 1,458,247,938

1,669,774,400 16,896,353 3,337,425 1,630,642,595 39,131,805

13,976,454,000 150,655,000 91,886,000 12,701,258,000 1,275,196,000 ※10

③
現金収支を伴う収益

計
15,646,228,400 167,551,353 95,223,425 14,331,900,595 1,314,327,805

全体
A小学校
（※3）

B小学校
（※4）

100人以上合計
（※5）

100人未満合計
（※6）

備考

コストの部 ② 減価償却相当額 927,500,296 17,350,027 4,513,370 798,338,844 129,161,452

全体
A小学校
（※3）

B小学校
（※4）

100人以上合計
（※5）

100人未満合計
（※6）

備考

17,616,875,986 199,998,461 106,459,174 16,029,466,596 1,587,409,390

1,970,647,586 32,447,108 11,235,749 1,697,566,001 273,081,585

15,947,101,586 183,102,108 103,121,749 14,398,824,001 1,548,277,585 ※11

全体
A小学校
（※3）

B小学校
（※4）

100人以上合計
（※5）

100人未満合計
（※6）

備考

37,384 375 76 36,499 885 ※12

52,714 86,526 147,839 46,510 308,567

426,576 488,272 1,356,865 394,499 1,749,466 ※11

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※7

※8

※9

※10

※11

※12

教職員の給与負担分を含めた収支差額及び児童一人当たりコストである。

平成21年度学校施設統計表による児童数である。

生徒数

生徒一人当たりコスト

生徒一人当たりコスト
(その他収入除く）

主として給食費。単独給食実施校と外部の給食センター委託校がある。給食センター委託校においては、各学校給食センターのコストを児童一人
当たりに対するコストを算出し、児童数を乗じた金額としている。

教職員の給与のみを集計した。実際には学校施設管理に関与する教育委員会の事務職員の給与も間接費として学校数などを配賦基準として集計す
べきである。

教職員の給与負担分がすべて静岡県から交付される。静岡市からみた収入であるが、学校施設別に運営面での効率性を検討する上では、当該収入
は除外する必要がある。

上記計算書はアセット別行政コスト計算書のイメージ図を表すことを意図しており、作成するに当たり、監査人はすべての収支が網羅的かつ正確
に集計されていることを検証していない。

給食費、人件費等をはじめとする実費を集計することが困難な科目については、一部仮定計算を行って推計している。

適正規模校の代表として表示している。

過小規模校の代表として表示している。

児童数が100人以上の学校の合計を表示している。

児童数が100人未満の学校の合計を表示している。

各学校別に平成21年度における実費を集計している。

収支差額（その他収入除く）

Ⅳ.生徒一人当たりコスト

平成21年度　学校施設別行政コスト計算書（監査人による推計）

Ⅱ．現金収支を伴わないもの

Ⅲ．合計

コストの部合計

収支差額

コ
ス
ト
の
部

施
設
に
係
る
コ
ス
ト

事
業
運
営
に

係
る
コ
ス
ト

収
益
の
部

給食費

その他諸収入
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「静岡市立小・中学校の適正規模・適正配置の基本的考え方及び具体的方策」（平成

13 年９月６日）の中で、小規模校には、児童・生徒にとっては社会性の伸張の妨げに

なる等、教職員にとっては弾力的な教育課程の編成が困難になるなどのデメリットがあ

り、それらも十分に考慮する必要があるという検討がされている。 

 平成 23、24 年度に市全体の小中学校の適正規模・適正配置の検討を行うこととなっ

ている。その中では従来と同様に、児童・生徒に対するメリット・デメリットという定

性的な情報を中心に適正規模・適正配置の基本的考え方及び具体的方策を検討する予定

である。しかしながら、今後、財政が縮小していく状況下においては、コスト情報も含

めた検討を行うことも避けては通れない議論であると考える。上述した学校施設別行政

コスト計算書等も参考に、学校施設が有効かつ効率的に活用されるよう管理することが

望まれる。 
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イ．学校施設の跡地利用について 

 

「（1）概要 キ. 学校校舎・跡地の活用状況」に記載のとおり、学校施設の跡地利用

に関しては、その公共性（必要性）の観点から十分に検討した上で、跡地の利用を行っ

ている。しかし、各種センター（静岡市番町市民活動センター、静岡市特別支援教育セ

ンター、静岡市クリエーター支援センター）及び駐車場へ用途を変更するに際して、経

済効率性の観点から検討が行われていないことについては問題があると考える。 

旧一番町小及び旧青葉小跡地に関しては、市内中心部に位置しており、一般的に商業

的利用価値が高い土地であると考えられる。当該利用価値の高い土地を利用して、提供

するに足る公共サービスかどうか検討する必要があったと考える。 

例えば、各種センターの事業は民間テナントビルを賃貸することによってもそのサー

ビスを提供することが可能と考えられる。そうであるならば、学校跡地を利用する場合

と学校跡地を売却（若しくは賃貸）し、民間テナントビルを賃貸する場合とどちらが経

済効率的か検討することが可能である。学校跡地を売却することによって、財政的には

売却収入の他、固定資産税による収入も得られることになる。 

また、駐車場事業に関しては、公共性の低い収入事業であることから、当該商業的利

用価値の高い土地を利用して実施すべきかどうかは十分に検討する必要があったと考

える。 

【指摘事項】 

静岡市内中心部に位置しているため商業的利用価値が高く、かつまとまった広さのあ

る学校施設の跡地利用については、駐車場事業以外の利用可能性について経済効率的な

観点も含めてその利用方法について検討する必要がある。 

【意見】 

各課を横断した公有財産の代替や未利用地の利用等に関して、経済効率性の観点から

十分な検討が行えない原因は、市として不動産を管理するための統一的な固定資産台帳

が整備されていないこと、資産の維持・管理に要するコストを統一的に計算するための

ガイドライン等が整備されていないこと、さらに、もっとも重要なこととして、当該判

断を統一的に行うために、資産の有効活用を全庁的・統一的に判断するための部課横断

的な組織が整備されていないことに起因していると考える。現行では、静岡市資産活用

推進委員会が設置されているが、当該委員会は管財課内に設置されており、委員会の権

限と責任が十分に与えられておらず、また、他部署への周知徹底が十分に行われていな

い。 

上述のような、考え方を実現させ、市有地の有効活用を活性化していくためには PRE

（Public Real Estate）戦略の導入を検討する必要がある。PRE 戦略の導入にあたって

は、「PRE 戦略を実践するための手引書（公的不動産の合理的な所有・利用に関する研

究会）」を利用することが有用と考えられる。  
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ウ．既存施設の大規模改修工事に係るコストの把握について 

 

「（１）概要 エ．学校施設の年次及び構造別施設の状況」から把握できるとおり、

昭和 60 年度までに建設された学校施設が、今後一斉に大規模改修工事が必要な時期を

迎えることは明らかである。学校施設に関する大規模改修工事の優先順位付けを行う機

会が増大することが想定されるが、現状で当該優先順位付けを行う際のガイドライン

（判断基準等）が整備されていない状況にある。 

さらに、今後の学校施設における大規模改修整備計画において、もっとも大きな課題

となるのは予算をどのように確保するのかという問題である。現時点では、今後、数年

間で大規模改修工事に係るコストがどの程度必要か、その全体像を把握するには至って

いない。 

【指摘事項①】 

大規模改修工事の優先順位付けについての判断を標準化するという観点から、一定の

優先順位付けのガイドライン（判断基準等）を設ける必要がある。ただし、一方で形式

的判断基準を設けすぎると判断が形式的になるという問題もあるため留意する必要が

ある。 

また、市民に対する説明責任を果たすという観点からは、上述した優先順位付けのガ

イドラインに基づきどのように判断したか、当該経緯について十分な記録を残す必要が

ある。 

【指摘事項②】 

今後、数年間で大規模改修工事に係るコストがどの程度必要か、その全体像を把握す

ることが重要である。財政が縮小していく中で、学校施設の老朽化に対する予算をどの

ように確保するのか、早期に検討していくためにも、まずは静岡市全体で老朽化対策の

ための大規模改修工事に係るトータルコストを早期に把握する必要がある。 
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エ．学校施設のバリアフリー化推進指針について 

 

学校施設のバリアフリー化に対する対応状況について質問したところ、静岡市では、

「学校施設バリアフリー化推進指針」（平成 16 年３月 文部科学省大臣官房文教施設部）

及び「官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準・同解説」に基づき施設整備を行

っているとのことであった。現状では、上記指針及び基準・同解説を受けて、静岡市と

して、学校施設のバリアフリー化をどのように進めていくのかという基本的考え方がと

りまとめられていなかった。 

【指摘事項】 

すべての児童生徒等が安全、かつ、より円滑に学校施設を利用できるようにという社

会的な要求に応えるためにも、市としてどのようにバリアフリー化を推進していくのか

という基本方針を作成する必要がある。 
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オ．尐年自然の家の耐震対策について 

 

井川尐年自然の家、清水和田島尐年自然の家ともに市の定める耐震基準（静岡市公共

建築物耐震対策推進計画）を満たしていない状況である。 

 これに対し、井川尐年自然の家の耐震対策については、静岡市第２次総合計画に基づ

き、予算要求（平成 24～26 年度）を行っていく予定である。工事着手までは、施設に

おいて耐震強度の高い宿泊室から順次貸出しを行い（耐震強度の低い宿泊室は極力使用

しない。）、また、耐震強度を考慮した上での緊急避難経路の見直しを行うなど緊急時の

利用者の安全確保に努めている。清水和田島尐年自然の家については、井川尐年自然の

家に比較すると耐震強度が高いため、同施設の耐震対策完了後に予算要求を行っていく

予定である。 

上述のように、施設が耐震強度を満たしていないことに関しては、運用面でできる限

り補完を行っているものの、主な利用者は小中学生であることから、安全性の確保は重

要であると考える。静岡市公共建築物耐震対策推進計画（平成 22年６月）においては、

学校施設より優先順位の低い一般公共施設（市民等の宿泊、研修に関する施設）に位置

付けられていることから、耐震対策が先送りされているが、尐年自然の家は教育施設と

しての側面も持ち合わせていることから、重要性は高いと考えられる。 

【指摘事項】 

尐年自然の家の耐震工事に関しては、早急に対応する必要がある。 

 

 

 

 

 

  



 

82 

４．普通財産（土地及び建物） 

 

（１）概要 

 

ア．普通財産の活用方針 

  

公有財産は、行政財産と普通財産から構成される。行政財産とは、地方公共団体にお

いて公用又は公共用に供し、又は供することと決定した財産をいい、普通財産とは、行

政財産以外の一切の公有財産をいう（地方自治法第 238 条第３項、第４項）。静岡市の

普通財産の土地・建物は競輪場、山林、貸付財産、その他の４つに分類される。 

普通財産の土地及び建物の今後の活用については「静岡市資産の活用に関する推進方

針(平成 22 年２月)」の【実施方針３】「普通財産の売却処分の推進」、及び【実施方針

４】「普通財産の有効活用の推進」に記載されている。 

【実施方針３】には「普通財産の原則売却」、「効果的な手法による売却の実施」につ

いて示されている。具体的には普通財産について将来用途の有無や形状、立地等の条件

による分類を行い、売却できる財産について売却処分を進めていくこと、利用度の低い

施設や既にその目的を達成した施設について用途廃止によって行政財産から普通財産

に変更し、原則として売却処分するというものである。また、円滑で効果的な売却処分

を進めるために一般競争入札による公平な処分の基本を維持しながら、インターネット

事業者や不動産事業者等、民間の専門的知見を活用した売却方法の導入を進めていくこ

とが示されている。 

【実施方針４】には「売却できない普通財産の活用」について示されている。具体

的には普通財産を７つに分類し、分類ごとに有効活用を推進していくということである。

７つの分類及び活用方針については以下のとおりである。  
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＜普通財産の分類と活用方針＞ 

分類１ 

総合計画等に記載されている事業でおおむね５年以内に事業着手が見込ま

れる土地 

→事業着手までの短期間の活用方法として、短期に限定した貸付を検討す

る。 

分類２ 

利用目的が決まっていないが、比較的大規模であり、かつ、今後利用が見込

まれる土地、又は市街地等に位置し、安定した収入が期待できる土地 

→将来の利用を前提に、一定期間のみの貸付を検討する。 

分類３ 

狭小土地でかつ隣接土地所有者等への売却が困難な土地 

→地域における公共的活用や立地条件に応じた活用を検討するほか、周辺敷

地との整序等売却可能とするための方策を併せて検討する。 

分類４ 

国等の公共的団体に対して公用若しくは公共用又は公益事業の用に供する

ために貸し付けている土地（交番、自治会集会所、防災倉庫等） 

→貸付先への売却等を検討する。特に自治会集会所等特定の目的のため寄付

された土地については地元の認可地縁団体への譲渡を進める。 

分類５ 
住宅の用に供する目的で貸し付けている土地 

→貸付先への売却を検討する。 

分類６ 

法面等の特別な事由により売却が困難な土地 

→周辺環境の維持保全を果たすため、引き続き効率的かつ安全な管理を行

う。 

分類７ 上記に該当しない普通財産（※売却する財産とする） 

 

なお、【実施方針４】「普通財産の有効活用の推進」によると、低・未利用地の活用を

検討していくため、当初は普通財産について上記の７つのカテゴリに分類するとしてい

たが、その後分類作業を進めるうえで、９つのカテゴリに分類するよう変更している。

具体的な９つのカテゴリは以下のとおりである。 
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＜普通財産の分類と活用方針（改訂版）＞ 

No. 分 類 内      容 

１ 使用・計画地 

何らかの事業に使用している、あるいは使用する計画が

決定している物件 

→事業着手までの短期間の活用方法として、短期に限定

した貸付を検討する。 

２ 今後利用可能性 

現在は使用方法が決定していないが、使用価値が高いと

見込まれ、使用方法について検討する物件 

→将来の利用を前提に、一定期間のみの貸付を検討する。 

３ 売却困難（売却先） 

狭小地等で単独利用ができないため、売却先が限られる

物件 

→地域における公共的活用や立地条件に応じた活用を検

討するほか、周辺敷地との整序等売却可能とするための

方策を併せて検討する。 

４ 貸し付け 

公共的利用、事業利用等で貸し付け等をしている物件 

→貸付先への売却等を検討する。特に自治会集会所等特

定の目的のため寄付された土地については地元の認可地

縁団体への譲渡を進める。 

５ 住宅貸し付け 
住宅用地として貸し付けている物件 

→貸付先への売却を検討する。 

６ 売却困難（のり面） 

のり面、水面、林地など財産的価値が低く、かつ、その

ままでは使用ができず、売却が困難な物件 

→周辺環境の維持保全を果たすため、引き続き効率的か

つ安全な管理を行う。 

７ 売却検討 

売却に向けて測量等を行おうとしている物件、又は売却

手続き中の物件 

→売却に向けた準備を引き続き行う。 

８ 建物残存等 

耐用年数を過ぎた建物等が残存しており、解体除却を要

する物件 

→解体等コストの予算を獲得する。 

９ その他 
上記以外の物件 

→売却に向けて検討する。 
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この変更について両者を比較したところ、大きな変更点は、従来の分類７「上記に該

当しない普通財産」を、さらに「７ 売却検討」、「８ 建物残存等」、「９ その他」の

３つに分類した、というものであった。つまり、分類７「上記に該当しない普通財産」

について、売却に向けて既に検討が進んでいる物件であるか、売却には残存建物の解体

コストを要するかということを考慮した分類にしている。また、併せて各分類の定義の

表現についても、整理のうえ見直しをしている。 
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イ．直近５ヵ年の面積の推移 

 

静岡市の普通財産の土地・建物は、競輪場、山林、貸付財産、その他の４つに分類さ

れる。下記のグラフは、静岡市の普通財産の直近５ヵ年の推移であり、合併前の統計数

値にも蒲原地区、由比地区の資産を含み、競輪場及び山林については大きな変動がない

ため含めていない。 

 

 

平成 20 年度末から平成 21 年度末でその他が大きく増加している。これは、貸付財産

としていた井川牧場(303,907 ㎡)が、平成 18 年の地元畜産組合の解散に伴い、平成 21

年度にその他へ分類変更したことが原因である。これを加味して合算すると大きな変動

はなく、全体として直近５ヵ年で大きな変動は見られない。 

 

ウ．固定資産データの整備 

 

固定資産データの網羅性の検証については、管財課が中心となり、平成 20 年 11 月１

日の由比町との合併時に固定資産税データを静岡市名義の資産として名寄せし、市が所

有する固定資産データと突き合わせすることにより行われた。加えて、平成 21 年度に

普通財産について、市の所有する固定資産データと登記簿との突き合わせ、及び用途が

不明である土地については、全てではないが現地確認を行う、といったより詳細な調査

を実施している。 

 

  

H16年度末 H17年度末 H18年度末 H19年度末 H20年度末 H21年度末

貸付財産 512,083.35 518,588.51 517,446.59 522,102.91 539,717.73 236,685.67

その他 527,469.32 534,926.92 512,852.99 438,577.51 241,267.75 534,566.77

0
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エ．普通財産のその他について直近２ヵ年の異動の状況 

 

普通財産のその他の土地 500 ㎡以上について、平成 20 年度末と平成 21年度末のリス

トを比較したところ、平成 20 年度末のリストから消滅した土地と、平成 21 年度末のリ

ストに新たに加わった土地の異動状況は以下のとおりである。 

 

平成 20 年度末の普通財産その他リスト（500 ㎡以上）から消滅した土地とその要因 

No 施 設 名 称 変 動 要 因 

１ 
リバウェル井川 

（葵区井川 9,209.20 ㎡） 
スキー場であり行政財産へ移管した。 

２ 
元静岡市保健所 

（葵区追手町 1,610.12 ㎡） 
静岡市立病院へ譲渡した。 

３ 
元有永グループホーム 

（葵区有永 1,199.23 ㎡） 
社会福祉法人へ譲渡した。 

４ 
乳児院予定地 

（葵区有永 765.30 ㎡） 

旧乳児院（駿河区高松）から移転し行政財産へ移

管した。 

５ 
高橋教職員住宅 

（清水区高橋 696.70 ㎡） 
平成 20 年度の入札で売却した。 

 

平成 21 年度末の普通財産その他リスト（500 ㎡以上）に新たに加わった土地とその要因 

No 施 設 名 称 変 動 要 因 

１ 
あさはた線代替地 

（葵区北 2,127.14 ㎡） 

元福祉住宅を老朽化のため取壊し、あさはた線（第

２東名方面）の代替地予定とした。 

２ 
旧乳児院 

（駿河区高松 1,477.00 ㎡） 

老朽化・津波の被害予想区域であり有永へ移転し

たため普通財産に移管した。 

３ 
元ひかり荘 

（清水区蒲原 1,233.12 ㎡） 

教育施設課の元職員住宅地と合筆。今後の利用に

ついて検討中である。 

４ 
北部改良区５号線廃道敷 

（清水区蒲原 1,233.12 ㎡） 
遊水地・沼地であり売却予定である。 

５ 
井川牧場 

（葵区井川 303,907.00 ㎡） 

地元畜産組合の解散に伴い貸付財産からその他に

移管した。 
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オ．売却可能な主な普通財産の状況 

 

平成 21 年度末の売却可能資産リスト（土地 500 ㎡以上）のうち、評価額が 100,000

千円以上のものの現状は以下のとおりである。 

 

＜評価額が 100,000 千円以上の土地の現状＞ 

 

 

  

No. 町名 施設名称 地目
地積

（㎡）
所管

路線価
（千円）

評価額
（千円）

現　　状

1
葵区
追手町

駿府城跡観光バス駐車場 宅地 4,310.00 観光課　　　　　　　　　　204 879,240
静岡市クリエイター支援センターに隣接
しており、観光バスの駐車場となってい
る。

2
葵区
呉服町二丁目

青葉イベント広場　　　　　　　　　　　　宅地 667.76 イベント推進課　　　　　　945 631,033
各種イベントを期間ごとに開催してい
る。

3
清水区
蒲原

向島地区市有地（調整池） 雑種地 10,361.00 管財課　　　　　　　　　　47 489,039
路線バスの転回場として貸付ており、一
部は地元住民のグランドゴルフ場として
も利用中である。

4
清水区
清開一丁目

静岡市岸壁　　　　　　　　　　　　　　　雑種地 7,784.97 清水港振興課　　　　　　　33 259,239 岸壁であり、細長い土地である。

5
葵区
春日三丁目

元心身障害児福祉センター
いこいの家

宅地 2,085.66 障害者福祉課　　　　　　　112 233,593 静岡市立病院のカルテ庫となっている。

6
駿河区
中吉田

東静岡地区代替地　　　　　　　　　　　　宅地 2,927.30
東静岡駅周辺
整備課

69 204,618
現状はイベント広場として利用中であ
る。

7 葵区南沼上　　　　　　静岡薬師流通業務用地　　　　　　　　　　宅地 4,730.97 産業政策課　　　　　　　　42 202,485
民間事業者の駐車場として貸付中であ
る。

8
清水区
八坂東一丁目

学校敷地（八坂東一丁目）　　　　　　　　宅地 1,925.00 教育施設課　　　　　　　　78 151,305
県立清水工業高校跡地である。県有地と
隣接しており、現在、今後の活用につい
て静岡県と協議中である。

9
清水区
清開一丁目

清開一丁目代替地　　　　　　　　　　　　雑種地 4,196.86 街路課　　　　　　　　　　33 138,496 工場移転の代替地である。

10
清水区
河内

河内屋外研修予定地　　　　　　　　　　　宅地 17,023.46 管財課　　　　　　　　　　8 137,890
地目は宅地であるが、現状は荒地・雑種
地・山林である。

11
清水区
村松原一丁目

旧清水市南部公民館跡地　　　　　　　　　宅地 1,626.94 生涯学習推進課　　　　　　84 136,662 処分を検討中である。

12
葵区
北

あさはた線代替地 宅地 2,127.14 街路課　　　　　　　　　　63 135,498
元福祉住宅であったが老朽化のため取り
壊した。あさはた線（第二東名方面）の
代替地として予定している。

13
葵区
羽鳥

元服織小学校　　　　　　　　　　　　　　宅地 2,211.30 管財課　　　　　　　　　　58 129,361
地元住民の多目的広場として利用中であ
る。
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建物については、平成 21 年度末の売却可能資産リストの評価額が、総額で 211,265

千円であり、うち 10,000 千円以上の７つの資産が全体の 85％を占めている。この建物

について現状は以下のとおりである。 

 

＜評価額が 10,000 千円以上の建物の現状＞ 

 

 

 

 

  

No. 町名 施設名称 用途
H22時点
経過年数

所管
算定

売却可能額
（千円）

現      状

1
駿河区
高松

旧乳児院 庁舎 31 子育て支援課 43,831 文化財課の倉庫として利用中。

2
駿河区
大谷

大谷仮設建物B 住宅 14
大谷区画整理
推進課

14,190 平成22年9月に解体。

3
葵区
春日三丁目

元心身障害児福祉センター 園舎 36 障害者福祉課 39,632 静岡市立病院のカルテ庫として利用中。

4
葵区
春日三丁目

元心身障害児福祉センター 園舎 19 障害者福祉課 10,589 静岡市立病院のカルテ庫として利用中。

5
葵区
落合

元玉川小中学校
児童生徒寄宿舎

元寄宿舎 37 学校教育課 17,188
老朽化のため閉鎖。
来年度以降に解体予算を確保する。

6
清水区
蒲原

さかえ荘 教職員住宅 43 教育施設課 36,138 平成22年8月に解体。

7
清水区
春日一丁目

静岡市消防職員住宅 宿舎 39 消防総務課 18,763 消防職員宿舎として使用中。
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（２）結果 

 

ア．閉鎖した施設について 

 

葵区落合の元玉川小中学校児童生徒寄宿舎については、昭和 62 年に閉鎖し、文化財

の倉庫として利用されていた。その後、老朽化したことから平成 19 年に倉庫としての

利用も止め、閉鎖した状態のままになっている。今後、解体する方針であるが予算が確

保されていない。 

【指摘事項】 

安全面等からも同施設については解体を速やかに行う必要がある。 

 

イ．入札に付す物件の増加の促進 

  

静岡市が入札に付す物件は現状、土地のみである。「静岡市資産の活用に関する推進

方針(平成 22 年２月)【実施方針３】の現況と課題」には、平成 20 年度に 9,492.88 ㎡

を売却し 793,744 千円の売却収入となったが、入札に付した 24 件のうち 14 件は応札が

なく、より効果的な手法による売却の実施が課題となっている旨の記載があった。今後

はより効果的な手法による売却方法として、インターネットや不動産事業者等、民間の

専門知見を活用した売却方法の導入を進めていく、とのことである。 

 しかし、普通財産の売却が進まない原因は売却方法だけではないと考える。平成 20

年度末の普通財産その他リストで地目が宅地である土地のうち平成 21 年度に入札に付

された土地の割合を調査したところ、以下のとおりの結果となった。 

 

入札に付された土地の割合 

  件数 地積(㎡) 

平成 20 年度末普通財産 

その他リストで地目が“宅地”（①） 
404 171,482.57 

平成 21 年度入札に付された土地（②） 21 5,635.91 

割      合（②÷①×100） 5.1% 3.2% 

 

この表から、件数においても地積においても入札に付された土地の割合が決して多い

とはいえない数字となっている。すなわち、普通財産における入札に付される物件自体

が尐ないのである。入札に付された物件に対する売却の割合については、売却方法の再
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考で引き上げることが可能だろう。しかし、売却を促進するためには入札に付される物

件自体を増加させることも有効である。なぜ入札に付される物件が尐ないのか、その原

因を探るため、市有地が入札物件となるまでの現状におけるフローを検討した。 

 

 

このフローによると、売却可能財産は各所管で管理しており、入札に付すのか、今後

も保有するのかの判断も各所管で行っている。「静岡市資産の活用に関する推進方針」

が公表されて以降、各所管でも普通財産を原則売却するという意識は高まっているもの
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の、各所管で温度差があり、これまで保有してきた資産はなかなか入札に付す判断がな

されず、増加しないのが現状である。また、物件を入手した経緯や管理状況を知らない

ため、他の管轄が売却を促すことは難しいのが現状である。 

上述したとおり、入札に付される物件の件数・地積が、保有するその他普通財産に比

べて尐ないため、入札に付す物件の増加の促進を図る必要があると考える。 

 静岡市は今後の課題としてインターネット事業者や民間の不動産事業者等の専門的

知見を活用した売却方法の導入を挙げている。また、公共団体の不動産売却手法事例と

して①期間入札②インターネット公売・電子入札③不動産業者による仲介制度④未利用

地等の売却を容易にするための交換制度⑤分譲型土地信託を挙げている。これらについ

て入札物件数に対する売却件数の増加には効果的であると考えるが、入札に付される物

件数の増加には直結しない。そこで、入札に付す物件の売却可能性調査等を民間業者に

委託するなど、入札に付す物件を洗い出す段階から民間活力の導入を検討する必要があ

ると考える。 

ここで、平成 20 年度に青森県が実施した県有財産売却業務委託の導入の実施を手法

事例として紹介したい。具体的には、青森県総務部財産管理課ではファシリティマネジ

メント（ＦＭ）の取り組みの一環として平成 20 年度に県有財産売却業務委託を導入し

ている。これは入札実施前からの売却業務の多くの部分を宅地建物取引業者に委託する

というものである。具体的には売却可能性調査から事後対応に至るまでの一連の業務及

びこれらに関連する業務を委託対象とし、委託業務に係る企画提案を募集するものであ

る。実績は以下のとおりである。 
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「青森県におけるＦＭの取組 平成 22 年４月」（青森県ホームページより） 

年度 区分 対象件数 売却件数 売却金額（千円）  平均落札率  

17 直営 ９ ６ 260,161 101.4% 

18 直営 ９ ４ 326,460 107.9% 

19 直営 13 ６ 285,851 101.1% 

20 

委託 46 20 178,989 

111.6% 

直営 ６ ２ 22,419 

計 52 22 201,408 

21 

委託（⑳分） 15 15 61,659 

124.3% 

委託（公舎等） 48 14 101,896 

委託（特定） ７ ７ 151,490 

直営 １ １ 13,250 

計 71 37 328,295 

 

入札に付す物件を洗い出すところから民間に委託することを現実的なものにするた

めには、普通財産を一元管理・活用促進する所管が不可欠であると考える。その第一の

理由は民間委託を行っても、受託者が各所管と折衝していてはコストが嵩んでしまうた

め、窓口となる所管が必要であるということ、第二の理由は行政と民間が連携して資産

の売却や活用の推進を行えば相乗効果が期待できるということである。市は普通財産の

土地について、取得原因や利用の経緯、その地域の風土や特性等について詳細な知識を

有しており、民間の業者は売却促進のための PR 方法や具体的な活用手法についての知

識を有している。この２つが連携すれば、現状より市民のニーズに反映した形で地域活

性化が進むことが期待されると考えられる。 

【指摘事項】 

現状の管財課の業務は、不動産だけでなく、ほぼ全ての市有財産の管理を行っている

ため、有効活用の促進に関しての業務を並行して行うことは簡単ではない。 

市有財産の有効活用を促進するために、縦割り行政の垣根を越えた部課横断的なプロ

ジェクトチーム等の設置を検討する必要がある。そのような推進組織を設置すれば、普

通財産の枠を超え、行政財産も含めた全ての市有財産についてより有効的な活用が期待

できる。  
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５．東静岡駅周辺土地区画整理事業及び東静岡地区市有地 

 

（１）概要 

 

ア．東静岡地区の整備の開始からの経緯及び現状の進捗 

 

昭和 61 年度 東静岡駅周辺整備計画策定調査 

～63 年度  

昭和 62 年度 国鉄清算事業団売却予定地公表 

土地区画整理事業 A調査 

昭和 63 年度 土地区画整理事業 B調査 

平成元年度  新都市拠点整備事業｢調査地区｣に採択 

平成２年度   新都市拠点整備事業「事業地区」に採択 

総合整備計画の建設大臣承認(約 86.7ha) 

県市で東静岡地区の「新都市拠点整備事業総合整備計画」を承認 

平成３年度   土地区画整理事業区域(約 50.5ha)及び道路６路線の都市計画決定 

平成４年度   事業団地取得(県約 9.0ha、市約 2.8ha) 

地区計画の方針(約 86.7ha)の都市計画決定 

平成５年度   事業団用地取得(県約 5.0ha、市約 4.0ha) 

東静岡駅周辺土地区画整理事業「事業計画」決定(事業主体：静岡市) 

施行面積：約 50.5ha 

事業期間：平成５年度～平成 24 年度 

平成６年度   土地区画整理審議会設置(審議委員 10 人) 

平成７年度   仮換地案の発表・調整 

用途地域の変更、地区整備計画の都市計画決定、 

防火・準防火地域指定 

「ふるさとの顔づくりモデル土地区画整理事業」の地区指定 

平成８年度   土地区画整理事業「事業計画」変更(１回目) 

新駅・人工地盤の工事協定締結、新駅人工地盤設計、工事着手 

平成９年度   土地区画整理事業｢事業計画｣変更(２回目) 

新駅・人工地盤工事／新駅名「東静岡」に決定 

平成 10 年度  新駅、南北自由通路及び南北駅前広場等アクセス道路の供用開始 

(10 月 30 日)(市) 

グランシップ開館(県) 

平成 10 年度  旧静岡市・旧清水市合併協議会発足 

平成 11 年度  土地区画整理審議会委員選挙実施(審議委員 10 人) 
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地区整備計画の都市計画変更(壁面後退) 

グランシップで「第２回シアターオリンピックス」開催 

東静岡広場で市制 110 周年記念の静岡｢葵｣博開催 

(平成 12年１月８日から１年間) 

平成 12 年度  NTT ドコモ東海に市有地を一部売却 

葵博閉幕、入場者 100 万人達成(平成 13年１月) 

平成 13 年度  民間街区の街づくりを目指して「曲金５街区まちづくり連絡会」発足 

長沼都市居住区において「街づくりのための申し合わせ」決定 

平成 14 年度  民間街区のまちづくりを目指して「曲金６街区まちづくり連絡会」、 

「曲金７街区まちづくり連絡会」発足 

土地区画整理事業「事業計画」変更(３、４回目・事業期間の 10年延

長) 

平成15年度  土地区画整理事業区域が都市再生緊急整備地域に指定される(第三次) 

平成 15 年４月 新｢静岡市｣発足 

「新市建設計画」に、東静岡地区に新庁舎建設計画を登載 

「静岡市の事務所の位置を定める条例」で、東静岡地区を新市の事務

所の位置と規定 

平成 19 年度末  (事業費ベース)進捗率 67.5% 

平成 20 年度末 (事業費ベース)進捗率 79.0% 

平成 21 年度末 (事業費ベース)進捗率 84.7% 

 

イ．東静岡駅周辺土地区画整理事業による各街区の現状 

 

街区 現 状 面積（尐数点以下切り捨て） 地権者 

第１街区～第

４街区 

都市居住地区として現状整備済み １：6,578 ㎡ 

２：計 9,709 ㎡ 

３：計 4,046 ㎡ 

４：2,208 ㎡ 

私有地 

第５街区 沿道商業・業務地区として現状整備済み 14,833 ㎡ 私有地 

第６、７街区 商業・業務地区として現状整備済み ６：11,187 ㎡ 

７：6,930 ㎡ 

私有地 

第８、９街区 核施設地区として現状整備済み(グラン

シップ・グランシップ暫定駐車場) 

８：24,472 ㎡ 

９：36,009 ㎡ 

県有地 

第 10、11 街区 商業・業務地区として現状整備済み 10：10,288 ㎡ 

11：計 21,433 ㎡ 

私有地 

第 12 街区 暫定駐車場等として使用中 14,669 ㎡ その他 
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（うち３号公園：8,309 ㎡） 

（うち２号調整池：6,360 ㎡） 

(公園) 

(調整池) 

第 13 街区 沿道商業・業務地区(未整備) 4,453 ㎡ 

(うち保留地：893 ㎡) 

私有地 

保留地 

第 14 街区 沿道商業・業務地区 

急病センター・こころの健康センター建

設予定（市：保健衛生総務課） 

5,495 ㎡ 

(うち市有地：3,504 ㎡) 

市有地 

私有地 

第 15 街区 沿道商業・業務地区 

商業施設建設予定（三菱地所） 

26,039 ㎡ 私有地 

第 16 街区 商業・業務地区 

市有地に関してはホテル・業務系を含む

施設を計画する街区内地権者等に売却予

定議論あり 

（市：東静岡駅周辺整備課） 

36,242 ㎡ 

（うち市有地：7,222 ㎡） 

市有地 

私有地 

第 17 街区 核施設地区 

現状の私有地はかつての市有地を NTT ド

コモ等に売却した部分 

現市有地については、多目的アリーナゾ

ーン予定等に議論あり 

（市：経営企画課） 

37,061 ㎡ 

（うち市有地：25,316 ㎡） 

市有地 

私有地 

第 18～19 街区 沿道商業・業務地区として現状整備済み 18：計 7,006 ㎡ 

19：8.069 ㎡ 

私有地 

第 20 街区 区画整理事務所、仮設住宅、駐車場とし

て暫定使用中 

7,427 ㎡ 

(うち１号公園：3,500 ㎡) 

(うち１号調整池：3,927 ㎡) 

その他 

(公園) 

(調整池) 

第 21～24 街区 都市居住地区として現状整備済み 21：計 6,917 ㎡ 

22：計 8,921 ㎡ 

23：3,686 ㎡ 

24：4,407 ㎡ 

私有地 

第 25、26 街区 以下に供用中 

東静岡駅南口広場(25 街区) 

東静岡駅北口広場(26 街区) 

計 10,050 ㎡ 

東静岡駅南口広場：4,800 ㎡ 

東静岡駅北口広場：5,250 ㎡ 

その他 

(駅広場) 

第 27 街区 商業・業務地区 4,629 ㎡ 私有地 

 

上表のように東静岡地区については、静岡市の東静岡駅周辺土地区画整理事業計画に

よって整備された各街区において、その用途等が計画立てられているものの、市・県・
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私のそれぞれの所有が入り乱れている。 

特に、市の当該地区における施策を考える上で既に先行している県有地の状況との関

係には留意しなければならない。(例えば、グランシップ等の既存施設) 

なお、東静岡地区における市の資産の有効活用を考える上で特に注視する必要がある

のは、具体的な有効活用の方針が定まっていない第 16 街区及び第 17 街区の市有地に対

する施策である。 

 

 

 

  

第16街区 第 17 街区 
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（２）結果 

 

ア．東静岡地区 16 街区市有地の有効活用に向けた提言 

 

【現状】 

市の東静岡駅周辺土地区画整理事業において当該 16 街区は「新しい都市拠点の中心

部にふさわしい商業・業務機能集積地区」として位置付けられている。所管である都市

局の平成 21 年度経営方針では「官民共同により、東静岡地区の創造文化拠点としての

まちづくり、土地利用の促進を図る」を目標に掲げ、16 街区の土地所有者が共同して

有効利用していく「共同化事業」という発想が打ち出されている。 

東静岡地区 16 街区において部分的に所有する市有地とは当該街区全体のうち、Ａ・

Ｂ：国鉄清算事業団から取得した市有地、Ｃ：地権者から代替地として取得した市有地、

Ｄ：土地区画整理事業の換地調整用地として取得した静岡市土地開発公社用地の３点で

あり、現在進行中である土地区画整理事業の実施の中で取得されてきた市有地である。 

区

分 
面積 財産区分 取得経緯 取得価格等 売却(予定)価格 

Ａ 405.7 ㎡ 行政財産 多目的アリーナ用地とし

て、国鉄清算事業団から取

得 

約９億円 

(H４､５取得) 

約 10 億円～13 億

円 Ｂ 3,001.31 ㎡ 

Ｃ 1,119.05 ㎡ 普通財産 代替地(食肉センター跡

地)と民間の事業会社従前

地との交換により取得 

約３億４千万円 

(食肉センター跡地

H19財産台帳実勢価

格) 

約３億円～４億

円 

Ｄ 2,364.65 ㎡ 静 岡 市 土

地 開 発 公

社用地 

代替地、換地調整等 

(調整後の用地は公共施設

又は売却) 

約８億円 

(H７､８､11 取得) 

 

約７億円～９億

円 

(約９億円：公社

買戻経費) 

計 6,890.71 ㎡ 

(7,222 ㎡) 

注）本報告書既述の面積(7,222 ㎡)とは

仮換地変更等による影響により差異が

生じている。 

約 20.4 億円 約 20 億円～26 億

円 

（静岡市提供のデータをもとに監査人が作成） 

※Ａ，Ｂについては多目的アリーナ用地として取得したが、17 街区の一部に民有地を換地したことにより、

17 街区に収まりきらなかった分の一部を 16 街区に換地したもの。 

※Ｄの換地調整用地の取得については、H７.７.24 に庁議決定(全体枠 18 億円)により取得した用地の残地。

(これについては公社買戻経費として約９億円を要する) 
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これら部分的に所有する市有地については、平成 21 年３月 19 日開催の経営会議にお

いて、ホテル・業務系を含んだ施設を計画する地権者等に随意契約にて売却処分するこ

とが市の基本方針として定められた。 

最新の経営会議は平成 21 年８月 17 日開催のものであり、これによれば平成 22 年４

月から平成 23年 12 月において売却者、価格等の決定、契約、売却とある。しかし、１

年以上経過した現時点においても未だ具体的な売却方法等が定まらず、当該予定に照ら

し合わせても残された期間は１年に満たないものとなりつつある。 

 

【地権者との協議の状況】 

平成 21 年３月 19 日開催の経営会議「東静岡駅周辺土地区画整理事業 16 街区の市有

地について」を受けて設置された「16 街区地権者共同化検討会」での地権者との協議

結果が平成 21 年８月 17日開催の経営会議において報告された。 

しかし、協議の結果は現在の経済情勢、仮換地の状況を鑑み、16 街区地権者内には

上表の市有地の購入希望者は現れなかった。 

これについては、「共同化事業」に対する理解がいまひとつ浸透していないこと、そ

れぞれの地権者の 16 街区所有地に対する意識が統一されていないため、地権者個別の

利用のための仮換地変更希望や売却等の意向が混乱し 16 街区の全体的な方針が定まっ

ていないということが考えられる。 

また、市として、ホテル・業務系を含んだ施設を計画する地権者等に部分的に所有す

る市有地を売却処分するという基本方針が定まっているものの、民間事業者がホテル・

業務系施設を計画し営業するにあたり、現段階において東静岡地区自体に誘致の魅力と

なる核施設等の計画が明確でないため、これに呼応する可能性のある事業者についても

なかなか現れないという状況にあると思われる。 

このような状況下で、当該経営会議において市の考える今後の対応としては、現実的

な共同化への移行を図るため、関係地権者の仮換地希望ヘの対応のうえ、仮換地変更後

改めて「共同化事業」を推進するものとし、部分的に所有する市有地については民間に

売却し、民間活力の導入により業務系等施設化してまちづくりを推進することを期待す

る、というものである（現段階において、これに対する市としてのプロジェクトはなく、

経営会議としては、当該 16 街区について市主導の開発とは考えていないとのことであ

る。また、市としては、あくまで当該街区については側面支援と位置付けており、地権

者自身の私有地の売却案があったとしても、民間同士で行うべきであり、市が改めてそ

こを取得等するというような検討まではされてこなかったとのことである）。 
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【土地の有効活用先行事例の紹介】 

東静岡地区の活性化、まちづくりの推進という観点から、民間活力の導入を主眼に置

いて開発を実施していくとしても、そもそも上記にいう 16 街区の「共同化事業」に参

加すると見込まれている各地権者の中には、必ずしも「共同化」による整備を希望しな

い地権者も存在する。そのため、市が単独で部分的に所有する市有地を民間業者に売却

し業務系等施設の整備を期待するという方針を打ち出しても、当初の期待である、東静

岡地区の活性化及び周辺土地利用の開発の誘発というまちづくりの推進に市としてど

のように寄与できるのかは不透明な部分もあるのではないかと思われる。 

本当の意味での「官民共同により、東静岡地区の創造文化拠点としてのまちづくり、

土地利用の促進を図る」というためには、行政の取組みとして、単なる側面支援ではな

く、より主体的かつ具体的なコーディネートを行うことも検討する必要があるのではな

いだろうか。 

例えば次の事例にそのような行政の取組みの一端が窺える。 

 

①東京都江戸川区「篠崎駅西部地区連鎖型土地区画整理事業」 

 これは、「大街区のままでスプロール開発が進んでいた駅前市街地において、街区ご

との特性や課題が異なる状況に対して、街区単位での解決策を地権者とともに見出し、

速やかな土地活用に結び付けた」例として、平成 21 年度土地活用モデル大賞国土交通

大臣賞を受けている事例である。 

 当該事例は、各街区の特性、状況に応じて整備を行う「連鎖型土地区画整理事業」を

活用したもので、かつ、「官民の共同化事業」としてＰＦＩの手法を参考に民間の活力

の導入を図るものとして、公共施設と民間施設を一体的に整備するために、商業等機能

及び公共施設の設備という条件付き賃貸借契約（賃貸借から施設の整備及び維持管理ま

で含む）を結ぶ事業者を、事業者選定方式（公募型プロポーザル）にて選定するもので

あった。 

※「連鎖型土地区画整理事業」：都道府県庁所在地等において段階的な整備に関する計画に従い、小規模な

土地区画整理事業を順次実施することにより、連鎖的な地区整備を図り、全体として既成市街地の再開発

促進に寄与することを目的とした事業。 

※「共同化事業」：地権者がその所有する土地・借地権を提供し、そのうえに共同事業者として共同化事業

者が建築費等の事業費を出資してマンション等を建設する。 

そして出来上がったマンション等をそれぞれがその出資比率に応じて配分するといった開発方式。 
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②三重県桑名市「桑名駅前再開発事業（サンファーレ）」 

 これは、「行政と民間デベロッパーが役割を分担しつつ、破綻した旧再開発ビルの

権利関係の整理・解体・新規ビル整備からなる一連の事業を進め、旧再開発ビルの閉

鎖から９年後に新たな再開発ビルをオープンさせた」例として、行政と民間デベロッ

パーが得意分野別の役割分担及びリスクシェアをした相互連動事業により、駅前の賑

わいを取り戻した事例である。 

  当該事例は、旧再開発ビル（パルビル）運営会社の倒産を受けたパルビルの権利関

係の処理スキームと、旧権利関係を整理した後の新規ビルの整備事業スキームの二つ

の事業であり、特徴としては、この両事業を一体の事業として桑名市が一貫してプロ

デュースし、さらに事業者の一部にもなることで再々開発事業として仕立てたことが

あげられる。 

 土地の取得、旧建物の解体・新建物の整備、床の販売など事業全体のデベロッパー

は三交不動産(株)が担いつつ、入口部分での用地取得の一部や、建設後の建物(商業

業務棟)の取得などの出口確保など、事業成立性を行政が実質的に担保することによ

って、開発の実現を図った事例である。 

 

【意見：市の積極的な関与】 

以上、事例紹介とはなったが、いずれにしても都市・市街地開発の歴史的事情の変遷

や複雑に入り組んだ権利関係等の整理、限られた財政の中でまちづくりの推進という観

点から民間と行政が十分に関与し合い、官民協働の事業構想を丁寧に構築していくとい

う要素が今日の開発の重要なポイントであることが推察できる。 

今日の財政的に厳しい開発事情であるからこそ、民間活力の導入に期待を寄せること

になると考えられるが、PFI の手法や「共同化事業」などの民間活力の導入について、

単純に財政面のみで適用するのではなく、民間事業者における自由闊達な事業アイデア

の導入を主目的として活動する必要もあるのではないかと考える。 

東静岡地区の活性化、まちづくりの推進において、平成 21年８月 17 日の経営会議に

いう部分共同化（16 街区における部分的市有地の売却案を通し、現市有地部分に民間

事業者による業務系的施設を誘致するとともに 16 街区のその他の部分について「共同

化事業」による開発を行っていくという事業構想）を確定するとしても、その開発をま

ちづくりの推進という本来の目的と外れることなく、より市民に有用なものとするため

には、行政の調整力と民間の活力の相乗効果の発揮が必要であると考える。そのために

は行政は、側面支援という位置付けではなく、一共同化事業主として積極的かつ具体的

なコーディネートを進めていくことも検討する必要があるのではないだろうか。 
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イ．東静岡地区 17 街区市有地の有効活用に向けた提言 

 

【歴史的経緯】 

（東静岡 17 街区市有地取得～直近の議論の発生までの経緯） 

時期 17 街区の論点経緯 

 

 

 

 

平成２年度 

 

 

(平成 12 年度) 

 

 

(平成 10 年度) 

平成 15 年度 

 

 

 

 

 

 

平成 16 年度 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年度 

平成 20 年度 

 

 

 

 

①17 街区取得について 

・（当初）東静岡駅周辺土地区画整理事業において（旧静岡市として）新都市拠点の

核施設として「多目的アリーナ」建設を想定し、そのための建設用地として国鉄か

ら事業用地を取得した。 

・平成２年度に承認された県市の「新都市拠点整備事業総合整備計画」においては、 

 静岡県 ：県民・国際プラザゾーン、情報センターゾーン 

 旧静岡市：多目的アリーナゾーン 

(平成 13 年１月(株)ＮＴＴドコモ東海に対し、上記市有地の一部を売却) 

 

②旧静岡市・旧清水市の合併（合併協議会においての決定） 

・旧静岡市・旧清水市合併協議会発足 

平成 15 年４月 新「静岡市」発足 

「新市建設計画」に東静岡地区に新庁舎建設計画を登載 

「静岡市の事務所の位置を定める条例」で東静岡地区 17 街区を新市の事務所の

位置と規定 

・静岡市新庁舎検討委員会設置 

 

③新「静岡市」発足後の庁舎建設事業の再検討 

平成 16 年 12 月（新庁舎検討委員会）庁舎建設事業を凍結 

「新市建設計画に登載されている新庁舎及び危機管理センターについては、政令指

定都市としての基盤や財政的裏付けが固まった時点で、「静岡市」に相応しいものを

造るための検討をするものとする。なお、それまでの間は、既存の施設を有効利用

するものとする。」 

 

④17 街区「多目的アリーナ」構想の再燃 

平成 20 年２月 静岡県「草薙総合運動場 再整備基本構想」を発表 

平成 20 年 12 月 静岡、清水両商工会議所、自治会連合会、(財)市体育協会 

市長、市議会議長、県知事、県議会議長に対し、 

「東静岡地区ヘの多目的アリーナ施設の建設に関する要望書」を提出 

市長が東静岡地区へ多目的アリーナ施設の移転誘致に向けて、「新市建設計画変更

案」及び「市の事務所の位置を定める条例の改正案」についてのパブリックコメン
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平成 21 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年度 

 

 

ト実施を表明 

平成 21 年３月 静岡市議会「新市建設計画変更案」、「市の事務所の位置を定める条

例の改正案」を議決（新庁舎建設計画の白紙化） 

 

⑤県(石川県政時代)との協議 

平成 21 年３月 市長が「多目的アリーナ施設建設に関する東静岡地区市有地の条件

整備の状況」について、知事(花森副知事代理受領)に報告 

 

⑥県(川勝県政)との協議 

平成 21 年７月 川勝現知事就任 

平成 21 年９月 市長が知事に「県立多目的アリーナの建設促進について」を要望 

平成 21 年 12 月 市議会が知事に対し、地方自治法第 99 条の規定に基づき「東静岡

地区を中心としたにぎわいの空間創出を求める意見書」を提出 

平成22年元旦 知事(新聞報道)が静岡学園用地に新草薙体育館を建設する方針を表

明 

平成 22 年２月 市長が知事に対し、東静岡への草薙体育館移転に関する提案として

「県・指定都市の新しいパートナーシップ事業」を提案 

平成 22 年３月 地元自治会(聖一色町内会)が県に対し、「草薙体育館の静岡学園跡

地への建設構想について」申し入れを実施 

平成 22 年３月 市体育協会等スポーツ団体が知事・市長に対し、「東静岡地区への

草薙体育館建替移転に関し県市協力して実現を」を提出 

平成 22 年４月 県が「草薙総合運動場体育館整備方針(案)」を公表 

県政ｲﾝﾀｰﾈｯﾄから意見聴取 

平成22年４月 市体育協会が東静岡地区に多目的アリーナ建設を求める署名活動を

開始 

平成 22 年５月 県が都市公園懇話会開催「草薙総合運動場体育館整備方針(案)」に

対する意見を聴取 

平成 22 年５月 シャンソンＶマジック選手が街頭署名収集活動実施 

平成 22 年５月 静岡市が「草薙総合運動場体育館整備方針(案)に対する意見書」県

に提出 

平成 22 年５月 市体育協会が知事に対し、東静岡地区に多目的アリーナ建設の実現

を求める７万７千人の署名を提出 

平成 22 年５月 県・市として「東静岡周辺地域の賑わい創出に向けた県・市検討会

議」開催 

平成 22 年６月 県が「草薙総合運動場体育館整備方針」決定 

平成 22 年９月 県・市として「東静岡駅周辺地区賑わい創出検討会議」開催 
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 上記のような歴史的な紆余曲折はあったものの、東静岡地区に対する希望のベクトル

を明確化して(過去、メッセ機能→合併庁舎→メッセ機能の経緯あり)、東静岡 17 街区

活用の方向性を示す必要があると考えられる。そのような場合、もちろん庁舎内での十

分な検討や外部専門家等のノウハウの利用等が必要になることは当然であるが、それ以

上に今日のまちづくりを考える上では、更なる広い意見の聴取から本当に必要な都市機

能を検討する一端を得ることが必要ではないだろうか。すなわち市民の意見の聴取とい

うプロセスを必要としているのではないかと考えられる。 

 草薙体育館誘致の議論の起点には、東静岡地区へ多目的アリーナ施設の移転誘致に向

けて、「新市建設計画変更案」及び「市の事務所の位置を定める条例の改正案」につい

てのパブリックコメント実施という形で市民意見の聴取が行われている。当該意見聴取

は「静岡市自治基本条例」及び「静岡市市民参画の推進に関する条例」に基づいて実施

されたものであり、建設計画変更及び条例改正に関する意見の聴取として必要とされる

法的要件を満たしている。しかしこれを、今日の東静岡 17 街区の有効活用、新都市拠

点開発及びまちづくりの観点からの意見聴取に置き換えると、官民双方向的な議論をも

っと取り入れる必要があるのではないかと考える。 

【意見：17 街区市有地利用方針の議論の方法】 

現在、静岡市においては、「市民参画手続」の一つとして「Voice of しずおか市民討

議会」という通常の意見公募に比べ、一歩進んだ市民意見の聴取が可能となる仕組みを

既に持ち得ている。 

 これは、静岡市の住民基本台帳から無作為に抽出された 16 歳以上の市民 3,000 人の

うち参加を申し込んだ市民が集まり会議体を設けることで静岡市の課題について討議

するという手法であり、平成 19 年度から開催されている。当初社団法人静岡青年会議

所主催、静岡市後援という形でスタートしたものであるが、第４回目となる平成 22 年

度からは静岡市主催として静岡市からの委託により「Voice of しずおか市民討議会」

実行委員会という市民組織（社団法人静岡青年会議所 OB、学生、有識者、公務員等か

ら構成される）により企画・運営が行われることとなっているものである。 

 

「Voice of しずおか市民討議会」の開催状況 

実施年度 主催等 テーマ 

平成 19 年度 (社)静岡青年会議所主催、静岡市後援 ゴミ問題について 

平成 20 年度 (社)静岡青年会議所、静岡市共催 健康福祉を支える地域の取組みについて 

平成 21 年度 (社)静岡青年会議所、静岡市共催 安心して楽しく子育てできるまちづくりについて 

平成 22 年度 静岡市主催 路上喫煙問題について 

上記の表はこれまで４回にわたって実施されてきた当該討議会の内容である。 

このように段階的に静岡市の関わりが色濃くなってきており、市政に対する当該討議

会の存在意義が拡大していく様が窺える。 



 

105 

 これまで、当該討議会も４回を重ねるうちに行政の関わりも側面から主体ヘと変遷し

当該「市民参画手続」についても随分と成熟しつつあるのではないかと考える。東静岡

17 街区の有効活用について「Voice of しずおか市民討議会」で議論してみても良いの

ではないだろうか。 

 なお、仮にこのような市民討議会の手法を用いて東静岡 17 街区の有効活用に関して

議論することとなった場合には、市民に対して十分な情報開示と説明責任を果たすとい

う意味から、関連する情報として以下のような数値情報の提供も必要であろう。 

 例えば、Ⅰ．東静岡 17 街区の概算評価額：議論の対象となる東静岡 17 街区は概ねど

のような価値をもった土地であるか、Ⅱ．アリーナ等施設を建設する場合の建設費：施

設建設をすることとなった場合の金額的負担はどのような規模であるか、Ⅲ．市が主に

財政負担している既存施設コスト情報：既に静岡市に存在し、稼働している施設の状況

はどのようなものであるか、というような情報である。これら議論に有用となる情報は

公表されているものもあるが、市民自身としてはなかなか入手し難いものも多いと考え

られる。  
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６．市営駐車場 

 

（１）概要 

 

ア．施設の状況 

 

静岡市駐車場条例第１条では、「静岡市は、道路交通の円滑化を図るとともに、市民

の利便等に資するため、駐車場を設置する。」と定められている。 

静岡市の運営する駐車場の概要は、次のとおりである。 

 

 

 

① 静岡駅北口地下 ② 清水駅西口 ④ 草薙駅前

葵区黒金町1番地の１ 清水区辻１－７－２ 清水区草薙１－３－２０

平成15年10月14日 平成2年2月 立体駐車場 平成13年10月5日 平成9年6月20日

平成20年4月1日 平面第１部
平成14年4月27日
＊平成21年3月末閉鎖

平面第２部
平成15年2月7日
＊平成21年3月末閉鎖

約４8億9,000万円
（静岡市負担分のみ）

約2,450万円
（平成19年度建設時）

約15億円

6:00 ～ 24:00 6:30 ～ 24:00 6:00 ～ 24:00

400　台 56　台 210　台

- - -

60　台　

128　台　

22　台　

- １　台  -

- １0　台　 -

- １5　台　 120　台　

有料 有料 有料

初めの30分      　    　100円 30分　                 　100円 30分（2時間まで）      100円

以降15分ごと　        　100円 30分（2時間以降）    150 円

1泊(23:30-6:30)　　 1,000円 １泊(22:00-7:00)   　700円 １泊(22:00-7:00)     1,300円

上限（10時間以上） 3,900円 上限（10時間以上）　　2,000円 上限(5時間半以上）1,500円
大型・普通２輪 - １日１回       200円 -

- 平日       15,000円 -
- - 全日        9,000円

大型・普通２輪 - 全日         3,000円 -

6001.53㎡ 約1,600㎡ 857.62㎡

約10,000㎡ - 4180.22㎡

市道地下・国道地下 市有地（区画整理地内） 市有地（市道）

鉄筋コンクリート地下１
階，地下２階（４層）

平面 地上１階16層
（併設駐輪場・鉄骨造３階建）

地下機械式 平面自走式 立体機械式

H17年度まで 民間委託（常駐警備） （社）静岡市シルバー人材センター （財）静岡市振興公社

H18年度以降 民間委託（常駐警備） 民間委託（常駐警備） 民間委託（常駐警備）

③ 清水駅東口

位　　　　置 清水区島崎町２１９番地

供 用 開 始

車椅子

建築事業費 約５億4,800万円

営 業 時 間 6:30 ～ 24:00

収 容 能 力 2９８　台

普通車
400　台

（内、ハイルーフ車200台）

45　台
(20年４月区画整理に

より移転及び規模縮小）
　279　台　小型車

ワンボックス車

5　台　

大型・普通二輪車 14　台　

定期利用台数 110　台　

利 用 方 法 有料

内
　
訳

大型車（バス） -

30分                           100円

１泊 (22:00-7:00)　  　   700円
上限(10時間以上）　　2,000円

１日１回        200円

定期
普通乗用車

平日        10,000円
全日        13,000円
全日          3,000円

敷 地 面 積 3,954㎡

延 床 面 積 5320.55㎡

料
金

一時
普通乗用車

用　　　　地 市有地

構　　　　造 鉄骨造３層４段

駐 車 設 備 立体自走式

管理受託者
（財）静岡市振興公社

指定管理者（静岡ビルサービス㈱）
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イ．利用状況 

 

平成 21 年度における駐車場の利用台数と修正回転率は、以下のグラフに示すとおり

である。 

なお、修正回転率とは、営業時間中、何時間満車となっていたかを示す指標であり、

次の算式により算定される。 

 

修正回転率 ＝ 平均駐車時間 × 平均回転率 

   ＝（総駐車時間÷出庫台数）×（総入庫台数÷収容台数） 

または 

   ＝ 料金収入 ÷（営業日数×１時間料金×収容台数） 

 

 

（注）静岡駅北口地下駐車場の利用台数は、静岡市所有分（Ａ・Ｂバース）の台数であ

り、国交省所有分（Ｃ・Ｄバース）は含まれていない。 

 

静岡駅北口地下駐車場は、ＪＲ静岡駅前に位置しており、立地条件がよく、年間利用

台数は 20 万台を超えている。また、清水駅東口駐車場は、静岡駅北口地下駐車場ほど

ではないが、利用台数は多く、年間 10万台に近い水準である。逆に、草薙駅前駐車場、

清水駅西口駐車場は、利用台数が尐なく、修正回転率も１時間を切っている。 

 

なお、清水駅東口の文化施設のＰＦＩ事業開始に伴い、清水駅東口駐車場は平成 21

年４月に平面駐車場の供用を停止しており、また、清水駅西口駐車場は、平成 20 年４

月に区画整理により移転し、収容台数を大幅に縮小しての運営となっている。 
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ウ．収支状況（公債費支出を含む。） 

 

 

（注）一般会計繰入金は収入に含めていない（以下同じ）。 

 

平成 20 年度、21 年度においては、４つの駐車場のうち、３つの駐車場（清水駅西口、

静岡駅北口地下、草薙駅前）が赤字となっている。なかでも、草薙駅前駐車場の赤字は

大きく、公債費支出を含め、毎年１億円程度の赤字が発生している。 

また、清水駅前駐車場は、東口が黒字、西口が赤字であるが、合わせて約 1,200 万円

の黒字（平成 21年度）となっている。 

 

なお、以下では、平成 21 年度の公債未償還残高が 13 億円超となっている静岡駅北口

地下駐車場と、平成 16 年度以降、１億円超の赤字が続いている草薙駅前駐車場につい

て、監査を行っている。 

 

 

  



 

109 

（２）静岡駅北口地下駐車場 

 

ア．利用状況の推移 

 

 

 

静岡駅北口地下駐車場は利用台数が多く、平成 18 年度以降は、年間利用台数が 20万

台を超えている。また、修正回転率も６時間前後で推移しており、計算上は営業時間

（6:00～24:00）の約３分の１が満車状態となっていることがわかる。 

 

イ．事業収支の推移 

 

 

 

駐車場事業の収支については、毎年、管理経費を上回る収入が確保できており、年度

により差があるものの、直近５年間では 7,000 万円以上の黒字が出ている。  
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ウ．収支状況の推移（公債費支出を含む。） 

 

 

 

駐車場事業は黒字であるが、平成 19 年度以降は、公債費支出（利息を含む。）が１億

円を超えているため、事業の黒字だけでは公債費支出を賄うことができず、全体の収支

は赤字となっている。 

 

エ．今後の収支計画等 

 

（ア）収支計画 

 

 
（注）平成 24 年度、34年度、44年度は、10 年ごとの大規模修繕 50,000 千円を見込ん

でいる。 
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（イ）繰越利益と公債未償還残高の推移 

 

 

 

平成 37 年度に公債の償還が終わるため、今後も事業収支が現状レベルで推移すれば、

平成 43 年度に繰越損失が解消され、それ以降は、利益が増えていく計画となっている。 

 

 

（３）草薙駅前駐車場 

 

ア．利用状況の推移 

 

 

 

草薙駅前駐車場の利用台数は、平成 18 年度には年間４万台を超えていたが、それ以

降は年々減尐し、平成 21 年度には３万台を割り込んでいる。また、修正回転率も低く、

１時間を下回る水準で推移している。  
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イ．事業収支の推移 

 

 

 

草薙駅前駐車場は、事業開始以来、常に収入が管理経費を下回っている状況にあり、

１度も事業収支が黒字になったことがない。赤字額は尐ないときで 6,643 千円（平成

18 年度）、多いときには 21,011 千円（平成 19年度）となっている。 

 

ウ．収支状況の推移（公債費支出を含む。） 

 

 

 

駐車場事業の収支が毎年赤字となっていることに加え、公債費支出も多額であるため、

平成 16 年以降は、１億円を超える赤字の状態が続いている。 
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エ．今後の収支計画等 

 

（ア）収支計画 

 

 

（注）平成 24 年度以降は、再開発事業に伴う増収を見込んでおり、また、平成 29 年度、

39 年度、49 年度は、10年ごとの大規模修繕 20,000 千円を見込んでいる。 

 

（イ）繰越利益と公債未償還残高の推移 

 

 

 

公債の償還が終わる予定である平成30年度の繰越損失累計額は16億円を超えている。

なお、損失補填のために一般会計から繰り入れた額は、平成21年度までで累計11億円、

平成 22 年度から 30 年度までの繰入見込額は８億円である。合わせて 19 億円の繰入を

一般会計から行うこととなるが、それでも多額の損失が繰り越される状況である。 
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（４）結果 

 

【指摘事項】 

 

草薙駅前駐車場は、ＪＲ草薙駅周辺の商店街を中心とした違法駐車等による交通混雑

解消のため、平成９年６月、駐車台数 210 台で事業を開始している。 

平成 21 年度の年間利用台数は 27,981 台であり、１日当たりの平均入庫台数は 77台

である。修正回転率（１区間当たり何時間満車であったかを示す指標）をみると、営業

時間 18 時間に対し 0.73 時間と、他の駐車場に比べても非常に低い数値となっている。 

この利用状況では、交通混雑解消に効果がどれだけ出ているのかが疑問である。 

また、事業収支については、平成９年の事業開始当時より、使用料収入が管理経費を

常に下回っており、非常に厳しい状況にある。公債費の償還まで含めると、平成 16年

度以降の収支は、毎年１億円超の赤字状態が続いている。 

このように多額の予算を投じ、利用状況が低いとなると、費用対効果の点にも問題が

あると言わざるをえない。 

こうした状況下においても、草薙駅前駐車場は、市が運営を続ける必要があるのか、

また、他の事業より優先的に行わなければならない事業なのだろうか、という疑問も生

じる。 

「静岡市駐車場整備計画見直し検討調査」（平成 19 年３月）によれば、調査時点の駐

車需要は 77 台であるが、草薙地区の再開発事業により、将来の駐車需要は 207 台、約

2.7 倍に増加することが見込まれている。しかし、再開発事業が行われたとしても、ど

のようにして草薙駅前駐車場の需要が 2.7 倍にまで増えるのか、再開発事業と駐車需要

との因果関係は不明である。 

草薙駅前駐車場の運営については、廃止、売却などの選択肢も視野に入れ、市が事業

を継続する目的と必要性を検討する必要がある。 
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７．リバウェル井川 

 

（１）概要 

 

ア．施設の概要 

 

リバウェル井川は、市街地から北西約 50 ㎞、標高約 1,400ｍに位置する市営のスキ

ー場である。滑走距離 300ｍ、平均斜度８度の初心者向けのスキー場として、平成元年

にオープンしている。 

 

【目的】 

山間地の振興を図るとともに、市民の健全な余暇の利用に供することを目的としてい

る（静岡市リバウェル井川リフト条例第１条）。 

 

【所在地】 

静岡県静岡市葵区井川 2629-190 

 

【アクセス】 

東名 静岡 IC より県道 84・354・27 号 55km 110 分 

JR 東海道線 静岡駅より約 50ｋｍ 車で 90 分 

 

【ゲレンデ】 

最長滑走距離約 300ｍ 幅約 130ｍ 

最大斜度 15 度 平均斜度８度 

ソリ専用ゲレンデあり 

 

【営業期間】 

平成 22年 12 月 29 日～平成 23 年３月６日（予定） 

 

イ．スキー場設置の背景 

 

「静岡市井川勘行峰複合リゾート計画 調査報告書（昭和 63 年３月）」（静岡市、株

式会社ジェド・日本環境ダイナミックス）によれば、当時は、井川地域の優れたリゾー

ト資源を活かし、グリーンシーズン（春夏秋）のアウトドアライフを中心とした環境整

備、冬のスキー場建設を進め、井川地域を通年利用のリゾート地とすることを目指して

いた。 
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しかし、その後のスキー人口の著しい減尐のほか、経済環境や地域を取り巻く環境が

大きく変化したこともあり、当時の計画は実現には至っていない。 

 

ウ．利用者数の推移 

 

 

（注）スキー人口は「レジャー白書」より記載している。 

 

平成２年には 50,000 人を超えていたリバウェル井川の入場者数も、スキー人口の減

尐に伴い、平成 18 年以降は 10,000 人を下回るようになっている。平成 21 年の利用者

は 6,046 人であり、ピーク時の 12％にすぎない。 

 

また、１日当たりの平均入場者数および営業日数の推移を示すと、次のとおりである。 

 

 

平成３年には、１日当たりの平均入場者数が 600 人を超えていたが、平成 21 年には
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110 人となり、平均入場者数は大きく減尐している。また、平成９年までは、営業日数

が 90 日近くあったときもあるが、温暖化による雪不足等の影響もあり、営業日数は 60

日程度にまで減尐してきている。 

 

エ．収支状況 

 

 

 

利用者数が減尐し、収入も尐ないため、直近５年においては、約 5,000 万円から 6,000

万円の収支赤字が毎年発生している。 

支出額のうち、主なものは委託料であり、リバウェル井川運営組合に対し、約 3,000

万円の管理運営業務委託費が毎年支払われている。 

 

オ．集客増加等への取り組み 

 

平成 22 年度において、市では、国が経済危機対策として創設した「地域活性化・経

済危機対策臨時交付金」を活用し、夏でもスキーが出来る「次世代スノーマット」の敷

設を行っている（費用 15,415 千円）。平成 23 年度には、現在の冬季だけの営業から、

オールシーズンでの営業となり、営業日数の増加と集客の増加を目指している。 

リフトについても同交付金を活用し、従前の吊り下げ式のリフトから、ベルト式カー

ペットのリフトに変更している（費用 36,540 千円）。吊り下げ式のリフトは、法規制に

より、多数の管理人員と多額の保守費用が必要となっていたが、ベルト式のリフトは保

守管理が容易なため、保守管理コストの引き下げを見込んでいる。 

また、市では、夏季の営業を開始する平成 23 年度に向けて、隣接の県民の森や井川

尐年自然の家、さらには地域住民と連携し、井川高原の自然・気候を活用したエコツー

リズム体験メニューの導入を図るなど、地域が一体となった体験・滞在客の受入れを目
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指した取組みを計画している。 

これらの取り組みについて、どのくらいの効果があるのかは、今後の実績を見てから

の判断となる。 

 

カ．井川地域の人口推移等 

 

 
（注）高齢化率は 65 歳以上の人口が占める割合である。 

 

井川地域の人口は平成２年には 1,112 人であったが、平成 22 年には 622 人にまで減

尐しており、住民の流出率が高くなっている。また、65 歳以上の人口が 50％超を占め

ており、住民の高齢化も進んでいる。 

住民の流出、高齢化に加え、井川地域の地場産業である農業、林業、建設業が低迷し

ていることから、現状では、市がリゾート施設を運営することよりも、地元の雇用を維

持する役割が大きくなっていると考えられる。 
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（２）結果 

 

【指摘事項】 

 

リバウェル井川スキー場の利用者数は、平成２年には 50,000 人を超えていたが、平

成 18 年以降は 10,000 人を下回り、平成 21 年には約 6,000 人まで減尐している。利用

者数からすると、「山間地の振興を図るとともに、市民の健全な余暇の利用に供する」

という目的が達成できているとは言い難い。また、利用率の低さに加え、長期間赤字が

継続している事実からすると、費用対効果にも問題がある。スキー場の運営という事実

だけで見ると、事業の継続が困難な厳しい状況にある。 

もともとリバウェル井川は、井川地域を通年リゾート地として開発する目的で作られ

たスキー場である。しかし、設置から 20 年以上が経過し、地場産業の衰退、人口の流

出、住民の高齢化など、井川地域を取り巻く環境も大きく変化し、現在では、地元の雇

用対策としての存在意義が強くなっている。 

リバウェル井川の問題は、静岡市にとっては、スキー場運営の問題というよりも、井

川地域全体に対する振興策の問題と考えられる。 

中山間地の振興について、静岡市では、「静岡市中山間地域総合振興計画」を策定し、

「山村と都市が共生・共有するまち」を目指し、「中山間地域集落の再生・生涯元気集

落の構築」に取り組んでいる。しかし、将来的に井川地域全体をどのようなまちにした

いのかという、具体的な方向性までは示されていない。 

まずは、地元住民との協議・検討を今以上に重ね、井川地域全体を具体的にどのよう

なまちにしていくのかという方向性を明確にすることが必要である。 

また、井川地域の具体的な方向性が決まった時には、そもそもスキー場で人を呼び込

むことが中山間地振興策として必要なのか、スキー場の必要性についても改めて検討す

る必要がある。 
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８．静岡市土地開発公社及び静岡市土地開発基金が保有する長期保有土地 

 

（１）概要 

 

ア．静岡市土地開発公社が保有する長期保有土地 

  

静岡市土地開発公社が保有する土地のうち、平成 21 年度末時点において取得年度か

ら５年を越えて保有している長期保有土地（以下「長期保有土地」という。）は下記の

表のとおりである。ここで、静岡市土地開発公社は、「公有地の拡大の推進に関する法

律（以下「公拡法」という。）」に基づき、土地の取得・管理・処分等を行うことにより

地域の秩序ある整備と住民福祉の増進に寄与することを目的とした組織であり、公共施

設、公営企業用地、市街地開発事業用地、観光施設事業用地及び住宅用地の取得、造成

その他の管理及び処分を行うことを業務としている。この静岡市土地開発公社が取得し

た土地については、静岡市の再取得計画により買い戻されることとなっているものの、

静岡市の財政事情等から買い戻されない長期保有土地がある。こうした長期保有土地は、

年々借入金利息が土地の取得価額に算入されることから、地価が下落する経済情勢下に

おいては含み損を抱えやすく、最終的にこうした含み損を静岡市が財政負担するために

市民からもその動向は注目される。 
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静岡市土地開発公社が保有する長期保有土地 

事業用地の名称 所管 地積（㎡） 21 年度帳簿価額（円） 

押切南雤水貯留施設整備事業用地 土木事務所 13,650.17 1,651,439,318 

（仮称）三保羽衣資料館用地 文化財課 8,155.90 911,381,010 

南幹線拡幅代替地 東静岡駅周辺整備課 2,125.55 597,684,917 

嶺神明伊佐布線代替地 街路課 4,071.35 572,139,031 

有度山総合公園（第２期）整備事業用地 公園整備課 46,763.00 569,025,563 

大内新田公共施設用地造成事業用地 健康づくり推進課 4,162.99 360,843,622 

駅北自転車等駐車場用地 交通政策課 275.10 330,958,320 

辻町北脇線代替地 街路課 1,657.78 299,372,696 

馬渕公園整備用地 公園整備課 877.86 257,145,843 

浅畑緑地整備用地 公園整備課 5,280.00 248,084,720 

大谷土地区画整理換地調整用地 大谷区画整理推進課 1,270.00 218,482,562 

区画整理換地・暫定道路設置用地 東静岡駅周辺整備課 630.00 211,887,404 

日の出町押切線代替地 街路課 839.00 178,116,119 

清水駅周辺市街地再開発事業代替地 清水駅周辺整備課 349.03 152,260,472 

都市計画道路残地 街路課 352.87 144,322,848 

日出町高松線事業用地 街路課 214.32 139,164,971 

(仮称)静岡市こどもクリエイティブタウン整備用地 産業政策課 321.27 119,047,904 

都市計画道路代替地 街路課 460.64 99,159,563 

日の出地区再開発等公共事業代替地（鶴舞） 産業政策課 772.18 89,044,799 

中央幹線拡幅代替地 東静岡駅周辺整備課 311.91 75,181,254 

大谷姥ヶ谷緑地整備用地 公園整備課 2,336.54 70,242,290 

一里山長崎線事業用地 街路課 220.82 66,281,412 

市道羽衣本村１号線代替用地（蛇塚） 道路整備第３課 659.74 66,041,475 

草ヶ谷大内線代替地 街路課 418.32 55,503,801 

都市拠点総合整備事業代替地（愛染町） 清水駅周辺整備課 343.28 53,139,105 

清水駅東口袖師線改良事業用地（愛染町） 清水駅周辺整備課 1,664.92 45,803,622 

光アクセス施設用地 東静岡駅周辺整備課 61.14 18,369,272 

計 98,245.68 7,600,123,913 
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イ．清水市土地開発公社からの土地取得 

 

平成 15 年４月１日に静岡市と清水市は合併しているが、これに伴い両市の土地開発

公社も何らかの方法により統合することが必要であり、総務省が示した方法においても、

市町村合併同様に合併する合併方式と、一方の土地開発公社が他方の土地開発公社の保

有土地を買取る買取方式が示されている。 

静岡市土地開発公社と清水市土地開発公社は、平成 15 年 1月 17 日において「合併に

関する確認書」を締結し、静岡市土地開発公社が清水市土地開発公社の保有していた土

地を購入時点の帳簿価額（借入金利息を加算しない金額）で買取ることとし、平成 15

年３月 31 日にその買取が行われたうえで合併している。このような方法を採用した理

由としては、買取方式のほうが合併方式よりも統合事務を効率的に進められるうえ、ど

ちらの方式によっても保有土地を帳簿価額で引き継ぐという意味では結果的に同じで

あり、両方式とも総務省が示した方法の一形態であることから適当であると考えたから

である。 

 

ウ．長期保有とならないような適切な対策（予防策や仕組み等） 

 

静岡市においては、不要な土地の取得や長期保有の発生を予防するために以下のよう

な基本方針を設定するとともに、土地取得等検討委員会を設けて審議を行っている。具

体的には、所管担当課からその上部組織の担当部局での意思決定を経て、土地取得等検

討委員会にてその必要性や妥当性を判断し、特に重要な案件については経営会議でも審

議される。この土地取得等検討委員会及び経営会議は経営管理局経営企画部経営企画課

が所管している。さらに、すでに決定した将来の用途や処分の方針を見直す場合にも同

様の審議過程で審議される。 

 

ここで、「静岡市の土地取得に係る基本方針」は下記のとおりである。 

・取得目的が明確でない土地の取得はできない。 

・代替地等の有効利用、遊休土地等の処分を積極的に進めるため、平成 15 年度から

新規の代替地先行取得は認めていないため、隣接地所有者等との調整を積極的に行

う。 

・土地開発基金による公有地の先行取得は、市街化調整区域及び白地（都市計画区

域外）の区域を対象とし、静岡市土地開発公社による先行取得は市街化区域を対象

とする 

・土地取得等検討委員会で決定を受けることにより、予算要求、不動産鑑定評価、

測量などの事務手続きを行うことができる。 
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前記のとおり、平成 15 年度から新規の代替地の取得は禁止されており、取得目的が

明確なものでない土地も取得できないこととされている。 

次に、土地取得等検討委員会については、「静岡市土地取得等検討委員会設置要綱」

（以下「設置要綱」という。）が制定されており、当該設置要綱に従った運用がなされ

ている。設置要綱によれば、委員長は経営管理局経営企画部長、副委員長は建設局道路

部長、委員会メンバーには経営管理局行政管理部長、財政局財政部長、都市局都市計画

部長、建設局土木部長及び上下水道局下水道部長並びに教育委員会事務局教育部長で編

成される。そのうえで、議事は出席者の３分の２以上の賛成により決定することになっ

ている。なお、特に重要な案件であれば、市長の意思決定に必要な協議を行う経営会議

でも審議されることになっており、最終的に予定価格 80 百万円以上かつ面積１万㎡以

上の土地の買入れには市議会の議決を経なければならない（地方自治法第 96 条第１項

第８号、静岡市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３

条）。 

このように、充分な審議を経てから土地の取得を行うという仕組みが設けられている

とともに、安易な取得や長期保有が懸念されるような土地の取得を防止するためのルー

ルが設定され、長期保有とならないような適切な対策がとられている。 
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エ．静岡市土地開発基金で保有する土地 

 

静岡市土地開発基金で保有する土地は下記の表のとおりであり、これらは公園整備

課、土木事務所、東静岡駅周辺整備課及び市街地整備課で管理されている。ここで、

静岡市土地開発基金は、公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取

得する必要のある土地をあらかじめ取得することにより、事業の円滑な執行を図るた

めに設置されている（静岡市土地開発基金条例第 1条）。土地開発基金により取得する

土地の範囲は、都市計画事業用地等で先行取得の事前確認を得て公共用地取得事業会

計で取得する土地及び起債対象用地で許可された起債額に対応する土地を除いた土地

で、事業の円滑な執行上あらかじめ確保することが必要であると認められる土地であ

るとされる（静岡市土地開発基金運用要綱第４条）。 

しかしながら、静岡市の財政事情等から土地開発基金で取得された土地には取得後

５年を越えて保有している長期保有土地が存在している。こうした長期保有土地は、

地価が下落する経済情勢下においては含み損を抱えやすく、最終的にこうした含み損

を静岡市が財政負担するために市民からもその動向は注目される。 

 

静岡市土地開発基金で保有する土地 

事業用地の名称 地積（㎡） 台帳金額（円） 

有度山総合公園事業用地 6,628.00 60,062,936 

（仮称）大谷水上公園事業用地 586.00 92,283,060 

（仮称）大谷片山公園事業用地 1,000.00 157,883,080 

（仮称）大谷片山公園事業用地 639.00 102,963,620 

（仮称）大谷水上第二公園事業用地 998.00 138,530,096 

（仮称）大谷水上第二公園事業用地 1,102.00 152,207,100 

（仮称）恩田原公園事業用地 999.00 141,105,040 

浅畑緑地整備事業用地 1,953.00 69,722,100 

浅畑緑地整備事業用地 462.00 16,170,000 

浅畑緑地整備事業用地 2,274.00 78,453,000 

東静岡駅周辺土地区画整理事業換地調整用地 307.00 47,700,000 

能島雤水貯留施設整備事業用地 267.00 17,861,000 

東部地域区画整理事業用地取得事業用地 4,351.00 107,750,300 

計 21,566.00 1,182,691,332 
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オ．監査の対象とした長期保有土地 

 

監査の対象とした土地は、平成 21 年度末時点の長期保有土地であり、静岡市土地開

発公社については金額が１億円を超える 17 件、静岡市土地開発基金については全 13件

である。 

なお、監査の対象とした長期保有土地の状況を記載することは有用であると考え以下

に記載する。 

 

（ア）監査の対象とした静岡市土地開発公社が保有する長期保有土地 

 

監査の対象となった長期保有土地の処分方針は下記の表のとおりであるが、これらの

長期保有土地は、事業遂行の過程で発生した何らかの問題を契機に長期保有となってい

るものが多い。しかし、長期保有の要因が取得理由の不十分さにあるのではないかと思

われるものや、事業遂行の過程において事前に何らかの対策を講じれば長期保有となる

ことをある程度防止することができたのではないかと思われるものもある。下記の表に

おいては、長期保有の要因が取得理由の不十分さにあるのではないかと思われるものに

ついては「①に該当」と表記し、事業遂行の過程において事前に何らかの対策を講じれ

ば長期保有となることをある程度防止することができたのではないかと思われるもの

は「②に該当」と表記している。 
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静岡市土地開発公社が保有する長期保有土地の処分方針 

事業用地の名称 事業の状況（長期保有の要因） 今後の処分方針 

押切南雤水貯留施設整備事業

用地 

 

巴川流域では巴川流域整備計画において放水

路が完成したが、なおこの遊水池の遊水量が必要

となったため、恒久的に必要な遊水池として整備す

ることとなり清水市土地開発公社が取得した。しか

し、財政状況の悪化により、遊水池公園整備の予

定が遅れており買い戻しのない状況が継続してい

た。 

平成 21 年４月に特定都市河川浸水被

害対策法が巴川流域に適用され、雤水貯

留浸透施設の確保が義務付けられたた

め、事業を進めており、平成 28 年度以降

に買い戻しを予定している。 

（仮称）三保羽衣資料館用地 

【①に該当】 

清水市土地開発公社において、美術館を中心と

した三保の観光ビジターセンター施設の用地として

取得したものの、後に当該用地が都市計画法の制

約から施設建設が困難なことが判明し、その後財

政状況の悪化から、施設整備の見込みがたたず、

買い戻しがされていない状態が継続していた。 

現保有地の近隣において、三保生涯

学習交流館（児童館と羽衣資料館併設）

の移転が検討されているため、当該施設

と三保の松原を一体的観光施設として機

能させるうえでの駐車場用地又はバスタ

ーミナルでの活用を検討している。 

南幹線拡幅代替地・ 

区画整理換地暫定道路設置 

 

当該地は東静岡地区新都市拠点整備事業地区

内の土地区画整理事業にあたり静岡市土地開発

公社が取得した用地で区画整理施行区域内にあ

り、現在は土地区画整理事業施行中である。 

取得した従前地は権利分として他へ換

地された後、売却処分する予定である。

平成 21 年度に他に先行取得した用地（光

アクセス施設用地、区画整理換地・暫定

道路、中央幹線拡幅代替地）もまとめ、他

の市有地と一体化して有効活用を図るた

め、東静岡駅北口の国道１号線沿いに集

約換地している。平成24 年度再取得の予

定となっている。 

嶺神明伊佐布線代替地 当該地は都市計画道路嶺神明伊佐布線の近郊

にあり、清水市土地開発公社が代替地として取得

したものであるが、その取得希望がなかったもので

ある。 

嶺神明伊佐布線の代替地としてだけで

はなく、新東名高速伊佐布 IC 接続道路周

辺にある草ヶ谷大内線も含めた代替地と

して活用する方針である。当該周辺道路

整備事業は平成 18 年から 29 年までとな

っており、買い戻しを前提に現在事業所

管部局と所管替え手続の協議中である。 

有度山総合公園（第２期） 

整備事業用地 

平成元年の有度山総合整備計画の一環で計画

された、池田山総合公園（仮称）の施設型公園整

備用地として、65.4ｈａのうち 11ha を静岡市土地開

発公社が先行取得したものである。しかし、財政状

況の悪化から計画が進まず、全体面積が広大なこ

平成 22 年度から有度山総合公園第２

期工事に着工しており、平成 23 年度まで

に買い戻しを完了する予定である。 
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とから、現在もすでに買収してあった市有地、土地

開発基金での取得地、公社保有地が点在する形

になっている。 

大内新田公共施設用地 

造成事業 

【②に該当】 

平成６年に旧社会保険庁が所有する社会保険

桜ケ丘総合病院の移転候補地として、清水市に用

地確保の要望があり、その後平成 10 年に静岡県

企業局、清水市及び清水市土地開発公社にて協

定を締結し、静岡県企業局による用地買収及び造

成工事完了後に清水市土地開発公社が 3.3ha 取

得の上で国に売却予定であった。平成 12 年度に

社会保険庁へ 2.9ｈａを売却したが、国の予算の関

係上それに留まり、現在はその残地 0.4ｈａを公社

が保有している。なお、この事業の事業主体は国

であることから、静岡市では事業遂行に関する管

理はできないとのことであり、要望をするにとどま

る。 

当該地については、合併前の清水市と

清水市土地開発公社の業務委託契約に

おいて同公社から国に直接売却できると

なっているため、同市の債務負担行為は

とっていないものの、同市の依頼で取得し

た経緯から、最終的には静岡市が取得す

る予定でいるが、同病院の移転計画が正

式に決定した折には、国に対し病院用地

としての利用を打診する予定でいる。な

お、当該地を除いた用地の売却を行った

後、経済状況の悪化、社会保険庁の不祥

事などにより、病院の移転、建設そのもの

が不明確となり、国から残地取得の話は

出ていない。静岡市は清水区内での同病

院の地域での必要性や耐震性の問題か

ら、早期移転新設要望を国に再三にわた

り提出している。平成22年10月の市議会

質問においても本件が取り上げられ、そ

の後 10 月、11 月の二度にわたり国に要

望書を提出しているが、現時点では社会

保険病院の今後の在り方等については

示されていない。静岡市としては、国にお

いて病院移転の可否が決定されない限り

用途が定まらず、他の事業用途による利

用も検討することができない状況にある。 

駅北自転車等駐車場用地 

【②に該当】 

JR 静岡駅周辺の自転車等駐車場（駐輪場）確保

のため、公拡法に基づいて静岡市土地開発公社

が先行取得した用地である。その後財政状況の悪

化、さらには近隣に駐輪場が整備できたことによ

り、緊急性が低下し、買い戻しがされない状況が継

続している。 

先行取得から 10 年が経過し、かつ都

市計画の変更等により将来にわたり都市

施設・収容対象事業等の事業の用に供さ

れる見込みがないと認められた場合に

は、都市再生整備計画、認定地域再生計

画に位置付けられる事業、都市の健全な

発展と秩序ある整備に資するものとして

政令に定める事業に利用できるため、駐

輪場以外の用地利用を含め検討を行う。 
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辻町北脇線代替地 都市計画道路辻町北脇線の近隣の代替地とし

て清水市土地開発公社が取得したものの、代替地

として取得希望がなかったものである。 

一般に売却処分を行っていく。一部に

一体の土地で画地が広いため処分方法

の検討が必要である部分があるが、区画

を分割する等して一般へ売却を検討して

いく予定である。買い戻し予定は平成 27

年度までとなっている。 

馬渕公園整備用地 

【②に該当】 

昭和 24 年の都市計画決定により一部を静岡市

土地開発公社が先行取得したものである。しかし、

財政事情からその後の土地取得が捗らないでいる

うちに、付近の住宅地化が進み、点在する現在で

は買収が困難になっている。計画区域内では一部

公園として 0.34ｈａが供用開始しているが、静岡市

土地開発公社保有地はその部分とも離れているた

め事業化が見込めず、買い戻しがされない状態が

継続している。 

一部は買い戻しして公園整備にも着手

したが、その後２筆については都市計画

決定が見直しできない限り処分すること

はできない。 

浅畑緑地整備用地 浅畑遊水池の緑地整備事業の用地として静岡

市土地開発公社が取得したが、当該事業について

はかなりの事業費を要するため、財政状況の悪化

から計画が進んでいない。 

平成 21 年度に静岡県及び NPO と「巴

川流域浅畑遊水池自然再生協議会」を設

置して整備計画を策定した。現工区の中

で第１工区の整備終了後に、第３工区の

当該地の買い戻し及び整備を行う予定で

ある。 

大谷土地区画整理換地 

調整用地 

区画整理事業の調整用地として使用する計画で

静岡市土地開発公社が取得したが、同公社保有

地は比較的面積が大きいため、調整が後になって

いる経緯がある。平成 21 年８月 24 日に仮換地指

定率 100%となるまで、換地調整用地として必要で

あったため保有している。 

単独で利用できる土地は公募により、

また、単独で利用できない土地は隣接地

権者への随意契約により、それぞれ処分

する方針である。なお、事業終了年度は

平成 24 年度であり、全６筆のうち平成 22

年度に 2 筆買い戻し、残り４筆は平成 23

年度に買い戻しする計画である。 

日の出町押切線代替地 都市計画道路日の出町押切線事業用地の近郊

で代替地として清水市土地開発公社が取得したも

のの、当該都市計画道路のこ道橋工事に伴う作業

ヤードとして使用している。 

街路事業完了後の平成 25 年度以降に

一般に売却予定である。 

清水駅周辺市街地 

再開発事業代替地 

 

真砂町１－１地区優良再開発構想に伴う用地確

保を目的に清水市土地開発公社が取得したもので

ある。しかし、再開発事業自体が進捗しておらず、

当該構想の進捗が滞っている。 

取得時には、近い将来に優良再開発事

業の可能性があると考えて先行取得した

ものであるが、地権者との協議の結果、

事業自体が滞っており、再開発事業等に
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伴う代替地としての活用を検討する。 

都市計画道路残地 都市計画道路宮前岳美線事業用地の残地を代

替地として静岡市土地開発公社が確保したが、取

得希望がなかったため保有している。 

都市計画道路事業自体は平成 23 年度

終了予定であるが、認可の延伸も予定し

ている。事業終了後に２筆に分筆して一

般に売却処分する予定である。 

日出町高松線事業用地 八幡地区区画整理区域内にあり、区画整理事業

に合わせて施工する計画で静岡市土地開発公社

が取得した。しかし、区画整理が中止となり長期間

進捗がなかった。 

現在街路事業として道路のみ施工する

こととし、平成 24 年度末に街路事業の認

可を取得する予定である。当該地は都市

計画道路丸子池田線との交差点用地と

なることから、事業認可後には日出町高

松線事業用地として買い戻しする予定で

ある。 

（仮称）静岡市こどもクリエイテ

ィブタウン整備用地 

地方銀行より買取申し出があり、清水駅西土地

区画整理事業用地として清水市土地開発公社が

取得した。 

土地区画整理事業の遅れにより、再取

得も遅れていたが、再開発事業も始まり、

平成 23 年度に買い戻しを行う。 
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上記表の「①に該当」する土地及び「②に該当」する土地については、その取得が静

岡市の債務負担行為等により将来的に市民負担となることを鑑みれば静岡市としては

重要な課題として捉えるべきではないかと思われる。 

 

（イ）監査の対象とした静岡市土地開発公社が保有する主な長期保有土地の含み損益 

  

静岡市土地開発公社では、公営企業会計制度上の要請ではないが、平成 13 年度包括

外部監査で監査人から意見として提出された「土地開発公社が取得原価相当額で市に売

却できるために含み損を認識する必要がないとはいえ、静岡市ではその含み損を抱える

ことになることから含み損を確認することが望ましい」を参考にするとともに、会計監

事からの要請により任意で平成 21 年１月１日現在の固定資産税評価額の７割割戻価格

を算定し、これを時価評価推計額として計算している（ただし、有度山総合公園整備事

業用地は不動産鑑定評価額による。）。 

当該時価評価推計額は平成20年度末帳簿価額11,079百万円に対し固定資産税評価額

5,417 百万円、時価評価推計額 7,739 百万円であり、平成 20 年度末時点で静岡市土地

開発公社から静岡市が買い戻すと仮定した場合に静岡市が負担するであろう含み損（以

下「含み損」という。）は 3,340 百万円となっている。なお、平成 21 年度に実施した時

価情報によれば、主な長期保有土地の含み損益状況は下記の表のとおりである。 

こうした時価情報の入手と含み損益の把握については、土地開発公社経理基準要綱第

25 条において制度上の要請がないため、毎年度実施するかどうかは未定とのことであ

る。 
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静岡市土地開発公社が保有する主な長期保有土地の含み損益の状況 

（単位：円） 

事業用地の名称 20 年度帳簿価額 時価評価推計額 評価差額 下落率 

嶺神明伊佐布線代替地 567,817,227 344,166,698 △ 223,650,529 -39.3% 

有度山総合公園（第２期）整備事業用地 1,116,444,827 231,010,000 △885,434,827 -79.3% 

馬渕公園整備用地 255,420,712 137,485,971 △ 117,934,741 -46.1% 

日出町高松線用地 138,231,346 36,434,400 △ 101,796,946 -73.6% 

日の出町押切線代替地 176,770,671 110,372,412 △ 66,398,259 -37.5% 

南幹線拡幅代替地 592,639,623 573,898,500 △ 18,741,123 -3.1% 

都市計画道路残地 143,125,251 69,565,800 △ 73,559,451 -51.4% 

辻町北脇線代替地 359,294,793 226,026,492 △ 133,268,301 -37.0% 

大内新田公共施設用地造成事業用地 358,422,810 344,646,525 △ 13,776,285 -3.8% 

大谷土地区画整理換地調整用地 217,022,887 98,878,572 △ 118,144,315 -54.4% 

浅畑緑地整備用地 246,159,214 325,586,014 79,426,800 32.2% 

（仮称）静岡市こどもクリエイティブタウン

整備用地 
117,784,162 75,268,972 △ 42,515,190 -36.1% 

清水駅周辺市街地再開発事業代替地 151,110,332 50,858,657 △ 100,251,675 -66.3% 

区画整理換地・暫定道路設置 210,465,900 170,100,000 △ 40,365,900 -19.1% 

押切南雤水貯留施設整備事業用地 1,638,047,226 1,610,428,689 △ 27,618,537 -1.6% 

駅北自転車等駐車場用地 328,389,595 168,597,000 △ 159,792,595 -48.6% 

（仮称）三保羽衣資料館用地 904,777,238 512,143,914 △ 392,633,324 -43.4% 

合計 7,521,923,814 5,085,468,616 △2,436,455,198 -32.3% 

（平成 20年度帳簿価額には補償費が含まれている） 

上記の主な長期保有土地の含み損は合計 2,436 百万円である。 

 

 

 

（ウ）監査の対象とした静岡市土地開発基金で保有する長期保有土地 

 

監査の対象となった長期保有土地の処分方針は下記の表のとおりである。下記の長期

保有土地の中には、事業が進んでおり買い戻し予定がたっているものがあり、長期保有

の要因が取得理由の不十分さにある等事業の進行過程で発生した何らかの問題を契機

に長期保有となったと思われるものが１件（「①に該当」するもの）、事業遂行の過程に

おいて事前に何らかの対策を講じれば長期保有となることをある程度防止することが

できたのではないかと思われるものが１件（「②に該当」するもの）ある。 
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静岡市土地開発基金で保有する長期保有土地の処分方針 

事業用地の名称 事業の状況（長期保有の要因） 今後の処分方針 

有度山総合公園事業用地 平成 19 年から平成 23 年の計画のう

ち、平成 21 年度進捗は 52%で現在第２

期整備中である。 

平成 22 年度から有度山

総合公園第２期工事に着

工しており、平成 23 年度ま

でに買い戻しを完了する予

定である。 

（仮称）大谷水上公園事業用地 

【②に該当】 

巴川総合治水対策の一環として、大

谷川放水路の整備が市民要求から求め

られた経緯より、大谷地区の一部につい

て将来の換地を見越して取得したもので

ある。しかし、経済情勢や地価相場の状

況が厳しいことと都市計画が不明という

点から、将来の区画整理及び買い戻し

の予定はたっていない。 

 

「静岡市都市計画マスタ

ープラン」に基づき市街化

の検討を行っている。その

市街化方針により事業を進

め、将来の東名高速スマー

トインターチェンジ用地とし

ても検討している。しかし、

当該事業化については構

想段階であり具体的な計画

とはなっていない。 

（仮称）大谷片山公園事業用地 

【②に該当】 

（仮称）大谷片山公園事業用地 

【②に該当】 

（仮称）大谷水上第二公園事業用地 

【②に該当】 

（仮称）大谷水上第二公園事業用地 

【②に該当】 

（仮称）恩田原公園事業用地 

【②に該当】 

浅畑緑地整備事業用地 巴川多目的遊水地事業の第３工区の

一部である。事業は現在第１工区が進

行し、次に第３工区を予定しており順次

用地取得している。ただし、当該事業は

静岡県の河川事業計画と関連すること

から、その事業計画の変更等の影響を

受ける可能性がある。 

平成 21 年度に静岡県及

び NPO と「巴川流域浅畑遊

水池自然再生協議会」を設

置して整備計画を策定し

た。現工区の中で第１工区

の整備終了後に、第３工区

の当該地の買い戻し及び

整備を行う予定である。 

浅畑緑地整備事業用地 

浅畑緑地整備事業用地 

東静岡駅周辺土地区画整理事業換

地調整用地 

市立長沼保育園の運動場として借地

していた用地を、東静岡駅周辺土地区

画整理事業の地域内として取得した。現

在は換地調整用地として使用している。 

 

現在換地指定は未指定

となっているが、他の市有

地と一体化して有効活用を

図るため東静岡駅北口の

国道１号線沿いに集約換

地する。平成 24 年度再取

得の予定となっている。 
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能島雤水貯留施設整備事業用地 巴川総合治水の一環として和田川治

水のための雤水貯留施設整備事業によ

り、旧清水市が平成 12 年、14 年に取得

したものである。現在用地取得を順次進

めており、約 18%程度まで取得している。 

引き続き取得を進め、平

成 27 年度までに買い戻し

する予定である。 

東部地域区画整理事業用地 

取得事業 

【①に該当】 

旧蒲原町が平成 15 年から取得した区

画整理事業用地である。旧蒲原町には、

土地区画整理事業に対する補助制度が

なく、公共管理者負担として道路や公園

用地を取得している。当該区画整理事業

は約 86%の地権者の同意のもとで準備

組合を設立し事業化のための作業が進

められてきたが、現状ではその進行が頓

挫しており準備組合の解散さえ検討され

ている。 

 

静岡市は区画整理準備

組合に対して法的拘束力を

与えることができないため、

準備組合が解散するか否

かにより保有する土地の処

分の影響を受けることにな

る。すなわち、事業が進行

せず施行区域内の地権者

が土地を民間ディヴェロッ

パー等に売却するようなケ

ースもあるため、静岡市の

保有する部分の土地も民

間売却等が可能と思われ

る。 

 

上記の「①に該当」するもの及び「②に該当」する土地については、その取得費が静

岡市民の負担となっていることを鑑みれば静岡市としては重要な課題として捉えるべ

きではないかと思われる。 

 

（エ）監査の対象とした静岡市土地開発基金で保有する長期保有土地の含み損益 

 

静岡市では、平成 13 年度包括外部監査で指摘事項となったことから、土地開発基金

で保有する土地については、路線価データに基づいた時価評価を行っている。当該時価

評価の結果によれば、土地開発基金で保有する土地の平成 21 年度末帳簿価額 1,182 百

万円に対し時価評価推計額は 988 百万円であり、含み損は最大 194 百万円で下落率は

16.4%となっている。従って、下落率から考えれば重要な含み損の発生とまでは認定で

きないと考えられる。 

しかしながら、合計額の 194 百万円には処分方針が予定されている事業用地の含み益

が含まれてそれが相殺されているため、処分方針が予定されている事業用地（有度山総

合公園事業用地・浅畑緑地整備事業用地・東静岡駅周辺土地区画整理事業換地調整用

地・能島雤水貯留施設整備事業用地）を除いた、処分未定の事業用地だけを抽出して考
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えるべきである。この処分未定の事業用地に係る含み損の合計は 278 百万円であり、下

落率は 31.2％に達することがわかる。 

 

静岡市土地開発基金で保有する長期保有土地の含み損益の状況 

（単位：円） 

事業用地の名称 取得価額 時価評価推計額 評価差額 下落率 

有度山総合公園事業用地 60,062,936 15,244,400 △44,818,536 -74.6% 

（仮称）大谷水上公園事業用地 92,283,060 42,185,040 △50,098,020 -54.3% 

（仮称）大谷片山公園事業用地 157,883,080 76,676,218 △81,206,862 -51.4% 

（仮称）大谷片山公園事業用地 102,963,620 49,099,145 △53,864,475 -52.3% 

（仮称）大谷水上第二公園事業用地 138,530,096 72,293,893 △66,236,203 -47.8% 

（仮称）大谷水上第二公園事業用地 152,207,100 79,661,667 △72,545,433 -47.7% 

浅畑緑地整備事業用地 69,722,100 115,469,172 45,747,072 65.6% 

浅畑緑地整備事業用地 16,170,000 27,315,288 11,145,288 68.9% 

浅畑緑地整備事業用地 78,453,000 134,447,976 55,994,976 71.4% 

（仮称）恩田原公園事業用地 141,105,040 76,733,768 △64,371,272 -45.6% 

東静岡駅周辺土地区画整理事業換地調整用地 47,700,000 57,542,730 9,842,730 20.6% 

能島雨水貯留施設整備事業用地 17,861,000 24,028,072 6,167,072 34.5% 

東部地域区画整理事業用地取得事業用地 107,750,300 217,985,100 110,234,800 102.3% 

合計 1,182,691,332 988,682,469 △194,008,863 -16.4% 
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（２）結果 

 

ア．長期保有土地の解消に向けた取り組みについて 

 

（ア）長期保有の要因が取得理由の不十分さにあるのではないかと思われる土地につい

て 

 

長期保有の要因が取得理由の不十分さにあるのではないかと思われる土地に該当す

るものは、静岡市土地開発公社が保有する（仮称）三保羽衣資料館用地、静岡市土地開

発基金で保有する東部地域区画整理事業用地の２件である。 

これらの土地は、そもそも取得する際に、取得目的に適合した利用が可能か否か、利

用用途について市民ニーズが充分なものであるかについて充分な検証を行っておくべ

きものである。下記において具体的に一つずつ検討した。 

まず、（仮称）三保羽衣資料館用地については、都市計画法で美術館建築ができない

等の制約があることについて取得計画時に検証し、他の用途での取得や取得目的に適合

する他の用地を探索する等により長期保有土地の発生を抑えることができたのではな

いかと考えられる。次に、東部地域区画整理事業用地については、区画整理施行地域内

の地権者や準備組合のニーズを把握し、進行状況を見極めたうえで、公共管理者負担に

より道路や公園用地を取得していれば長期保有土地の発生を抑えることができたので

はないかと考えられる。 
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（イ）事業遂行過程で対策を講じれば長期保有を防止できたのではないかと思われる土

地について 

 

事業遂行過程で対策を講じれば長期保有を防止できたのではないかと思われる土地

に該当するものは、静岡市土地開発公社が保有する大内新田公共施設用地造成事業用地、

駅北自転車等駐車場用地、馬渕公園整備用地の３件及び静岡市土地開発基金で保有する

（仮称）大谷水上公園事業用地、（仮称）大谷片山公園事業用地、（仮称）大谷水上第

二公園事業用地、（仮称）恩田原公園事業用地（以下、まとめて「（仮称）大谷周辺公

園事業用地」という。）である。下記において具体的に一つずつ検討した。 

まず、大内新田公共施設用地造成事業用地については、静岡市として近年は旧社会保

険庁を管轄する厚生労働省に折衝しているものの、取得後暫くは現状のような頻繁な折

衝は行っていないことから、経済状況の悪化や社会保険庁の不祥事が発生する以前にお

いて処分を決定する機会があった可能性も否定できず、長期保有の発生を防ぐことがで

きたのかもしれないのである。次に、駅北自転車等駐車場用地については、当該用地取

得後に静岡駅近隣に駐輪場が設置された段階で取得目的を達成できないことが判明す

ることから、その時点で他の用途への転用若しくは処分について検討するべきである。

次に、馬渕公園整備用地については、都市計画決定が昭和 24 年まで遡るが、当該計画

は現状の周辺環境や市民ニーズとは大きく異なるはずであり、それは最近の社会情勢よ

りもずっと以前に理解できたはずである。それでも今なお都市計画を見直しせず都市計

画決定から 60 年以上経過して長期保有となっているということは、ある意味では長期

保有状況を放置しているのではないかと思われる。静岡市としての長期保有土地の管理

体制について疑問が残るものであり、早急な処分に向けた対応策が打ち出されるべきで

あろう。次に、（仮称）大谷周辺公園事業用地については、巴川総合治水対策の大谷川

放水路の整備はすでに終了しており、整備終了時に処分方針を明確にし、市民ニーズが

なければ取得目的を達成できず、その時点で都市計画を変更し他の用途への転用若しく

は処分について検討するべきである。 
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（ウ）長期保有土地対策について 

 

上述のように長期保有となっている土地は、社会情勢や経済環境等の変化により当初

の目的を達成できず、長期間にわたり保有せざるを得ない状況となっているといえる。

このように長期間にわたり土地を保有し続けることは、次のような問題があると考えら

れる。 

 

ａ．地価の下落 

バブル経済崩壊以降、地価の下落傾向は続いており、今後も地価の回復は見込まれな

いため、土地の時価は下落し簿価との差額が増大することになる。 

参考情報として、平成 12 年度以降の静岡市の地価公示対前年度変動率の推移を以下

に記載したが、地価の下落傾向に歯止めがかかっていないことがわかる。 

 

地価公示対前年度変動率の推移       （単位：%） 

区分 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

住宅地 △5.0 △3.5 △5.1 △6.3 △6.0 △4.1 △2.5 △0.2 1.5 △1.9 △2.2 

商業地 △9.7 △7.9 △8.2 △8.5 △7.3 △3.6 △1.0 1.9 7.9 △2.3 △3.0 

（国土交通省発表の地価公示資料より） 

ｂ．借入金利息による簿価の上昇 

静岡市土地開発公社は、金融機関からの借入金により用地を取得しているため、同公

社が保有する間、借入金利息が発生する。毎年度の借入金利息が簿価に加算されること

により、市の買取価格が上昇する。 

ｃ．未利用による機会損失の発生 

静岡市土地開発公社が保有する土地は、臨時駐車場として利用されているケースも見

受けられるが、実質、静岡市保有の未利用普通財産と同じであると考えられる。活用可

能な土地を未利用とすることにより、地域経済への貢献や固定資産税等市税収入を失う

などの機会損失が発生しているといえる。 

 

上記のような問題点を有している長期保有土地については、その早期解消に向けた具

体的な取り組みの必要があると考えられる。 

【指摘事項】 

長期保有する土地については、計画的に早期解消を図る必要があり、そのための民間

への売却や新たな利活用策を含んだ長期保有土地対策に関する基本方針の策定につい

て検討する必要がある。 
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イ．静岡市土地開発公社が保有する土地の含み損の発生と同公社の将来の在り方 

 

静岡市土地開発公社の在り方については、資産の有効活用というテーマから外れるか

もしれないが、長期保有土地対策と密接不可分な関係にあると考えられるため、敢えて

ここで記載している。 

 

（ア）概要 

 

平成 13 年度包括外部監査においても、監査人が静岡市土地開発公社のあり方につい

て意見を述べている。そこでは、「多額の含み損を抱えている現状から大きな転機を迎

えており、静岡市土地開発公社の今後の活用について静岡市全体で充分な議論を重ねる

ことが重要である」と述べられている。 

平成 13 年当時から現在まで９年経過しており、その間に静岡市と清水市が合併し新

静岡市となり、その後、蒲原町、由比町とも合併したため、市が保有する面積も増加し、

関連して長期保有土地も増加している。また、昨今の経済情勢の低迷により土地の時価

も上昇基調ではなく、それに伴い含み損の金額も増加している。 

こうした中で、結果で述べたとおり、現状の静岡市土地開発公社の長期保有土地に係

る含み損が 2,436 百万円であり、これだけの含み損があることを考えると、静岡市が同

公社から土地を買い戻した場合に静岡市の財政に与える影響を検討する必要がある。 

 

（イ）静岡市が静岡市土地開発公社から土地を買い戻した場合に負担する土地の含み損

について 

 

静岡市土地開発公社が保有するすべての土地について時価評価を行い、全保有地の含

み損益を把握すると、その金額は約3,340 百万円である（平成 20年度末帳簿価額 11,079

百万円と時価評価推計額 7,739 百万円の差額）。 

これらの含み損は静岡市と静岡市土地開発公社の契約により、将来静岡市が帳簿価額

で買い戻しすることとなっており、時価が現状よりも回復しない場合には約 33 億円の

含み損が静岡市に移ると考えられる。これは、言い換えれば約 33 億円の含み損を静岡

市の財政で負担することでもあり、それだけ市民負担を強いられることにつながり、静

岡市民にとっても重要な関心事として今後の大きな課題と考えられる。 

  



 

139 

（ウ）静岡市土地開発公社の将来の在り方について 

 

そもそも、静岡市土地開発公社は、「公拡法」に基づき、「地域の秩序ある整備を図る

ために必要な公有地となるべき土地等の取得及び造成その他の管理等」を行うことを目

的とし設立された。その設置の背景や公拡法の制度趣旨においては、高度経済成長期に

おける地価の高騰により、それが住宅用地や公共用地等の取得難を招き、地方公共団体

が住みよい街づくりを計画的に進める障壁になることが想定されており、銀行借り入れ

による迅速な資金調達と用地の先行取得等を可能にした静岡市土地開発公社の存在は、

当時の経済情勢を反映した市民ニーズに貢献し、そこで果たした役割は大きいものがあ

ったと言えよう。 

しかし、「公拡法」の制定後約 40年経過した今日では、制定当時とは異なり、事業が

長期化したことによる長期保有が発生し、バブル経済の崩壊や土地神話が崩れたことに

より長期保有土地の含み損が拡大している。 

また、当該公社が存続する間の運転コストの発生を防止することも重要である。平成

21 年度の一般会計損益計算書によれば人件費が 11,246 千円、経費が 76,272 千円かか

っており、運転コストが年間 87 百万円発生していることが分かる（静岡市事務職員援

助負担金 29,018 千円及び静岡市への利益還元金 23,348 千円を含む。）。 

このような背景を考慮したうえで、静岡市としては静岡市土地開発公社の在り方につ

いて今後充分な検討を行い、市民に納得させうるだけの方針を明確に打ち出すことが重

要である。 

【意見】 

上述のように、静岡市土地開発公社の在り方については、同公社が管理している保有

土地の現状や静岡市が負うであろう財政負担はもちろん、同公社が将来静岡市において

果たす役割や市民のニーズ等を含め、存続の必要性を今一度整理し、静岡市民にとって

充分納得のできる方針を打ち出すことが極めて重要であると考える。 

静岡市では、現在、静岡市土地開発公社の在り方に関し検討中であり、今後５年間で

同公社が保有する長期保有土地の処分を進めたうえで、５年後に改めて同公社の役割や

将来の在り方について議論していく、との方針を打ち出す予定である（監査時点でのヒ

アリング内容を記載）。 
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あとがき 

 

平成 22 年２月に静岡市は、「静岡市資産の活用に関する推進方針」を策定して資産の

有効活用に取り組んではいるものの、その内容はまだまだ戦略的な観点から十分ではな

いと考えられる。 

つまり、戦略的な取り組みの目指すべき理想の姿は、静岡市の所有している不動産（土

地及び建物）は、市全体最適な視点からみて有効に活用されているということである。

より具体的に述べると市民のニーズにあった行政サービスを提供するにあたり市が所

有すべき不動産の種類と量は最適であるか、かつ最適な配置がなされているかとの問い

かけに対して明確に答えることができなければならないものであると考える。 

この監査報告書が、今後、静岡市にとって資産の有効活用を戦略的に推進するための

一助になればと考える。 
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（参考情報） 

Ａ．市営住宅の状況 

（１）市営住宅一覧表 

 

羽  衣
（駒形通四

丁目）

1948 1,194 2,590 2 48 48 48 100 7,100 ～ 19,300
2K
 (39.06)

駒  形
（駒形通四

丁目）

1949 575 1,272 1 24 24 24 100 6,800 ～ 13,500
3K
 (36.77)

新  通
（駒形通四

丁目）

1949 560 1,272 1 24 24 24 100 6,900 ～ 18,300
3K
 (36.77)

住吉町
(住吉町二

丁目)

1950 1,051 1,267 1 24 24 24 100 7,100 ～ 25,000
3K
 (36.63)

三番町
(三番町)

1950～
1951

1,490 2,534 2 48 48 48 100 7,000 ～ 22,900
3K
 (36.63 ～ 37.28)

四番町
(四番町)

1951 1,105 1,267 1 24 24 23 95.8 7,400 ～ 25,800
3K
 (37.28)

堤  町
（堤　町）

1953～
1956

16,265 384 10 13 13 8 61.5 1,200 ～ 1,900

久保山
(井　川)

1957 1,820 135 5 5 5 1 20 2,000

秋山町
(秋山町)

1956 671 171 3 6 6 2 33.3 2,000

浅  間
（浅間町）

1957～
1958

994 2,544 2 48 48 29 60.4 6,700 ～ 20,800

後
期

上　土
(東千代田

二丁目）

（旧第２）

1961～
1966

67,970 11,075 17 40 234 274 227 82.8 8,300 ～ 37,800

2K
 (31.96 ～ 37)
3K
 (37.51)

油　山
(油　山)

1965 3,943 60 1 2 2 1 50 4,000

伝馬町新
田改良

（美川町三

丁目）

1968～
1970

8,585 1,514 10 262 262 152 58 4,800 ～ 41,300

1DK
 (32.7)
2DK
 (48.7 ～ 49.4)
3DK
 (65.4)

安倍口
(安倍口団

地)

1967～
1981

58,457 39 1,556 1,556 937 60.2 8,300 ～ 70,200

Ｓ40
年代
建設

前
期

家　賃　額
(円)

間　取　り
(㎡)

木造
簡耐
準耐

耐火 計

Ｓ20

年代
建設

前
期

後
期

Ｓ30
年代

建設

前
期

（葵区）

団　地　名
建設
年度

敷地
面積
(㎡)

延床
面積
(㎡)

棟
数

戸　　　　　　　　　　　数

入
居
戸
数

入
居
率

（％）
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辰起町
改良

（辰起町）
1971 4,145 3,984 2 90 90 89 98.9 10,800 ～ 19,300

2DK
 (37.33)

牧ヶ谷
改良

（牧ヶ谷）
1971 2,277 1 50 50 47 94.0 10,100 ～ 15,800

2DK
 (37.33)

牧ヶ谷
(牧ヶ谷)

1974 2,212 1 41 41 40 97.6 11,800 ～ 27,800

2DK
 (41.1)
3K
 (50.28)
3K+1K
 (68.71)

瀬  名
(瀬名六丁

目)

1975 3,731 3,433 2 74 74 65 87.8 11,900 ～ 40,400

2DK
 (41.4)
2DK+1K
 (59.83)

瀬名南
（瀬名一丁

目）

1976～
1977

18,061 15,723 6 264 264 258 97.7 14,600 ～ 55,100

3K
 (47.94 ～ 51.74)
4K
 (62.63)
3DK
 (47.94 ～ 61.36)
3K+1K
 (70.79 ～ 78.06)

若松町
(若松町)

1983 2,382 3,187 1 48 48 47 97.9 26,200 ～ 83,400
3DK
 (65.13）

北番町
（北番町）

1984 3,810 3,187 1 48 48 47 97.9 26,400 ～ 76,600
3DK
 (65.13）

上土
（旧第１）
（東千代田

二丁目）

1987～
1990

67,970 18,785 9 270 270 255 94.4 14,600 ～ 79,600

2DK
 (50.3 ～ 61.58)
3DK
 (60.3 ～ 65.66)

北第１木
造

(北)
1988 5,129 123 1 2 2 2 100 23,500

桜町高層
（桜町二丁

目）

1959～
1996

11,005 7,779 2 1 98 99 96 97 30,800 ～ 95,800

2LDK
 (69)
3LDK
 (69 ～ 74.2)

227,864 145,232 121 27 42 3,275 3,344 2494 74.6

戸　　　　　　　　　　　数

入
居
戸
数

入
居
率

（％）

家　賃　額
(円)

間　取　り
(㎡)

木造
簡耐
準耐

耐火 計

合　　計

団　地　名
建設
年度

敷地
面積
(㎡)

延床
面積
(㎡)

Ｓ60年

以降

建設

棟
数

Ｓ40

年代

建設

後
期

5,408

Ｓ50

年代

建設
前期
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（駿河区）

八　 　幡
(南八幡

町)
1951 6,950 290 10 10 10 8 80 1,000 ～ 2,300

曲 　　金
(曲金二丁

目)
1954 1,127 1,009 1 24 24 24 100 7,700 ～ 29,000

3K
 (37.51)

小 鹿 南
(小鹿二丁

目)
1958 1,037 63 2 2 2 2 100 2,500 ～ 19,300

向 ヶ 岡
（向敷地）

1955
1958

14,337 316 14 14 14 9 64.3 2,100 ～ 5,700

後期
有東改良
（有明町）

1961～
1968

16,594 17 440 440 412 93.6 7,500 ～ 23,300
2K
 (31 ～ 33.47)

桃　  園
（桃園町）

1975 2,737 3,561 1 52 52 49 94.2 13,900 ～ 56,500

3K
 (47.94)
3K+1K
 (70.23)

東新田高
層

(東新田四

丁目)

1977～
1979

19,776 35,262 3 428 428 414 96.7 19,700 ～ 70,700

3DK
 (55.9 ～ 60.13)
4DK
 (71.8)

用　  宗
（用宗四丁

目）

1985 1,538 3,709 1 40 40 37 92.5 22,200 ～ 84,800
3DK
 (55.02)

東新田西
(東新田五

丁目)

1990 5,752 3,051 2 40 40 40 100 28,000 ～ 73,700
3DK
 (61.94 ～ 65.34)

有東高層
（有明町）

1991 4,304 4,307 1 62 62 62 100 27,300 ～ 80,400

2LDK
 (60.43)
3LDK
 (69.33)

小鹿高層
(小鹿二丁

目)

1997
1999

10,579 12,063 2 158 158 153 96.8 22,100 ～ 111,100

1DK
 (46.2)
2DK
 (60.4)
2LDK
 (60.4 ～ 75.5)
3LDK
 (75.4 ～ 75.5)

富 士 見
（登呂三丁

目）

1955～
2007

41,571 14,696 6 3 234 237 208 87.8 14,400 ～ 100,100

1DK
 (42.5)
2DK
 (51.3 ～ 75.4)
3DK
 (64.5 ～ 66.85)
2LDK
 (60.4 ～ 62.45)
3LDK
 (73.9 ～ 75.5)

149,357 104,195 66 26 3 1641 1670 1577 94.4

54 98.2 23,000 ～ 48,900
3DK
 (61.45)

Ｓ60年
以降

建設

55 55

合　　計

3,708 1

105 97.2 12,500 ～ 53,700

2K
 (52.07)
2DK
 (40.59)
3DK
 (55.04)
2LDK+1K
 (56.78)

Ｓ50
年代

建設

前期

後期
中　  島
(中　島)

1982 4,692

5,566 5 108 108

S30
年代
建設

前

期

34,957
Ｓ40

年代
建設

後期
有  　東

（有明町）
1973
1978

間　取　り
(㎡)

木造
簡耐
準耐

耐火 計

家　賃　額
(円)

S20
年代
建設

後
期

団　地　名
建設
年度

敷地
面積
(㎡)

延床
面積
(㎡)

棟
数

戸　　　　　　　　　数

入
居
戸
数

入
居
率

（％）
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（清水区）

前
期

常盤町
(辻５丁

目)
1949 1,813 132 5 5 5 4 80 300

三　保
（三保）

1951～
1954

15,872 319 10 10 10 9 90 900 ～ 9,900

緑が丘
（緑が丘）

1952～
1999

11,410 1,276 9 8 20 28 26 92.9 900 ～ 74,400

2DK
 (39 ～ 46.92)
3DK
 (59.6)

辻
（宮下町）

1953 1,013 1,239 1 24 24 4 16.7 6,300 ～ 13,000

興津東町
（興津東

町）
1954 - - 1 6 6 0 - -

下野東
（下野東）

1955 11,647 34 1 1 1 1 100 2,000

草　薙
（草薙杉道

３丁目）

1956 1,481 759 1 18 18 12 66.7 7,500 ～ 22,100

中矢部
（中矢部

町）
1958 2,177 1,106 2 12 18 30 5 16.7 5,900 ～ 11,500

宮加三
（宮加三）

1959～
1962

3,045 1,394 4 16 18 34 11 32.4 8,200 ～ 17,900

日　立
（日立町）

1967 1,735 1,024 1 24 24 24 100 10,300 ～ 25,900
3K
 (42.55)

高　橋
（高橋一丁

目）

1967 1,438 680 1 16 16 16 100 10,300 ～ 19,600
3K
 (39.6)

吉　川
（吉川）

1967 2,089 1,272 1 32 32 32 100 8,700 ～ 19,600
2K
 (33.93)

興津中町
（興津中

町）

1967
1968

1,818 1,276 2 32 32 30 93.8 8,600 ～ 17,400
2K
 (33.93)

高　部
（石川新

町）

1968
1969

8,935 7,867 6 184 184 163 88.6 8,600 ～ 21,100

2K
 (33.93)
3K
 (38.7)

中浜荘
（蒲原中）

1967 - 776 2 16 16 15 93.8 7,700 ～ 14,800
2DK
 (49.6)

みはま荘
（蒲原四丁

目）

1967 - 601 1 12 12 11 91.7 7,700 ～ 24,600
3K
 (46.41)

日の出荘
（蒲原）

1968 - 794 1 16 16 15 93.8 7,700 ～ 36,200
2DK
 (47.4)

延床
面積
(㎡)

棟
数

戸　　　　　　　　　　　数
入
居
戸
数

入
居
率

（％）

Ｓ20
年代

建設
後

期

団　地　名
建設
年度

敷地
面積
(㎡)

間　取　り
(㎡)木造

簡耐
準耐

耐火 計

家　賃　額
(円)

S30
年代

建設

前

期

Ｓ40

年代
建設

前

期
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押　切
（押切）

1970
1971

9,732 8,621 5 200 200 151 75.5 9,100 ～ 40,600

2K
 (33.93)
3K
 (38.7)

蜂ヶ谷
（蜂ヶ谷）

1972 4,940 6,281 4 120 120 72 60 11,500 ～ 32,900
3DK
 (39.61 ～ 41.63)

能　島
（能島）

1973 9,242 7,278 4 150 150 137 91.3 11,200 ～ 20,400
3DK
 (39.61 ～ 41.63)

能島西
（能島）

1974 4,770 4,585 3 90 90 89 98.9 12,200 ～ 25,000

3K
 (41.8)
3DK
 (44.59)

新栄荘
（蒲原）

1970
1972

- 1,512 2 32 32 31 96.9 7,800 ～ 29,700

3K
 (43.67)
3DK
 (41.64)

由比南
（由比）

1970
1971

- 1,250 1 24 24 23 95.8 12,900 ～ 30,900
3DK
 (52.06)

折戸北
（折戸二丁

目）
1975 3,852 3,282 2 60 60 56 93.3 12,900 ～ 25,900

3DK
 (44.5 ～ 49.6)

押切東
（押切）

1976 1,976 3,474 2 60 60 60 100 15,400 ～ 28,500
3DK
 (48.69 ～ 51.68)

下野東
（下野東）

1972～
1977

11,647 6,431 3 112 112 106 94.6 11,100 ～ 31,800
3DK
 (40.76 ～ 53.81)

横　砂
（横砂南

町）
1977 2,227 1,790 1 30 30 28 93.3 15,700 ～ 30,200

3K
 (51.93)

折戸西
（折戸二丁

目）

1978 3,852 4,466 2 70 70 57 81.4 16,500 ～ 32,700
3DK
 (53.8 ～ 56.8)

興津東町
西

（興津東
町）

1978
1979

6,037 3,907 2 60 60 57 95 17,400 ～ 54,500
3DK
 (56.7)

大沢荘
（蒲原神

沢）

1978
1981

- 2,016 2 32 32 28 87.5 12,100 ～ 44,100
3DK
 (57.99)

町屋原
（由比町屋

原）

1979 - 1,378 2 24 24 24 100 14,600 ～ 34,900
3DK
 (57.39)

室　野
（由比東山

寺）
1979 - 1,003 1 16 16 14 87.5 13,900 ～ 34,400

3K
 (62.05)

下野南
（下野東）

1975～
1980

7,540 5,761 4 88 88 83 94.3 18,100 ～ 37,300
3DK
 (56.8 ～ 57.9)

羽　衣
（三保）

1979～
1986

22,898 13,109 8 192 192 173 90.1 18,400 ～ 48,900
3DK
 (57.9 ～ 62.7)

旭ヶ丘
（押切）

1982～
1988

14,434 10,155 6 144 144 132 91.7 19,800 ～ 54,500
3DK
 (60.16 ～ 62.77)

Ｓ40
年代

建設

後
期

建設
年度

敷地
面積
(㎡)

延床
面積
(㎡)

団　地　名

Ｓ50

年代
建設

前

期

後

期

棟
数

戸　　　　　　　　　　　数
入
居
率

（％）

家　賃　額
(円)

間　取　り
(㎡)木造

簡耐
準耐

耐火 計

入
居
戸
数
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（平成 21年度 公営住宅ストック総合活用計画より抜粋） 

※１ 家賃額は入居者の収入所得によって異なる。 

※２ 「簡耐」は簡易耐火構造、「準耐」は準耐火構造の略である。 

※３ 団地名の（ ）内は、所在地である。 

  

折　戸
（折戸三丁

目）

1965～
1994

27,423 21,536 14 304 304 266 87.5 8,100 ～ 79,800

2DK
 (60.1 ～ 61.3)
3DK
 (62.7 ～ 66.6)
2LDK
 (62.91)

船　越
（木の下

町）
1995 3,318 1,996 2 24 24 24 100 26,900 ～ 55,100

2LDK
 (62.02)
3LDK
 (73.76 ～ 77.25)

三光町
（三光町）

1995 1,918 3,125 1 36 36 33 91.7 28,100 ～ 104,300

2LDK
 (64.37)
3LDK
 (68.64 ～ 69.86)

北矢部
（北矢部

町）
1996 1,285 1,048 1 12 12 12 100 31,100 ～ 60,400

2LDK
 (70.41）
3LDK
 (76.86)

西久保
（西久保）

2001 2,577 2,918 1 41 41 39 95.1 25,900 ～ 80,700

2DK
 (49.6)
3DK
 (54.59 ～ 59.72)

清水追分
（追分四丁

目）

2005
2009

- 4,889 1 122 122 92 75.4 22,900 ～ 75,000

1DK (49.41)
2DK(55.37 ～
64.84)
3DK(65.61)
4DK(71.6)
3LDK(69.41 ～
71.6)

阿　僧
（由比阿

僧）
1987 - 1,111 1 16 16 16 100 22,300 ～ 55,800

3DK
 (72.09)

町屋原南
（由比町屋

原）

1997 - 1,370 1 21 21 19 90.5 22,500 ～ 76,400
3DK
 (68 ～ 80)

144,841 125 24 34 2,510 2,568 2,200 85.7

Ｓ60年
以降

建設

合　　計

建設
年度

敷地
面積
(㎡)

延床
面積
(㎡)

団　地　名
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数

戸　　　　　　　　　　　数
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居
率

（％）

家　賃　額
(円)

間　取　り
(㎡)木造

簡耐
準耐

耐火 計
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居
戸
数
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（２）入居要件 

 

 市営住宅の入居要件は以下の条件をすべて備えている必要がある。 

a. 申込日現在、静岡市に住民登録又は勤務場所があること 

b. すでに同居し、又は同居しようとする親族がある人 

ただし、単身者については、次のいずれかの要件を満たす必要がある。 

 申込日現在で満 60 歳以上の人、又は昭和 31 年４月１日以前に生まれた人 

 身体障害者手帳に記載された障害の程度が１級から４級までであること 

 戦傷病者手帳（特別項症から第６項症まで、又は第１款症）の交付を受けている

こと 

 生活保護受給者 

 原子爆弾被爆者の認定を受けていること 

 DV（配偶者からの暴力）被害者 

 ハンセン病療養所入所者等 

c. 現に住宅に困窮している人 

ただし、現在自家所有者で次のいずれかに該当する場合は申込が可能である。 

 売却若しくは解体予定の住宅に住む人で、入居手続きの時までに所有権移転後の

登記事項証明書又は取り壊しを証明する登記事項証明書を提出できる場合 

 競売事件、正当な事由による立ち退き要求等により自家所有者でなくなる人で、

入居手続き時までに所有権移転後の登記事項証明書で確認できる場合 

d. 申込をする日において、課税されている住民税を完納している人 

e. 確実な連帯保証人及び身元引受人がそれぞれある人 

f. 申込者及び同居予定者全員の過去１年間の収入から算出した金額が政令で定める

基準以下であること 

 なお、収入基準額の算出方法は以下のとおりである。 

（a）．収入を得ている方が１人の場合 

①給与所得者 

｛給与所得控除後の金額 －（申込者を除く同居親族数 × 38 万円 ＋ 特別控除

の合計額）｝÷ 12 ケ月 

②給与所得以外の所得のある方（年金・自営業等） 

｛所得金額の合計額   －（申込者を除く同居親族数 × 38 万円 ＋ 特別控除

の合計額）｝÷ 12 ケ月 

（b）．収入を得ている方が２人以上ある場合 

｛給与所得控除後の金額の合計額 ＋ 所得金額の合計額 －（申込者を除く同居親族

数 × 38 万円 ＋ 特別控除の合計額）｝÷ 12 ケ月 
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Ｂ．学校施設の状況 

（１）施設状況一覧 

a.小学校 

 

鉄筋 鉄骨 木造 計

1001 新通小学校 283 13 11,267 6,456 112 0 6,568 655 13 1 2 1 1 1 0 1 2 1 1

1002 伝馬町小学校 286 13 8,915 4,342 43 0 4,385 831 13 1 0 1 1 1 0 1 2 0 2

1003 安西小学校 369 12 8,608 5,066 0 0 5,066 701 12 1 0 1 1 1 0 1 2 1 1

1004 番町小学校 406 13 10,947 5,937 133 0 6,070 1,020 13 1 0 1 1 1 0 1 1 1 1

1005 葵小学校 573 20 27,397 6,921 89 0 7,010 919 20 1 0 1 1 1 0 1 1 0 2

1006 横内小学校 579 18 16,491 5,591 114 0 5,705 1,049 18 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1

1007 田町小学校 311 12 19,999 4,865 55 0 4,920 944 12 1 1 1 1 1 0 1 2 1 1

1008 森下小学校 331 13 14,146 5,059 17 0 5,076 825 14 1 2 1 1 2 0 1 2 0 0

1009 北沼上小学校 43 4 6,344 1,994 42 47 2,083 437 6 1 0 1 1 1 0 1 1 0 0

1010 駒形小学校 257 10 16,912 3,367 73 0 3,440 919 10 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1

1011 井宮小学校 535 19 17,701 5,407 99 15 5,521 925 19 1 2 1 1 1 0 1 1 0 0

1012 中田小学校 699 22 15,276 5,711 69 0 5,780 836 22 1 2 2 1 2 0 1 2 1 1

1013 中島小学校 714 21 18,757 6,453 124 0 6,577 828 21 1 1 2 1 1 1 1 2 2 0

1014 東豊田小学校 684 21 13,341 6,590 126 0 6,716 813 22 1 2 1 1 2 1 1 1 1 2

1015 西豊田小学校 979 29 19,809 7,623 162 0 7,785 828 30 2 1 2 0 1 0 1 2 1 1

1016 安東小学校 894 25 15,649 6,019 201 0 6,220 818 25 1 1 2 0 2 0 1 2 0 0

1017 大里東小学校 297 12 13,363 4,293 54 0 4,347 662 12 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1

1018 大里西小学校 963 27 14,566 5,042 327 0 5,369 819 29 1 1 1 1 1 0 1 1 0 2

1019 賤機南小学校 657 22 14,027 5,356 14 0 5,370 840 22 1 1 1 1 1 0 1 1 1 0

1020 賤機中小学校 80 6 5,406 2,269 33 0 2,302 504 6 1 0 1 0 1 0 1 1 1 1

1021 賤機北小学校 36 4 7,836 2,089 36 0 2,125 564 4 1 1 1 0 2 0 1 1 0 0

1022 千代田小学校 844 28 22,813 6,280 131 0 6,411 828 28 1 0 2 0 1 0 1 2 1 1

1023 麻機小学校 533 18 25,940 6,461 52 0 6,513 819 18 1 2 2 1 1 0 1 2 1 1

1024 大谷小学校 350 13 13,584 4,103 3 0 4,106 657 13 1 0 1 1 2 0 1 1 1 1

1025 久能小学校 59 5 6,766 2,246 18 0 2,264 712 6 1 0 1 1 1 0 1 2 0 0

1026 長田西小学校 787 24 17,633 6,411 177 0 6,588 1,203 25 1 0 2 1 1 1 1 2 1 1

1027 長田南小学校 659 21 16,029 6,368 223 0 6,591 1,061 21 1 0 2 1 2 0 1 2 1 2

1028 西奈小学校 787 25 18,079 6,358 185 0 6,543 828 25 1 1 2 1 1 0 1 2 1 0

1029 富士見小学校 580 18 16,574 6,016 115 0 6,131 828 19 1 1 1 1 1 0 1 2 1 2

1031 竜南小学校 712 20 22,064 5,855 158 0 6,013 819 20 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0

1032 松野小学校 66 6 15,915 2,276 52 0 2,328 518 6 1 1 1 0 1 0 1 1 1 1

1033 安倍口小学校 274 12 16,381 6,058 55 0 6,113 819 12 1 2 1 1 2 1 1 2 1 2

1034 足久保小学校 257 10 9,172 2,505 73 0 2,578 662 10 1 0 1 0 1 0 1 2 0 0

1035 服織小学校 1,048 33 19,155 7,216 42 0 7,258 827 33 2 1 2 1 2 1 1 1 1 0

1036 服織西小学校 135 6 10,078 3,427 56 0 3,483 662 6 1 0 1 1 1 0 1 1 1 1

1037 中藁科小学校 92 6 12,089 2,262 57 0 2,319 662 6 1 1 1 0 1 0 1 1 0 0

1038 水見色小学校 25 3 5,039 1,247 31 0 1,278 348 3 1 0 1 0 0 0 1 1 0 1

1039 南藁科小学校 148 7 10,542 3,109 15 0 3,124 662 7 1 0 1 0 1 1 1 1 0 0

1040 中藁科小学校小布杉分校 0 0 3,255 414 42 0 456 644 1 1 0 0 0 1 0 0 1 0 0

1041 南部小学校 406 12 15,879 5,060 0 0 5,060 819 12 1 1 1 1 1 1 2 1 1 0

1042 長田東小学校 1,043 31 17,488 6,436 108 0 6,544 819 32 1 0 1 0 1 1 1 3 0 0

1043 井宮北小学校 511 17 18,295 4,543 78 13 4,634 828 17 1 1 1 0 1 0 1 2 1 1

1044 千代田東小学校 607 18 18,292 5,931 64 0 5,995 829 19 1 2 2 1 1 1 1 1 1 1

1045 長田北小学校 542 19 18,875 5,328 137 0 5,465 828 19 1 1 1 1 1 0 1 1 0 1

1046 西奈南小学校 756 22 19,635 7,063 66 0 7,129 834 22 1 0 2 2 1 0 1 2 2 0

1047 川原小学校 609 19 19,203 6,900 324 0 7,224 963 20 2 1 1 1 1 1 1 2 0 1

1070 清水辻小学校 303 11 12,459 4,285 61 0 4,346 931 11 1 2 1 1 1 0 1 1 1 1

1071 清水江尻小学校 405 13 20,196 4,246 108 0 4,354 1,235 13 1 2 2 1 1 0 1 1 1 0

1072 清水入江小学校 688 20 19,194 5,568 111 40 5,719 944 21 1 2 2 1 1 1 1 1 1 4

1073 清水岡小学校 709 21 18,643 5,700 77 35 5,812 1,058 21 1 1 2 1 1 0 1 1 1 2

児童数 学級数 普

通

建 物 保 有 面 積  (㎡) 保 有 教 室 数
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活
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楽
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画

家
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調査

番号
学校名
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（平成 22年度 学校施設統計表より抜粋） 

※ 「コン」はコンピュータ室の略である。 

 

b.中学校 

 

 

鉄筋 鉄骨 木造 計

1074 清水小学校 391 14 22,110 4,321 107 0 4,428 1,241 14 1 2 1 1 1 0 1 1 0 0

1075 清水不二見小学校 611 19 16,379 5,445 165 0 5,610 793 20 1 2 1 1 1 0 1 1 1 0

1076 清水駒越小学校 379 12 13,651 3,763 78 0 3,841 887 12 1 0 1 1 1 0 1 1 0 0

1077 清水三保第一小学校 473 15 19,463 4,810 282 0 5,092 876 16 1 0 1 1 1 1 1 1 1 1

1078 清水浜田小学校 250 10 13,363 4,079 113 0 4,192 867 10 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0

1079 清水飯田小学校 664 22 16,080 5,915 126 0 6,041 1,026 22 1 2 2 1 1 1 1 2 0 1

1080 清水高部小学校 508 16 19,294 6,130 25 0 6,155 1,102 16 2 0 2 1 1 1 1 2 0 1

1081 清水有度第一小学校 843 26 20,515 6,137 27 73 6,237 1,041 27 1 1 2 1 1 0 1 1 0 1

1082 清水袖師小学校 611 19 18,709 6,612 76 0 6,688 2,007 19 1 0 2 1 1 0 1 1 1 1

1083 清水庵原小学校 506 16 17,077 5,561 7 0 5,568 1,061 16 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1

1084 清水興津小学校 720 22 20,728 5,995 74 0 6,069 1,147 23 1 2 2 1 1 0 1 1 1 1

1085 清水小島小学校 177 7 11,130 2,915 21 40 2,976 851 7 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1

1086 清水小河内小学校 67 6 10,730 2,388 61 0 2,449 804 6 1 0 1 1 1 0 1 1 0 0

1087 清水宍原小学校 24 3 5,383 1,835 78 17 1,930 766 3 1 0 1 1 1 0 1 0 0 0

1088 清水和田島小学校 36 3 10,864 1,402 70 21 1,493 812 5 1 0 1 1 1 0 0 1 0 0

1089 清水中河内小学校 46 4 7,793 1,278 35 60 1,373 818 5 1 0 1 1 0 0 1 1 0 0

1090 清水西河内小学校 58 6 10,230 2,374 0 0 2,374 1,199 6 1 0 1 1 1 0 1 1 0 0

1092 清水有度第二小学校 852 24 19,436 6,213 29 0 6,242 813 25 2 1 2 1 1 0 1 1 0 2

1093 清水三保第二小学校 216 9 23,048 4,379 65 0 4,444 849 9 1 0 1 1 1 0 1 1 1 2

1094 清水船越小学校 710 21 19,177 5,012 136 0 5,148 1,016 21 1 2 2 1 1 1 1 1 0 0

1095 清水飯田東小学校 507 16 17,713 5,574 101 0 5,675 1,033 16 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1

1096 清水高部東小学校 819 26 21,749 0 6,220 0 6,220 992 26 2 1 2 1 1 0 1 1 0 1

1310 蒲原西小学校 299 12 17,249 5,031 6 5 5,042 847 12 1 1 2 2 1 0 1 2 1 0

1311 蒲原東小学校 325 14 20,491 0 4,218 104 4,322 1,078 14 1 1 1 1 1 0 1 2 0 0

1320 由比小学校 402 13 15,155 4,783 27 6 4,816 1,269 14 1 3 1 1 1 0 1 2 1 1

1321 由比北小学校 49 5 6,399 1,589 0 0 1,589 690 6 1 0 1 0 1 0 1 1 0 0

1403 大河内小学校 27 4 9,862 1,666 127 0 1,793 0 6 1 0 1 0 1 0 1 1 0 0

1410 梅ケ島小学校 32 5 13,169 1,364 19 0 1,383 0 5 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1

1420 玉川小学校 40 4 12,520 1,770 104 10 1,884 518 4 1 0 1 0 1 0 1 1 0 1

1430 井川小学校 5 2 10,978 1,405 67 0 1,472 537 2 1 0 1 0 0 0 1 1 1 0

1440 清沢小学校 42 4 7,304 2,090 58 0 2,148 507 4 1 0 1 0 1 0 1 1 0 0

1442 峰山小学校 4 2 8,237 0 559 0 559 524 2 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0

1450 大川小学校 18 3 6,182 1,739 27 0 1,766 0 3 1 0 1 0 1 0 1 1 0 0

1453 美和小学校 98 6 17,269 7,091 3 0 7,094 964 6 2 2 1 1 1 0 1 1 1 1

1454 城北小学校 725 22 17,935 8,009 0 0 8,009 965 22 2 1 1 1 1 0 1 1 0 0

1455 宮竹小学校 635 18 16,531 5,523 0 0 5,523 760 18 1 0 1 0 1 0 1 1 0 0

1456 東源台小学校 594 18 18,779 4,860 0 0 4,860 915 18 1 0 1 0 1 1 1 1 0 0

合計 36,674 1,242 1,308,706 385,180 17,653 486 403,319 71,959 1,269 94 68 111 66 91 19 85 113 46 60

特
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4000 籠上中学校 519 17 22,806 6,995 31 0 7,026 979 18 2 2 2 2 2 0 1 1 2 1 2 1

4001 末広中学校 449 12 16,536 6,961 95 0 7,056 1,658 15 3 2 2 1 2 1 0 1 2 1 0 1

4002 城内中学校 503 19 16,518 8,972 84 0 9,056 848 22 3 2 2 2 2 0 0 1 1 1 0 0

4003 安東中学校 664 18 20,154 7,237 0 0 7,237 1,236 21 2 2 2 3 2 0 0 1 1 2 2 0

4004 大里中学校 743 21 30,717 7,687 67 0 7,754 834 24 2 2 2 2 2 0 0 1 1 1 3 0

4005 東中学校 832 22 22,267 8,415 113 0 8,528 938 25 3 2 2 2 2 0 0 1 2 1 3 0

4006 豊田中学校 586 19 27,956 5,972 422 0 6,394 2,129 20 2 2 2 2 2 0 0 1 1 1 6 0

4007 東豊田中学校 541 15 22,108 5,673 401 0 6,074 969 17 2 1 1 2 2 0 0 2 1 2 3 0

4008 賤機中学校 368 12 21,861 4,616 277 0 4,893 684 13 2 2 1 1 2 0 0 1 2 1 1 0

4009 西奈中学校 359 13 24,496 6,839 0 0 6,839 829 13 3 2 2 2 2 1 0 1 1 1 0 1

4010 高松中学校 549 15 33,014 6,501 173 15 6,689 1,345 17 2 2 2 2 2 1 0 1 1 1 3 0

生徒数 学級数 コ
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（平成 22年度 学校施設統計表より抜粋） 

※ 「コン」はコンピュータ室の略である。 

 

c.高等学校 

 

（平成 22年度 学校施設統計表より抜粋） 

 

 

 

 

鉄筋 鉄骨 木造 計

4011 長田西中学校 625 18 22,954 6,992 0 0 6,992 1,357 21 3 2 2 2 2 0 1 1 2 1 1 0

4012 長田南中学校 770 23 26,445 7,001 375 0 7,376 1,486 25 2 2 2 2 3 0 0 1 2 4 2 0

4013 安倍川中学校 272 8 14,205 4,814 0 0 4,814 840 9 1 1 1 1 2 0 0 1 1 1 3 0

4015 美和中学校 281 9 29,453 5,048 223 0 5,271 828 10 2 2 1 2 2 0 0 1 1 1 4 0

4016 服織中学校 696 21 20,394 6,584 88 0 6,672 876 23 3 2 2 2 2 0 0 1 2 1 4 0

4017 藁科中学校 79 3 19,154 2,424 108 0 2,532 698 3 1 1 1 1 1 1 0 1 1 0 0 0

4018 観山中学校 687 19 24,519 8,698 94 0 8,792 851 21 3 3 2 2 2 0 1 1 3 1 2 1

4019 南中学校 583 17 21,856 6,910 355 0 7,265 1,305 18 2 2 1 1 2 0 0 1 2 2 5 0

4040 清水第一中学校 345 11 22,740 4,792 107 0 4,899 980 12 2 2 1 2 2 0 0 1 1 1 0 0

4041 清水第二中学校 762 21 32,132 7,493 327 0 7,820 1,933 23 2 2 2 1 2 0 1 0 1 1 3 0

4042 清水第三中学校 183 9 23,742 4,472 22 0 4,494 1,275 9 1 1 1 1 2 0 0 1 1 1 0 0

4043 清水第四中学校 498 15 34,164 5,250 630 0 5,880 813 15 2 2 1 2 2 0 1 1 1 1 1 1

4044 清水第五中学校 325 11 28,286 5,486 241 0 5,727 1,215 12 2 2 1 2 2 0 1 1 1 1 1 0

4045 清水第六中学校 635 19 22,526 6,116 346 0 6,462 974 20 2 2 2 2 2 0 1 1 1 1 0 0

4046 清水第七中学校 752 20 23,506 7,503 145 0 7,648 1,405 22 2 2 2 2 2 0 1 2 1 1 1 0

4047 清水第八中学校 374 12 20,651 5,057 222 0 5,279 869 14 1 1 1 1 2 0 0 1 1 1 1 0

4048 清水袖師中学校 262 9 16,247 5,463 35 0 5,498 996 10 1 1 1 1 2 0 1 1 1 1 2 0

4049 清水庵原中学校 267 8 15,853 3,786 228 0 4,014 1,176 9 2 1 1 1 2 0 0 1 1 1 0 0

4050 清水興津中学校 393 13 22,314 5,679 417 0 6,096 1,137 13 2 1 1 1 2 0 0 1 1 1 0 0

4051 清水小島中学校 137 5 13,035 3,265 146 0 3,411 928 5 1 1 1 1 2 0 1 1 1 1 1 0

4052 清水両河内中学校 86 3 13,033 2,346 164 17 2,527 744 3 1 1 1 1 2 0 0 1 1 1 0 0

4053 清水飯田中学校 582 17 37,773 6,191 351 0 6,542 1,170 20 3 1 1 2 1 0 0 0 1 1 1 0

4210 蒲原中学校 325 11 37,779 5,189 397 0 5,586 1,207 11 2 1 1 2 2 0 1 1 1 2 3 0

4220 由比中学校 243 7 23,174 4,111 267 0 4,378 1,358 10 1 1 1 1 2 0 1 1 1 1 0 0

4230 大河内中学校 17 3 8,006 1,661 341 4 2,006 621 3 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 0

4240 梅ケ島中学校 14 3 13,867 1,447 75 0 1,522 766 4 1 1 0 1 1 0 0 1 1 1 0 0

4250 玉川中学校 16 2 10,451 1,692 30 0 1,722 539 3 1 1 1 1 1 0 0 1 1 0 0 0

4260 井川中学校 9 2 18,594 1,498 582 0 2,080 824 3 1 1 1 1 1 0 0 1 1 0 0 0

4280 大川中学校 8 2 3,975 1,975 61 0 2,036 568 3 1 1 1 1 2 1 0 1 1 1 1 0

4281 城山中学校 294 9 25,620 6,610 50 0 6,660 1,339 10 2 2 1 2 2 0 0 1 1 2 2 0

4282 竜爪中学校 423 12 21,537 6,031 0 0 6,031 1,208 13 2 2 1 2 2 0 0 1 1 3 5 0

4283 中島中学校 332 9 22,004 5,686 0 0 5,686 1,214 12 2 2 1 2 2 1 0 1 1 1 1 0

合計 17,388 534 948,422 233,138 8,090 36 241,264 45,949 594 81 69 58 68 81 7 12 43 53 50 68 5
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5802 静岡市立清水商業高等学校 全 606 15 32,508 8,927 38 0 8,965 2,147 15 0 0 0 0 0 2 0 1 1 0 0 0 0

5803 静岡市立高等学校 全 979 24 49,593 11,850 531 0 12,381 3,760 24 3 3 0 1 0 2 1 0 1 0 0 1 2

5803 静岡市立高等学校 夜 66 4 0 537 0 0 537 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5804 静岡市立商業高等学校 全 594 15 33,770 12,165 41 0 12,206 2,862 15 0 2 1 0 0 2 1 1 1 0 0 0 0

合計 2,245 58 115,871 33,479 610 0 34,089 8,769 58 3 5 1 1 0 6 2 2 3 0 0 1 2

情

報

進

路

社

会

建 物 保 有 面 積  (㎡) 保 有 教 室 数

視

聴

図

書

総

合

特

活

教

相

理

科

外

語

芸

術

家

庭

校   舎 屋内

運動場

普

通

選

択

校地面積   (㎡)
調査

番号
学校名 課程 生徒数 学級数
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d.幼稚園 

 

（平成 22年度 学校施設統計表より抜粋）    

 

 （２）年次及び構造別施設状況一覧 

a.小学校 

（単位：㎡） 

 

 

鉄筋 鉄骨 木造 計

6800 安東幼稚園 150 6 3,546 1,475 218 12 1,705

6801 久能幼稚園 22 2 1,215 584 22 0 606

6802 藁科幼稚園 39 3 4,140 613 245 0 858

6803 大谷幼稚園 69 3 1,999 836 0 0 836

6804 西奈幼稚園 80 3 2,569 1,047 0 0 1,047

6805 東豊田幼稚園 81 3 2,434 1,095 0 0 1,095

6806 安倍口幼稚園 33 2 3,467 0 259 396 655

6810 清水高部幼稚園 109 5 3,082 0 662 0 662

6811 清水小島幼稚園 44 2 2,417 0 497 10 507

6812 清水小河内幼稚園 14 2 2,176 0 0 351 351

6813 清水和田島幼稚園 36 3 2,025 61 316 12 389

6910 由比幼稚園 86 4 2,213 703 0 91 794

6931 井川幼稚園 4 2 1,142 367 34 0 401

6932 清沢幼稚園 9 2 1,562 0 0 199 199

合計 776 42 33,987 6,781 2,253 1,071 10,105

校地面積   (㎡)

建 物 保 有 面 積  (㎡)

園   舎
調査

番号
学校名 幼児数 学級数

R 1,266 810 4,380

1001 新通小学校 S 112

W

R 602 1,432 2,308

1002 伝馬町小学校 S 18 25

W

R 5,066

1003 安西小学校 S

W

R 1,673 4,264

1004 番町小学校 S 133

W

R 146 6,775

1005 葵小学校 S 41 16 32

W

R 3,463 1,178 811 139

1006 横内小学校 S 18 96

W

R 1,219 1,364 2,282

1007 田町小学校 S 55

W

R 1,737 1,550 686 1,086

1008 森下小学校 S 14 3

W

R 1,994

1009 北沼上小学校 S 42

W 17 30

～平成

22年

～昭和

55年

～昭和

60年

～平成

2年

～平成

7年

～平成

12年

～平成

17年

～昭和

50年

調査

番号
学校名

構造

種別

昭和40

年以前

～昭和

45年



 

152 

 

 

R 747 1,807 684 129

1010 駒形小学校 S 14 41 18

W

R 1,135 2,091 2,077 104

1011 井宮小学校 S 14 82 3

W 15

R 2,026 1,251 754 1,551 29 100

1012 中田小学校 S 61 8

W

R 1,265 2,188 1,884 1,116

1013 中島小学校 S 64 55 5

W

R 662 488 652 4,788

1014 東豊田小学校 S 14 54 58

W

R 1,385 685 1,230 1,468 2,855

1015 西豊田小学校 S 10 91 61

W

R 738 407 2,739 2,135

1016 安東小学校 S 39 121 18 23

W

R 972 3,153 168

1017 大里東小学校 S 54

W

R 1,783 1,258 829 1,106 66

1018 大里西小学校 S 6 14 32 100 175

W

R 663 1,839 1,084 1,770

1019 賤機南小学校 S 14

W

R 2,269

1020 賤機中小学校 S 33

W

R 1,903 186

1021 賤機北小学校 S 36

W

R 1,336 2,491 488 1,953 12

1022 千代田小学校 S 10 20 101

W

R 872 1,025 4,445 119

1023 麻機小学校 S 49 3

W

R 991 2,975 137

1024 大谷小学校 S 3

W

R 957 1,057 208 24

1025 久能小学校 S 18

W

R 1,563 2,796 1,767 16 269

1026 長田西小学校 S 41 114 22

W

R 1,257 2,404 2,707

1027 長田南小学校 S 62 107 22 32

W

R 1,828 2,872 1,658

1028 西奈小学校 S 78 104 3

W

～平成

12年

～平成

17年

～平成

22年

～昭和

50年

～昭和

55年

～昭和

60年

～平成

2年

～平成

7年

調査

番号
学校名

構造

種別

昭和40

年以前

～昭和

45年
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R 681 810 754 1,547 2,090 134

1029 富士見小学校 S 115

W

R 2,961 122 1,116 1,656

1031 竜南小学校 S 32 48 68 10

W

R 1,683 593

1032 松野小学校 S 3 38 11

W

R 1,000 2,727 2,120 211

1033 安倍口小学校 S 55

W

R 989 1,441 75

1034 足久保小学校 S 14 59

W

R 3,606 2,165 1,445

1035 服織小学校 S 28 14

W

R 1,854 785 788

1036 服織西小学校 S 39 17

W

R 1,923 339

1037 中藁科小学校 S 19 3 35

W

R 1,247

1038 水見色小学校 S 31

W

R 1,174 841 1,094

1039 南藁科小学校 S 15

W

R 388 26

1040 中藁科小学校小布杉分校 S 16 26

W

R 3,413 1,500 147

1041 南部小学校 S

W

R 1,927 2,811 1,677 21

1042 長田東小学校 S 46 14 48

W

R 4,491 52

1043 井宮北小学校 S 11 67

W 13

R 4,115 1,816

1044 千代田東小学校 S 3 61

W

R 3,882 987 459

1045 長田北小学校 S 120 3 14

W

R 6,553 510

1046 西奈南小学校 S 66

W

R 6,900

1047 川原小学校 S 324

W

R 4,285

1070 清水辻小学校 S 61

W

～平成

12年

～平成

17年

～平成

22年

～昭和

50年

～昭和

55年

～昭和

60年

～平成

2年

～平成

7年

調査

番号
学校名

構造

種別

昭和40

年以前

～昭和

45年
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R 1,966 1,195 1,085

1071 清水江尻小学校 S 44 23 41

W

R 1,968 2,991 570 39

1072 清水入江小学校 S 83 28

W 40

R 2,486 1,723 1,491

1073 清水岡小学校 S 63 14

W 35

R 2,036 1,342 943

1074 清水小学校 S 19 26 62

W

R 1,158 1,925 2,362

1075 清水不二見小学校 S 23 96 46

W

R 1,091 1,575 1,097

1076 清水駒越小学校 S 59 19

W

R 2,045 1,382 1,383

1077 清水三保第一小学校 S 33 24 14 211

W

R 1,869 2,210

1078 清水浜田小学校 S 113

W

R 700 1,142 4,073

1079 清水飯田小学校 S 19 58 49

W

R 786 956 1,956 2,432

1080 清水高部小学校 S 15 10

W

R 1,355 1,854 39 2,889

1081 清水有度第一小学校 S 15 12

W 73

R 6,612

1082 清水袖師小学校 S 15 61

W

R 5,561

1083 清水庵原小学校 S 7

W

R 4,082 1,880 33

1084 清水興津小学校 S 16 58

W

R 815 566 1,475 59

1085 清水小島小学校 S 15 6

W 3 2 6 29

R 2,366 22

1086 清水小河内小学校 S 61

W

R 1,835

1087 清水宍原小学校 S 44 15 19

W 17

R 1,319 83

1088 清水和田島小学校 S 52 7 11

W 21
R 1,278

1089 清水中河内小学校 S 3 7 13 12
W 60

調査

番号
学校名

構造

種別

昭和40

年以前

～昭和

45年

～昭和

50年

～昭和

55年

～昭和

60年

～平成

2年

～平成

7年

～平成

12年

～平成

17年

～平成

22年
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R 2,374

1090 清水西河内小学校 S

W

R 5,104 240 869

1092 清水有度第二小学校 S 29

W

R 1,178 3,201

1093 清水三保第二小学校 S 49 16

W

R 5,012

1094 清水船越小学校 S 69 47 20

W

R 5,574

1095 清水飯田東小学校 S 101

W

R

1096 清水高部東小学校 S 6,220

W

R 5,016 15

1310 蒲原西小学校 S 6

W 5

R

1311 蒲原東小学校 S 4,125 7 71 15

W 38 66

R 4,751 32

1320 由比小学校 S 27

W 6

R 626 963

1321 由比北小学校 S

W

R 1,619 47

1403 大河内小学校 S 63 21 43

W

R 1,151 197 16

1410 梅ケ島小学校 S 19

W

R 694 694 382

1420 玉川小学校 S 3 25 61 15

W 10
R 1,373 32

1430 井川小学校 S 60 7
W

R 1,067 1,023

1440 清沢小学校 S 58

W

R

1442 峰山小学校 S 267 232 46 14

W

R 1,739

1450 大川小学校 S 3 24

W

R 7,091

1453 美和小学校 S 3

W

～平成

12年

～平成

17年

～平成

22年

～昭和

50年

～昭和

55年

～昭和

60年

～平成

2年

～平成

7年

調査

番号
学校名

構造

種別

昭和40

年以前

～昭和

45年
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（平成 22年度 学校施設統計表） 

※１ 構造種別における Rは鉄筋コンクリート造、Sは鉄骨造、Wは木造である。 

※２ 昭和 60 年代までに、ほとんどの学校施設が建築されている状況であることが

わかる。 

 

b.中学校 

（単位：㎡） 

 

R 8,009

1454 城北小学校 S

W

R 5,523

1455 宮竹小学校 S

W

R 4,679 181

1456 東源台小学校 S

W

R 49,647 55,852 76,255 100,940 53,623 7,320 11,407 4,611 3,329 22,196

合計 S 152 267 1,210 5,946 7,979 973 291 120 527 188

W 105 10 41 50 6 72 202

計 49,904 56,119 77,475 106,927 61,652 8,299 11,770 4,731 3,856 22,586

調査

番号
学校名

構造

種別

昭和40

年以前

～昭和

45年

～昭和

50年

～昭和

55年

～昭和

60年

～平成

2年

～平成

7年

～平成

12年

～平成

17年

～平成

22年

R 2,798 1,145 759 2,293

4000 籠上中学校 S 14 17

W

R 2,215 3,055 723 809 159

4001 末広中学校 S 95

W

R 360 8,612

4002 城内中学校 S 45 13 6 20

W

R 5,373 1,786 78

4003 安東中学校 S

W

R 1,660 875 1,132 17 4,003

4004 大里中学校 S 46 21

W

R 972 563 6,737 143

4005 東中学校 S 41 22 50

W

R 1,369 1,716 818 1,289 736 44

4006 豊田中学校 S 260 162

W
R 593 1,240 1,923 1,893 24

4007 東豊田中学校 S 107 35 259
W

R 3,627 970 19

4008 賤機中学校 S 172 105

W

R 2,370 3,636 833

4009 西奈中学校 S

W

R 1,035 2,150 1,659 106 1,551

4010 高松中学校 S 37 31 91 14

W 15

～平成

22年

～昭和

55年

～昭和

60年

～平成

2年

～平成

7年

～平成

12年

～平成

17年

～昭和

50年

調査

番号
学校名

構造種

別

昭和40年

以前

～昭和

45年
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R 1,740 1,000 3,385 295 572

4011 長田西中学校 S

W

R 3,331 892 2,778

4012 長田南中学校 S 26 349

W

R 1,979 727 1,604 504

4013 安倍川中学校 S

W

R 968 2,761 1,319

4015 美和中学校 S 15 97 50 61

W

R 2,239 599 856 1,190 1,700

4016 服織中学校 S 14 74

W

R 2,011 413

4017 藁科中学校 S 61 14 33

W

R 7,058 1,640

4018 観山中学校 S 28 66

W

R 4,662 2,248

4019 南中学校 S 63 292

W

R 1,482 1,401 1,603 306

4040 清水第一中学校 S 98 9

W

R 2,601 738 1,734 2,402 18

4041 清水第二中学校 S 270 30 27

W

R 1,737 1,289 1,446

4042 清水第三中学校 S 22

W

R 1,612 1,981 1,657

4043 清水第四中学校 S 200 260 170

W

R 1,073 1,442 1,376 1,128 467

4044 清水第五中学校 S 19 211 11

W

R 440 925 733 4,018

4045 清水第六中学校 S 48 17 281

W

R 2,429 5,074

4046 清水第七中学校 S 59 86

W
R 2,317 2,740

4047 清水第八中学校 S 170 52
W

R 5,205 246 12

4048 清水袖師中学校 S 35

W

R 2,099 1,687

4049 清水庵原中学校 S 8 220

W

R 5,104 575

4050 清水興津中学校 S 3 414

W

～平成

12年

～平成

17年

～平成

22年

～昭和

50年

～昭和

55年

～昭和

60年

～平成

2年

～平成

7年

調査

番号
学校名

構造種

別

昭和40年

以前

～昭和

45年
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（平成 22年度 学校施設統計表） 

※１ 構造種別における Rは鉄筋コンクリート造、Sは鉄骨造、Wは木造である。 

※２ 昭和 60 年代までに、ほとんどの学校施設が建築されている状況であることが

わかる。 

 

 

 

 

 

 

 

R 2,048 465 581 171

4051 清水小島中学校 S 28 63 19 36

W

R 2,346

4052 清水両河内中学校 S 3 7 154

W 17

R 6,191

4053 清水飯田中学校 S 330 21

W

R 2,085 3,104

4210 蒲原中学校 S 392 5

W

R 2,750 1,361

4220 由比中学校 S 6 261

W

R 1,661

4230 大河内中学校 S 31 310

W 4

R 1,447

4240 梅ケ島中学校 S 19 56

W

R 867 825

4250 玉川中学校 S 30

W

R 1,498

4260 井川中学校 S 257 13 22 213 15 62

W

R 582 361 1,032

4280 大川中学校 S 19 3 39

W

R 6,610

4281 城山中学校 S 50

W

R 6,031

4282 竜爪中学校 S

W

R 5,686

4283 中島中学校 S

W

R 35,036 19,551 21,540 52,119 47,538 27,069 7,200 13,512 2,021 7,552

合計 S 342 380 347 1,593 2,131 431 764 932 981 189

W 17 19

計 35,378 19,948 21,887 53,712 49,669 27,500 7,983 14,444 3,002 7,741

調査

番号
学校名

構造種

別

昭和40年

以前

～昭和

45年

～昭和

50年

～昭和

55年

～昭和60

年

～平成

2年

～平成

7年

～平成

12年

～平成

17年

～平成

22年
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c.高等学校 

（単位：㎡） 

 

（平成 22年度 学校施設統計表） 

※ 構造種別における Rは鉄筋コンクリート造、Sは鉄骨造、Wは木造である。 

 

d.幼稚園 

（単位：㎡）  

 

 

R 8,927

5802 静岡市立清水商業高等学校 全 S 19 19

W

R 919 8,077 2,772 82

5803 静岡市立高等学校 全 S 92 439

W

R 537

5803 静岡市立高等学校 夜 S

W

R 4,044 29 1,155 15 6,922

5804 静岡市立商業高等学校 全 S 34 7

W

R 8,927 4,044 29 2,074 15 6,922 8,614 2,772 82

合計 S 19 34 26 92 439

W

計 8,927 4,063 63 2,100 15 6,922 8,614 2,864 439 82

～平成

17年

～平成

22年

～昭和

50年

～昭和

55年

～昭和

60年

～平成

2年

～平成

7年

～平成

12年

～昭和

45年

調査

番号
学校名

課

程

構造種

別

昭和40年

以前

R 44
6800 安東幼稚園 S 215

W 12
R

6801 久能幼稚園 S
W
R

6802 藁科幼稚園 S
W
R

6803 大谷幼稚園 S
W
R

6804 西奈幼稚園 S
W
R

6805 東豊田幼稚園 S
W
R

6806 安倍口幼稚園 S
W 363
R

6810 清水高部幼稚園 S 662
W
R

6811 清水小島幼稚園 S
W 10
R

6812 清水小河内幼稚園 S
W 12

～平成

22年

～平成

7年

～平成

12年

～平成

17年

調査

番号
学校名

構造

種別

昭和40年

以前

～昭和

45年
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（平成 22年度 学校施設統計表）  

※ 構造種別における Rは鉄筋コンクリート造、Sは鉄骨造、Wは木造である。 

 

 

 

 

  

R 61
6813 清水和田島幼稚園 S

W 12
R

6910 由比幼稚園 S
W 41
R

6931 井川幼稚園 S
W
R

6932 清沢幼稚園 S
W 199
R 105

合計 S 662 215

W 41 375 199 34

計 41 1,037 519 34

～平成

7年

～平成

12年

～平成

17年

～平成

22年

調査

番号
学校名

構造

種別

昭和40年

以前

～昭和

45年
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Ｃ．「PRE 戦略を実践するための手引書」の一部抜粋 

 

Ⅳ．ＰＲＥ戦略を実践するために必要なこと 

 

不動産を適切にマネジメントするためには、地方公共団体が将来の行政需要の見通

し等、公的不動産の現状や課題を正確に認識したうえで、全庁横断的・継続的な組織

づくりや不動産に関する情報の集約・共有化や会計情報化、会計情報の積極的活用及

び方針の策定などの取組が必要であり、その際には公民連携の考え方による民間活力

の活用や新たな経済活動の機会創出などの視点を持つことが求められている。 

１.望ましい組織形態とマネジメント体制 

組織形態については、一元的に不動産の管理運営を行う部門の設置、方針を立案

する統括的な部門が関連部門と調整する形態、組織横断型のタスクチームの組成等

など、それぞれの地方公共団体の目的と実情に合ったものを検討することが重要で

ある。 

PRE戦略を担当する部門等は、庁内の不動産情報を一元的に把握したうえで、不動

産の管理、運用業務を集中的に推進する立場として位置づけられることが望ましい。

この場合、トップマネジメントによる体制構築も有効な方法の一つである。 

また、PRE戦略を担当する部門等は、財務部門、管財部門等の各部門が有する情報・

ノウハウなどを活かしつつ、長期的視点に立った目指すべき行政運営の目標と連動

して、不動産の所有・利用のあり方を戦略的に判断し、実行に移すことが必要であ

るため、継続的に機能を維持していくことが望ましい。 

２.不動産情報の集約・共有化・ＩＴ化 

PRE戦略の実践にあたっては、全庁的な観点から不動産に関する意思決定を行って

いく必要があるが、従前の地方公共団体における公的不動産の管理は、各所管部署

に行われていることが多く、所管部署ごとに異なる様式の管理台帳しか整備されて

いない場合が多い。全庁で一元的な管理台帳が整備されないままでは、例えば今後

公共施設老朽化に伴う一斉更新の時期を迎えた際に、老朽度合いや利用率の低い施

設をリストアップしようにも、必要な情報が得られない可能性がある。また、仮に

一元的な台帳を作成したとしても、公的不動産に関する最新情報が管理台帳に適切

に反映されない限り、合理的な運営管理を実践するうえで障害となる。したがって、

PRE戦略の実践にあたっては、まず、不動産の立地状況、総量、金額等の情報を全庁
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的に集約するとともに、集約された情報を庁内で共有することが必要となる。PRE

戦略の実践に必要な情報は、時間の経過とともに変化するため、定期的な更新が必

要となる。こうした更新作業を効率化し、情報の加工・分析を容易に行うためには、

ＩＴの活用が効果的であると考えられる。 

例えば、不動産を「位置」に関する属性により管理するＧＩＳ（Geographic 

Information System：地理情報システム）と共用空間データを活用して情報を共有

し、業務の効率化・高度化を図る統合型ＧＩＳの活用等も有用であると考えられる。 

 

３.会計情報の活用による財政状況の把握 

 

(1)ＰＲＥ戦略における会計情報の活用の重要性 

 

PRE戦略の導入は、財政状況や財政運営と深く関わることから会計情報の把握は

重要な位置づけとなる。 

一般的に会計には２つの目的があるとされている。１つは、決められた会計ルール

に基づいて、それを正しく適用し、正確な会計情報を利害関係者に開示することであ

る。現在、地方公会計制度改革によって、地方公共団体において財務書類４表の整備

が進められており、会計情報が充実したものとなってきている。これによって、地方

公共団体が所有する資産・債務を適切に反映した情報が貸借対照表などに計上され、

これまでの決算書類では見えにくかったストック情報がより明確に開示されること

となる。もう１つは、組織の経営又は運営の状況を正しく判断し、的確な組織運営を

行うことである。企業会計においては、適切な情報開示を目的とした財務会計ももち

ろん重要であるが、最近では企業経営における様々な判断を的確に行うための管理会

計の重要性がクローズアップされている。 

地方公共団体においても会計情報を積極的に活用することによって、例えば適切

な資産規模のあり方を踏まえた効率的な不動産の活用方法や資産について計画的

な支出に基づいた効果的な住民サービスの提供を検証することが可能になると考

えられる。 

したがって、管理会計の視点に立った会計情報をより一層充実させるように努め、

それによって得られた会計情報をPRE戦略の実践にあたって積極的に活用すること

が重要である。 
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(2)未利用財産に関する会計情報 

 

新地方公会計モデルでは、売却可能資産の区分表示に特徴されるように、未利用

財産の売却促進に資する情報開示が意図されているといえる。すなわち、これらの

情報開示により、不動産の処理等に対する議会や住民など利害関係者の注目が高ま

り、引いては売却促進にも資することが期待されているところである。 

一方、資産・債務改革の方向性には未利用財産の売却だけではなく有効活用も含

まれている。現状の新地方公会計モデルで作成される貸借対照表では売却可能資産

の総額のみが開示されることになっているが、財務書類を作成する過程で必要とな

る資産の評価に係る作業を通じて、保有資産の未利用状況等が把握できるため、ま

ずはそうした資産に関する情報を踏まえ、保有資産の有効活用に向けた検討を行う

ことが重要である。 

４.利活用等に関するノウハウ 

PRE戦略を実践するためには、売却、貸付、建替（取得・賃借を含む。）、転用、

継続使用等の基本的な利活用類型について、その具体的な実施手法、手法のバリエ

ーション、それぞれの手法の特色と課題等に関するノウハウが必要である。 

また、不動産の利活用にあたっては、法制度・関連手法、不動産評価、不動産リ

スクなど、多種多様な情報とノウハウが必要である。特に、不動産リスクについて

は、土壌汚染、建物耐震、アスベスト・ＰＣＢが代表的である。 

特に、土地の売買にあたっては、土壌汚染の有無を確認することが重要である。

明らかに土壌汚染がないと判断される場合（田畑、山林等）、土地の利用履歴によ

っても明らかに土壌汚染がないと判断される場合を除き、原則として土壌汚染調査

が必要である。土壌汚染への適切な対応が、公的不動産を取得、売却する場合のみ

ではなく、所有する不動産の資産価値の低下防止などの観点からも重要である。 

また、特に売買時において十分な事前調査がない場合には、不法投棄などにより

土中に産業廃棄物の存在が売買後に発覚すること、建物に関してはアスベスト・Ｐ

ＣＢが存在していることが売買後に明らかとなり、予測できない訴訟に発展するケ

ースも見受けられる。 

こうしたリスク回避の観点からも、不動産の利活用にあたっては十分に対応して

おく必要がある。こうした不動産のノウハウを修得するには、専門家のアドバイス

を得ることが重要である。 
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５.人材育成と民間活用 

(1)人材育成 

 

PRE戦略の策定・実施にあたっては、財政、金融、法律、建築・設備、資産評価な

ど、不動産に関連した複数の分野にわたる専門的な知識が必要である。財政状況や財

政運営と深く関わることから会計情報の把握は重要な位置づけとなる。したがって、

地方公共団体においては、不動産に関する知識やノウハウが十分に蓄積していくこと

が重要であり、これらの知識を有する人材をどのように育成するかが、今後のPRE戦

略の実践において重要なポイントとなる。このためには、職員の研修を行うなど行政

内部において専門職員を育成できることが理想的であるが、それが困難な場合には、

外部の専門家を活用する等の方策を適切に組み合わせながら職員の育成を図ること

も有効である。 

 

(2)民間活用 

 

PRE戦略の実践において、限られた人材で複雑多岐にわたる不動産関連業務のすべ

てを行うことは、現実的に困難な場合があると想定される。そのような場合は、業務

の内容に応じて、業務のアウトソーシングにより民間のノウハウを活用することが有

用であると考えられる。 

また、民間のノウハウを学ぶことは、地方公共団体内部の人材の育成にもつながる

と考えられることからも、このような方策について十分に検討することが重要である。 
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Ⅴ．ＰＲＥ戦略実践のためのＰＲＥマネジメントサイクルと具体的内容 

 

(Ⅰ)ＰＲＥマネジメントサイクルの構築 

 

PRE戦略の実現性を高め、効率的かつ継続的に実践するためには、PRE戦略全体の調

整と個別不動産の利活用を合理的に推進するマネジメントサイクルの構築が効果的

である。本章では、PRE戦略実践のための合理的なマネジメントサイクル(以下｢PRE

マネジメントサイクル｣という。)として、８つの段階で構成されたマネジメントサイ

クルを提案する。 

なお、このPRE戦略実践のためのマネジメントサイクルは、一般にマネジメントサ

イクルとして普及しているＰＤＣＡ(Plan、Do、Check、Action)サイクルを応用する

もので、PRE戦略に取り組む地方公共団体は、本章で提案するマネジメントサイクル

を参考に、各々の創意工夫を施し、独自のマネジメントサイクルを構築することも可

能である。 

 

１.ＰＤＣＡサイクルとＰＲＥ戦略実践のためのマネジメントサイクルの対比 

 

PRE戦略の場合、多種多様かつ膨大な不動産が対象となるため、ＰＤＣＡサイクル

でいう「Plan」の前提として不動産の現状を明らかにする「Research（調査）」のプ

ロセスが必要となる。 

また、こうした不動産の合理的な利用を推進するためには、多部門間の相互調整が

必要となる場合が多く、「Check」に相当する「Review（検証）」によって把握した PRE

戦略の課題に対応し、「Research(調査)」による情報の補強を経て「Planning（計画）」

等を見直し、次期のPRE戦略へ反映させることが望ましい。以上の考え方に基づき、

PREマネジメントサイクルの基本的な段階構成を整理し、ＰＤＣＡサイクルの段階構

成と比較すれば図16のとおりである。 
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図16 ＰＤＣＡサイクルとＰＲＥマネジメントサイクルの基本的な段階構成の比較 

 

 

 

 

 

２.統括機能と実施機能の連携 

 

PRE戦略の実践においては、PRE戦略を全庁的な視点で統括する全庁横断的な取組体

制の構築と、個別不動産の利活用を具体化する機動的な実施機能の強化が重要であり、

PRE戦略を統括する部門が、多種多様な不動産の利活用を効果的に推進するための方

針等を全庁横断的に策定し、実施部門がこの方針を遵守して個別不動産の利活用を進

める体系的な部門間の連携の仕組を構築することが必要である（図17参照）。 

 

図 17 統括機能(部門)と実施機能(部門)の明確化と相互連携 

 

 

 

 

 

 

  

PDCAサイクルの段

階構成 

PRE マネジメントサイクル

の基本的な段階構成 

統括機能 

 

実施機能 



 

167 

３.ＰＲＥマネジメントサイクル 

 

PRE戦略を効率的かつ継続的に実践するために、統括部門は不動産の全体を捉え、

全庁一体となってPRE戦略に取り組むためのマネジメント機能を担う必要があるとと

もに、個別不動産の利活用を担う実施部門は、全庁的なPRE戦略の方針等を枠組とし

て尊重し、個別不動産の特性等に応じた最適な利活用を効果的に実践する必要がある。 

こうしたPREマネジメントサイクルの段階構成と連携のあり方を次の模式図（図18）

に示し、その運用のイメージを図19に示す。 

 

図18ＰＲＥマネジメントサイクル 
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図 19ＰＲＥマネジメントサイクルの運用イメージ 

 


